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背景 
 
我が国では、 2021 年 6 ⽉に「ＡＩ戦略 2021」が策定され、ＡＩに関する各種の取組が進められてきたが、2022 年 4 ⽉に新たな「ＡＩ戦略 2022」が

策定され、差し迫った危機への対処や社会実装の強化のための新たな⽬標が設定されたところである。 
今後、「ＡＩ戦略 2022」の推進に向けて具体的な施策を検討するに当たっては、「ＡＩ戦略 2021」による取組の効果や、取組に影響を与えた社会経済情

勢の変化などをも参考とすることが適切と考えられることから、取組状況の詳細（2021 年度末時点）をまとめるものである。 
 
この⽂書の⾒⽅について 
 
「取組」欄 

2021 年度に設定された取組を記載している。 
 
「取組の状況」欄 

2022 年 3 ⽉末時点の状況を記載している。 
 
「今後の予定」欄 

「ＡＩ戦略 2021」の取組の結果として、2022 年度以降に想定する取組内容を参考に記載している。 
（2022 年度以降の取組については、「ＡＩ戦略 2022」に記載されている。） 
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教育改⾰ 
（１）リテラシー教育 

【⾼等学校】 
＜具体⽬標＞ 
全ての⾼等学校卒業⽣（約 100 万⼈卒/年）が、データサイエンス・ＡＩの基礎となる理数素養や基本的情報知識を習得。また、⼈⽂学・社会科学系の知

識、新たな社会の在り⽅や製品・サービスのデザイン等に向けた問題発⾒・解決学習を体験 
 
【基本的情報知識の習得】 

取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
001 

「情報Ⅰ」（2022 年度に必修化）の指
導⽅法の不断の改善・充実【⽂】 

【計画通り進捗】 
・優れた取組を紹介する実践事例集を作成し、その成果を
広く普及するなどして、指導の充実を図った。 
・外部⼈材の⽀援が得られるよう、経済産業省がまとめたデ
ジタル活動⽀援の在り⽅提⾔の中に、「情報Ⅰ」への⽀援も
盛り込んだ。 

・⾼校情報特設ページ（⽂部科学省公式 HP）
に、さらに実践事例を集めるなど、特設ページの充
実を図るほか、デジタル活動⽀援に関する組織が
⽴ち上がり次第周知を図るなど、より⼀層の充実
を図っていく。 

II-
1-
21-
002 

「情報Ⅰ」等の実施を踏まえたＩＴパスポ
ート試験等の出題の⾒直し（2021 年
度）【経】 

【計画通り進捗】 
・⾼等学校情報科「情報Ⅰ」を踏まえた出題範囲の⾒直し
を実施した。 

（取組終了） 

II-
1-
21-
003 

ＩＴパスポート試験等の⾼等学校等にお
ける活⽤の促進（2022 年度）【⽂・
経】 

【計画通り進捗】 
・⾼等学校情報科「情報Ⅰ」を踏まえた出題範囲の⾒直し
を実施した。 
・2018 年３⽉改訂の⾼等学校学習指導要領を 2022 年
度から学年進⾏で実施。 

（取組終了） 
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II-
1-
21-
004 

全ての⾼等学校で、データサイエンス・Ａ
Ｉの基礎となる実習授業を実施、意欲的
な児童・⽣徒に対するデータサイエンス・Ａ
Ｉで問題発⾒・解決に挑戦する場（Ｉ
Ｔ部活動等）の創出（2022 年度）
【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・2018 年３⽉に改訂した⾼等学校学習指導要領を
2022 年度から学年進⾏で実施。 
 

・2018 年３⽉に改訂した⾼等学校学習指導要
領を 2022 年度から学年進⾏で実施。 
 

II-
1-
21-
005 

教師の養成・研修・免許の在り⽅等の検
討状況を踏まえつつ、免許制度の弾⼒的
な運⽤も活⽤し、博⼠課程学⽣・ポスドク
⼈材・エンジニアやデータサイエンティスト等
の社会の多様な⼈材も含め、ＩＣＴに精
通した⼈材登⽤の推進（2024 年度ま
でに１校に１⼈以上）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・教員免許状を持っていないものの ICT 等に精通した外部
⼈材の活⽤を推進するため、2021 年５⽉ 11 ⽇に「特別
免許状の授与に係る教育職員検定等に関する指針」を改
訂し、博⼠号取得者など専⾨的な分野での実績を有する者
などへの特別免許状の活⽤が進むよう、審査基準や⼿続き
の緩和を都道府県教育委員会等に⽰した。 
・2022 年３⽉に当該指針の改定を踏まえた積極的な取組
について都道府県教育委員会等に再周知した。 

・教職課程の充実や質の⾼い教職員集団の実現
に向けて、中央教育審議会等で検討し、結論を
得次第速やかに措置する。 

II-
1-
21-
006 

情報科⽬の専⾨教員の養成や外部⼈材
等の活⽤も含めた質の⾼い教員の確保
等の全国的な⽀援⽅策を検討し、実施
（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 4 ⽉に⾼等学校教科「情報」の免許所持教員に
よる効果的な指導⽅法の開発に関する調査研究結果を⽂
部科学省ホームページに公表した。 
・2021 年 7 ⽉の全国の指導主事等を対象にした指導主
事連絡協議会や、2021 年 8 ⽉の独⽴⾏政法⼈教職員
⽀援機構主催「学校教育の情報科指導者養成研修」、そ
の他各種会議等において上記調査研究結果を周知した。 

・2022 年 11 ⽉の教育課程協議会において、
⾃治体の免許外教員解消に向けた取組を聞き
取り、各⾃治体に周知を図る。 
・⾼等学校教科「情報」の免許所持教員による効
果的な指導⽅法の開発に関する調査研究結果
等について、引き続き、各種会議において周知徹
底を図る。 
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【理数素養の習得】 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
007 

⾼等学校の理数分野における探究的な
学びの充実に向け、優良事例の継続的
な収集、共有及び研修の充実（2021
年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・都道府県教育委員会の担当者を対象とした説明会におい
て、理数分野における教育実践の収集・共有や統計に関す
る研修を周知した。 

・優良事例を継続的に収集、共有し、研修の充
実を図る。 

II-
1-
21-
008 

⾼等学校においてデータ分析の基盤とな
る⼿法を⽣徒に習得させるため、新学習
指導要領を着実に実施（2021 年度）
【⽂】 

【計画通り進捗】 
・旧学習指導要領の必履修科⽬「数学Ⅰ」により、全ての⽣
徒へデータ分析の基盤となる⼿法を指導した。 
・新学習指導要領においてはその内容を充実しており、その
着実な実施に向け、趣旨の周知・徹底を図った。 

・新学習指導要領を着実に実施する。 

II-
1-
21-
009 

⼤学等における数理・データサイエンス・Ａ
Ｉ教育との接続を念頭に、確率・統計・
線形代数等の基盤を修得するための教
材の活⽤を促進（2021 年度）【⽂・
経】 

【計画通り進捗】 
・都道府県教育委員会の担当者を対象とした説明会におい
て、⼤学等に進学する者等を主な対象とした確率・統計・線
形代数等の基盤となる知識を修得できる教材を周知した。 

・確率・統計・線形代数等の基盤を修得するため
の教材の活⽤を促進する。 

 
【ＩＣＴインフラ・活⽤⽅法の整備】 

取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
010 

「統合型校務⽀援システム」を含む、クラ
ウド活⽤を基本とする教育現場の負荷軽
減に資するＩＣＴ環境の導⼊促進
（2022 年度）【ＩＴ・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・地⽅財政措置されている環境整備に加え、2019 年度ま
でに実施した統合型校務⽀援システム導⼊実証研究で作
成した導⼊⼿引きや共同調達に関する⼿引き等を周知し
た。 

・校務系・学習系のネットワーク構成について、クラ
ウドを活⽤し、ネットワーク分離を必要としない、ア
クセス制御を前提としたネットワーク構成に向けた
実証研究を実施し、校務の効率化に資するネット
ワーク構成の実現⽅法について整理を⾏う。 
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・クラウド利⽤も視野に⼊れた授業・学習系システムと校務
系システムの安全な情報連携等に関する「スマートスクール・
プラットフォーム技術仕様」の普及促進に係る調査研究を実
施した。 
・令和 4 年度予算において、校務系・学習系のネットワーク
構成について、クラウドを活⽤し、ネットワーク分離を必要とし
ない、アクセス制御を前提としたネットワーク構成に向けた実
証研究に係る経費を計上した。 

II-
1-
21-
011 

⽣徒⽤端末の家庭への持ち帰り・利⽤等
に関するガイドライン等の周知徹底
（2021 年度）【ＩＴ・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・2022 年３⽉３⽇に「GIGA スクール構想の下で整備され
た学校における１⼈１台端末等の ICT 環境の活⽤に関す
る⽅針について（通知）を発出した。 

・2022 年３⽉に発出したガイドラインが徹底され
るよう、あらゆる機会を通じてガイドラインの周知に
努めていく。 

II-
1-
21-
012 

「GIGA スクール構想の実現」の下、⽣徒
１⼈１台端末環境の更新時の費⽤負
担のあり⽅（例えば、端末の貸与や教材
費の⾒直し等による BYOD 実施時の⽣
活困窮者への対応、または⾃治体負担に
よる再整備等）の検討（2021 年度）
【ＩＴ・総・⽂・経】 

【⼀部未了】 
・「教育の ICT 化に向けた環境整備 5 か年計画」に基づく
地⽅財政措置に加え、⾼校の ICT 端末整備を⽀援するた
めの予算を令和２年度３次補正予算で計上した。 
・1 ⼈ 1 台端末の更新時の費⽤負担の在り⽅の検討のた
め、その前提となる活⽤促進にあたり、学校の ICT 運⽤を広
域的に⽀援する「GIGA スクール運営⽀援センター」の整備
に必要な経費を令和３年度補正予算及び令和４年度当
初予算に計上した。 
・各⾃治体に対して整備促進の働きかけを実施し、2022
年度中には、全都道府県で⾼校１年⽣の１⼈１台環境が
整備される予定。また 2024 年度までに全学年の１⼈１台
環境整備が完了予定。 
 

・各⾃治体に⾼等学校における１⼈１台端末環
境の実現に向けた取組を促す。 
・端末の利活⽤等の実態や現場の声も踏まえ、
１⼈１台端末の将来の在り⽅について検討す
る。 
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II-
1-
21-
013 

学校内外における⽣徒の学びやプロジェク
トの記録を保存する学習ログや健康診断
結果等について、転校や進学等にかかわ
らず継続的にデータ連携や分析を可能に
するための標準化や利活⽤を進めるととも
に、クラウド活⽤を基本とするＩＣＴ環境
の整備、個⼈情報保護等についての基本
⽅針の提⽰（2021 年度）【ＩＴ・個
情・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・主体情報を中⼼とした「⽂部科学省教育データ標準」を公
表するとともに、学校健康診断データの標準化に向けた取組
を推進した。 
・また、クラウドサービスの活⽤を前提としたネットワーク構成等
の課題に対応する観点から、2021 年５⽉に「教育情報セ
キュリティポリシーに関するガイドライン」を改訂した。 

・学校における学習内容や学習活動に関する教
育データの標準化を推進するため、「⽂部科学省
教育データ標準」（第３版）の公表に向けた取
組を進めるとともに、教育データ利活⽤の際の学
校における個⼈情報保護の取り扱いについて検討
を進める。 

II-
1-
21-
014 

⽣徒の個別最適な学びの充実に向けた、
学習ログ等の活⽤の在り⽅を検討し公表
（2021 年度）【ＩＴ・個情・総・⽂・
経】  

【計画通り進捗】 
・2021 年 3 ⽉に、有識者会議において「論点整理（中間
まとめ）」をとりまとめ、公表した。また、2021 年 12 ⽉、
2022 年 2 ⽉にも継続して検討を実施した。 

・個々の論点について更に深堀りすべく議論を⾏
う。 
・「⽂部科学省教育データ標準」（第３版）の
公表に向けた取組を進める。 

II-
1-
21-
015 

実社会で必要となる知識・技能、思考
⼒・判断⼒・表現⼒等を学習する環境の
整備（ＥｄＴ ｅｃｈ等の活⽤）
（2022 年度） 【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉に、「学校における先端技術活⽤ガイドブッ
ク」（第 2 版）を取りまとめた。 

・「学校における先端技術活⽤ガイドブック」（第
3 版）を策定する。 

II-
1-
21-
016 

「GIGA スクール構想の実現」の前倒しに
あわせ、希望する全ての⾼等学校で早期
に遠隔教育を利活⽤（2021 年度）
【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・遠隔教育を希望する学校数を把握した。（全国に 607
校／学校における教育の情報化の実態等に関する調査︓
2022 年 3 ⽉確定値） 
・2021 年度に、遠隔教育システムを効果的に活⽤するため
のガイドブック「遠隔教育システム活⽤ガイドブック」（第３
版）を公表・周知した。 
・令和３年度補正予算において、学校が使うカメラ・マイク、
家庭でも繋がる通信環境等の整備にかかる経費を計上し
た。 

・遠隔教育を希望する学校数の把握を進める。 
・遠隔教育システムを効果的に活⽤するためのガ
イドブック「遠隔教育システム活⽤ガイドブック」
（第３版）を引き続き周知する。 
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II-
1-
21-
017 

GIGA スクール構想による１⼈１台端末
を効果的に活⽤した、学校現場における
教育データ利活⽤に係る実証とガイドブッ
クの策定（2021 年度）【個情・⽂】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉に、「学校における先端技術活⽤ガイドブッ
ク」（第 2 版）を取りまとめた。 

・「学校における先端技術活⽤ガイドブック」（第
3 版）を策定する。 

II-
1-
21-
018 

学校のネットワーク環境を安定的に確保
するため、インターネット環境の詳細等につ
いて調査と必要な⽀援の実施（2021
年度）【⽂、総】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 5 ⽉に⾃治体に対して学校のネットワーク環境の
状況について調査を実施し、同年 8 ⽉ 30 ⽇に公表した。 
・調査結果から不具合事象の分析を⾏い、解決・対処⽅法
について整理し周知した。 

・GIGA スクール運営⽀援センターの整備により、
安定的な⽀援基盤の構築を促進し、ネットワーク
点検、応急対応を実施する。 

II-
1-
21-
019 

⾼等学校の「１⼈１台端末環境」の実
現に向け、低所得世帯の⾼校⽣に対する
端末整備等を通じて、全都道府県におけ
る計画的な整備を促進【⽂】 

【計画通り進捗】 
・「教育の ICT 化に向けた環境整備 5 か年計画」に基づく
地⽅財政措置に加え、⾼校の ICT 端末整備を⽀援するた
めの予算を令和２年度３次補正予算で計上した。 
・⾼校における端末整備状況（2022 年度⾒込み）につい
て調査を実施し、全都道府県が 2022 年度中に１年⽣の
１⼈１台環境整備が完了予定であること、2024 年度まで
に全学年の１⼈１台環境整備が完了予定であること等の
調査結果を公表した。 

・引き続き各⾃治体に⾼等学校における１⼈１
台端末環境の実現に向けた取組を促す。 

II-
1-
21-
020 

ICT 活⽤教育アドバイザー、GIGA スクー
ルサポーター等による ICT 環境整備・利
活⽤に関する教育委員会、学校への⽀
援（2021 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・専⽤窓⼝を設置し、ICT 活⽤教育アドバイザーによる相
談・⽀援業務を実施した。また GIGA スクールサポーター等
による ICT 環境整備・利活⽤に関する教育委員会、学校
への⽀援も実施した。 

・専⽤窓⼝を設置し ICT 活⽤教育アドバイザー
による相談・⽀援業務を実施するとともに、⽀援
体制の更なる強化を図るため、学校の ICT 運⽤
⽀援を広域的に担う「GIGA スクール運営⽀援セ
ンター」の整備を進めることにより、教育委員会等
への⽀援の⼀層の充実を図る。 
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【新たな社会を創造していくために必要な⼒の育成】 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
021 

カリキュラム・マネジメントの視点を踏まえ、
産学連携や地域連携によるＳＴＥＡＭ
教育の事例構築や収集を継続するととも
に、モデルプラン提⽰と全国展開を実施
（2021 年度）【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・STEAM 教育に関するホームページを⽴ち上げ、STEAM
教育のモデルプランを含む取組事例を掲載するとともに、全国
の教育委員会等に周知を図った。 

（取組終了） 

II-
1-
21-
022 

策定したアクションプランに基づき知財創
造教育の普及実践を図るとともに、知財
創造教育推進コンソーシアムの在り⽅を
検討し結論を導出（2021 年度）【知
財】 

【計画通り進捗】 
・全国を８地域に分け、地域の主体が事務局となって地域コ
ンソーシアムを運営する体制を構築。これらの地域コンソーシ
アムでの今年度の取組に関してフォローアップを実施した。 
・地域における知財創造教育の普及拠点となる教員や学校
を後押しするための選定基準について調査研究を実施した。 

・策定したアクションプランに基づき、知財創造教
育コンソーシアムや地域コンソーシアム等を通じて、
知財創造教育の普及実践を図る。 

II-
1-
21-
023 

グローバルな社会課題を題材にした、産
学連携ＳＴＥＡＭ教育コンテンツのオン
ライン・ライブラリーの普及・活⽤（2021
年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・ＳＴＥＡＭ学習コンテンツを、2020 年度中に 63 テー
マ、2021 年度中に 70 テーマを開発した。 
・コンテンツをオンラインで掲載するＳＴＥＡＭライブラリーを
2021 年３⽉に無償で公開。その後、機能の拡充等を⾏っ
た上で 2022 年３⽉にサイトリニューアルを実施した。 

・ＳＴＥＡＭライブラリーのコンテンツの拡充の仕
組みを検討するとともに、ライブラリーの学校現場
等での⼀層の活⽤普及を企図。 

II-
1-
21-
024 

⼤学や国⽴研究開発法⼈等の研究機
関等において公的資⾦により実施している
研究について、ＳＴＥＡＭ教育のための
教材化の検討（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・⼤学や国⽴研究開発法⼈等の研究機関等において公的
資⾦により実施している研究テーマについて、2021 年度に 6
テーマを新規開発した。 

・公的資⾦により実施している研究について、ＳＴ
ＥＡＭ教育のための教材化に向けて検討する。 

II-
1-

「GIGA StuDX 推進チーム」において、特
設 HP「StuDX Style」等を通じ、好事
例や課題とその解決策等に関する情報を

【計画通り進捗】 
・特設 HP「StuDX Style」で「すぐにでも」「どの教科でも」
「誰でも」活かせる活⽤事例や教科等の ICT 活⽤事例を随

・特設 HP「StuDX Style」で好事例等の発信
するだけでなく、1 ⼈１台端末の効果的な活⽤⽅
法をまとめた動画コンテンツを作成、発信する。 
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21-
025 

発信・共有するとともに、全国の教育委員
会担当者（指導主事等）との情報交換
プラットフォームを構築・運営（2021 年
度）【⽂】 

時掲載し、それら取組を「GIGA StuDX メールマガジン」と
通じて、周知を図った。 
・全国の教育委員会等の担当者向けオンライン連絡会の実
施や市町村の担当者向けオンライン相談会に対する開催⽀
援等を⾏った。 

・都道府県単位ではなく、ブロック単位の情報交
換会を実施し、広域プラットフォームの構築を図
る。 

 
【⼤学⼊試・就職】 

取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
026 

2024 年度より⼤学⼊学共通テストにお
いて「情報」を出題することについて検討
し、2021 年度中に結論を得るとともに、
将来的な CBT 活⽤のあり⽅について検
討を進める（2024 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・「情報Ⅰ」を 2024 年度の「⼤学⼊学共通テスト」で出題
することについて、「令和 7 年度⼤学⼊学者選抜に係る⼤
学⼊学共通テスト実施⼤綱の予告」において通知した。 
・⼤学⼊試センターのワーキングチームにおいて、⼤学⼊学者
選抜における CBT 活⽤のあり⽅について報告書を取りまとめ
公表した。 
・ 2022 年度は「⼤学⼊学者選抜改⾰推進委託事業」で
必要な経費を計上した。 

・⼤学⼊学共通テストにおける 2024 年度からの
『情報Ⅰ』の出題に向けた準備を進めるとともに、
将来的な⼤学⼊学者選抜における CBT 活⽤の
あり⽅について検討を進める。 

II-
1-
21-
027 

⼤学⼊試や就職のエントリーシートへの、
数理・データサイエンス・ＡＩ等の学習成
果（学校での学習成果、ＩＴパスポート
試験等の課外等の課外コース合格等）
の記載促進（2021 年度）【科技・⽂・
厚・経】 

【計画通り進捗】 
・認定制度への賛同・協⼒する企業を掲載する「数理・デー
タサイエンス・AI 教育プログラム」⽀援サイトを 2021 年 7 ⽉
に創設するとともに、事業課題・データ・指導員派遣などの協
⼒が可能な企業を募集した。2021 年度末時点で 53 社よ
り賛同を得た（うち教育プログラムへの協⼒可能企業は 21
社）。 
・IT パスポート試験の HP において、新卒採⽤活動（エント
リーシート等）への活⽤事例として 2021 年度末時点で 22
社の情報を掲載。 

・「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム」⽀
援サイトの運営、事業課題・データ・指導員派遣
などの協⼒が可能な企業の募集を継続する。 
・IT パスポート試験の HP に、新卒採⽤活動（エ
ントリーシート等）への活⽤事例を継続して掲載
する。 
・全国⾼等学校統⼀応募⽤紙の改訂について
は、関係省庁や学校関係者と引き続き検討継続
する。 
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・全国⾼等学校統⼀応募⽤紙の改訂については、関係省
庁や学校関係者と引き続き検討を⾏っている。 

II-
1-
21-
028 

⽂系・理系等の学部分野等を問わず、
「情報」に関する科⽬を⼊試に採⽤する
⼤学の抜本的拡⼤とそのための私学助成
⾦等の重点化を通じた⽀援（2024 年
度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・「情報Ⅰ」を 2024 年度の「⼤学⼊学共通テスト」で出題
することについて、「令和 7 年度⼤学⼊学者選抜に係る⼤
学⼊学共通テスト実施⼤綱の予告」において通知した。 
・私⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業において、個別⼊試で、
⽂理を問わず「情報」の試験問題を出題する⼤学への⽀援
として、⽀援校を選定のうえ、私⽴⼤学等経常費補助⾦を
通じて⽀援済。 

・⽂系・理系等の学部分野等を問わず、「情報」
に関する科⽬を⼊試に採⽤する⼤学を重点的に
⽀援する。 

 
【⼤学・⾼専・社会⼈】 

＜具体⽬標１＞ 
⽂理を問わず、全ての⼤学・⾼専⽣（約 50 万⼈卒/年）が、課程にて初級レベルの数理・データサイエンス・ＡＩを習得 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
029 

⼤学・⾼専における、リテラシーレベルのモ
デルカリキュラムを踏まえた教材の開発と全
国展開（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアムに
おいて、ワークショップ等を定期的に開催し、教材や講義スラ
イド等の活⽤⽅法等の普及・展開を実施した。 

・⼤学・⾼専における、リテラシーレベルのモデルカリ
キュラムを踏まえた教材の開発と全国展開を推進
する。 

II-
1-
21-
030 

⼤学・⾼専における、リテラシーレベルの認
定教育プログラム（（４）参照）の普
及促進（2021 年度）【科技・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年度認定として、⼤学・⾼専より申請のあった教育プ
ログラムを８⽉までに計 78 件認定した。 

・2022 年度認定について、8 ⽉を⽬途に認定結
果を公表予定。 
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II-
1-
21-
031 

カリキュラムに数理・データサイエンス・ＡＩ
教育を導⼊するなどの取組状況等を考慮
した、⼤学・⾼専に対する運営費交付⾦
や私学助成⾦等の重点化を通じた積極
的⽀援（2021 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦及び私⽴⼤学等改⾰総合
⽀援事業の令和４年度予算において、全学的な数理・デー
タサイエンス・AI 教育を実施する⼤学を重点⽀援する予算を
計上した。 

・カリキュラムに数理・データサイエンス・ＡＩ教育を
導⼊するなどの取組状況等を考慮した、⼤学・⾼
専に対する運営費交付⾦や私⽴⼤学等改⾰総
合⽀援事業等の重点化を通じた積極的⽀援を
実施する。 

II-
1-
21-
032 

全ての⼤学・⾼専の学⽣が、リテラシーレ
ベルの優れた数理・データサイエンス・ＡＩ
教育プログラムの履修ができる環境を確保
（ＭＯＯＣ や放送⼤学の活⽤拡充等
を含む）（2022 年度）【科技・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・オンライン配信による数理・データサイエンス・AI ⼈材育成に
関するリテラシーレベルの公開講座を提供するとともに、応⽤
基礎レベルの公開講座や、専⾨的・発展的な内容を含む公
開講座を制作した。 

・オンライン配信による数理・データサイエンス・AI
⼈材育成に関するリテラシーレベルや応⽤基礎レ
ベル等の公開講座を提供するとともに、専⾨的・
発展的な内容を含む公開講座の拡充を⾏う。 

II-
1-
21-
033 

⼤学・⾼専における数理・データサイエン
ス・ＡＩ教育を推進するため、企業が有
する実社会データの提供・共⽤や実務家
教員派遣等、産業界の協⼒や活⽤を促
進（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI に関する基礎的な能⼒を習得し
た⼈材を増やし、産業界で活躍いただくため、⼤学等におけ
る教育に期待し、賛同いただける企業等を募集する「数理・
データサイエンス・AI 教育プログラム⽀援サイト」を 2021 年
７⽉に創設するとともに、事業課題・データ・指導員派遣など
の協⼒が可能な企業を募集。2021 年度末時点で 53 社
より賛同を得た（うち教育プログラムへの協⼒可能企業は
21 社）。 

・「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム⽀援
サイト」の周知を図り、産業界の協⼒や活⽤の促
進に向けて取り組む。 
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II-
1-
21-
034 

全国の⼤学・⾼専の数理・データサイエン
ス・ＡＩ教育（リテラシーレベル）に提供
可能な実データ・実課題を⺠間企業等か
ら公募し、整理、必要な処理をしたうえ
で、各⼤学・⾼専向けにホームページ等に
て公表・提供（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアムに
おいて、リテラシーレベルの教育に活⽤可能な社会での実デ
ータ・実課題を⺠間企業等に公募を実施し、データ分析企
業と提携した。 
・実データ・実課題を収集・整備のうえ、各⼤学・⾼専向けに
公表・提供した。 

・全国の⼤学・⾼専の数理・データサイエンス・Ａ
Ｉ教育（リテラシーレベル）に提供可能な実デー
タ・実課題を⺠間企業等から公募し、整理、必要
な処理をしたうえで、各⼤学・⾼専向けにホームペ
ージ等にて公表・提供する。 

II-
1-
21-
035 

「ＡＩ・データサイエンス⼈材育成に向けた
データ提供に関する実務ガイドブック」の普
及（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・AI・データサイエンス⼈材育成に向けたデータ提供に関する
実務ガイドブックの普及活動を、講演等を通じて⾏った。 

・講演等での周知を通じ実務ガイドブックの普及
活動を実施予定。 

II-
1-
21-
036 

数理・データサイエンスに関する⼤学・⾼
専のコンソーシアムを組織し、全国的な教
育⽀援体制（FD 活動、コンテンツ充実
等）を整備し、継続的に運営（2021
年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアムに
おける拠点校のブロック毎に継続的にワークショップや FD 等
の教員養成を実施した。 
・リテラシーレベルのモデルカリキュラムを踏まえた教育コンテン
ツを作成し、ホームページに公開するとともに、ワークショップや
各講演等で宣伝し普及を加速した。 
・国公私⽴⼤学等を含めた全国的な教育⽀援体制を構築
した。 

・数理・データサイエンスに関する⼤学・⾼専のコン
ソーシアムを組織し、全国的な教育⽀援体制
（FD 活動、コンテンツ充実等）を整備し、継続
的に運営する。 
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＜具体⽬標２＞ 
多くの社会⼈（約 100 万⼈ /年）が、基本的情報知識と、データサイエンス・ＡＩ等の実践的活⽤スキルを習得できる機会をあらゆる⼿段を⽤いて提供 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
037 

産学フォーラムや経済団体等の場におい
て、優れた社会⼈リカレント教育プログラム
の事例（⼥性の社会参加を促進するプロ
グラムを含む）を共有するなどを通じて、リ
カレント教育の受講結果の就職、雇⽤等
への活⽤促進（2021 年度）【科技・男
⼥・⽂・厚・経】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉にウェビナーを開催。企業の⼈事担当など約
200 ⼈が参加。社会⼈のリカレント教育を促進するため、第
四次産業⾰命スキル習得講座及び当該プログラム事例など
の説明を実施した。 
・2022 年 3 ⽉にポータルサイト「マナビ DX」を開設し、⺠間
や⼤学等が提供する様々な学習コンテンツや講座を紹介し
た。多様な働き⽅に⽣かせるような講座コンテンツや、⼥性デ
ジタル⼈材育成に向けた各種⽀援施策を案内することで⼥
性の社会参加を促進した。 

・第四次産業⾰命スキル習得講座及び当該プロ
グラム事例などの説明について、継続の取組を検
討の上実施していく。 
・マナビ DX に関して、本格的な取組を進めてい
く。 

II-
1-
21-
038 

ＩＴ理解・活⽤⼒習得のための職業訓
練の推進（2021 年度）【厚・経】 

【計画通り進捗】 
・IT を活⽤した業務改善に関するコースを含む⽣産性向上
⽀援訓練を、全国 87 か所に設置した⽣産性向上⼈材育
成⽀援センターで実施し、2021 年度は 51,061 ⼈が受講
した（2021 年度⽬標値︓39,500 ⼈）。 

・2022 年度においても、⽣産性向上⼈材育成
⽀援センター（全国 87 か所）の⽣産性向上⽀
援訓練で、IT を活⽤した業務改善に関するコー
スをはじめとした中⼩企業等の⼈材育成に資する
訓練を実施。 

II-
1-
21-
039 

⼥性の社会参加を含め、社会⼈の誰も
が、数理･データサイエンス・ＡＩ教育を学
びたいときに、⼤学等において履修できる
環境を整備（2022 年度）【男⼥・⽂・
厚・経】 

【計画通り進捗】 
・社会⼈の誰もが学びたい時に履修できる環境整備として、
「専修学校による中核的⼈材養成事業（Society5.0 等
対応カリキュラムの開発・実証）」において、Society5.0 の
時代に求められる⼈材の育成等のためのモデルとなるカリキュ
ラム・教材等を、５拠点において開発した。 

・「専修学校による中核的⼈材養成事業
（Society5.0 等対応カリキュラムの開発・実
証）」は、2021 年度で終了となるが、今後も引
き続き、本取組で得られた成果の普及・展開を図
っていく。 
・2022 年度から始まる「専修学校による中核的
⼈材養成事業（専修学校と業界団体等との連
携による DX ⼈材養成プログラム）」において、こ
れからの時代に求められる DX ⼈材の育成等のた
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めのモデルとなる教育プログラムの開発を推進す
る。 

II-
1-
21-
040 

⼤学等における社会⼈や企業等のニーズ
に応じた実践的かつ専⾨的なプログラムを
⽂部科学⼤⾂が認定する「職業実践⼒
育成プログラム」（ＢＰ）を通じた、社会
⼈の数理・データサイエンス・ＡＩのリカレ
ント教育機会の拡⼤(2021 年度)【⽂】 

【計画通り進捗】 
・2021 年度の認定より、新たな認定分野として DX（AI・
IoT 等）を追加し、新たに 4 講座認定した。 
2020 年度までの認定講座を含めると、2021 年度末で、
DX（AI・IoT 等）の講座数は合計 46 講座となった。 
＊2020 年度までの認定講座については、⼤学等からの申
請に基づき、新たに DX（AI・IOT 等）分野とした。 
＊2021 年度末時点における、BP 全体の合計認定講座
数は 357。 

・DX（AI・IoT 等）をテーマとした講座の認定の
促進や、BP の取組事例についても⽂部科学省
HP 等で積極的に周知を図る。 
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＜具体⽬標３＞ 
⼤学⽣、社会⼈に対するリベラルアーツ教育 の充実（⼀⾯的なデータ解析の結果やＡＩを鵜呑みにしないための批判的思考⼒の養成も含む） 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
041 

⼤学教育における⽂理を横断したリベラル
アーツ教育の幅広い実現を図るため、「学
部、研究科等の組織の枠を越えた学位プ
ログラム」の制度も活⽤して全学的な共通
教育から⼤学院教育までを通じて広さと
深さを両⽴する新しいタイプの教育プログラ
ム（（「レイトスペシャライゼーションプログ
ラム」等）の複数構築と、その効果測定
（2021 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・広さと深さを両⽴する新しいタイプの教育プログラム（（「レ
イトスペシャライゼーションプログラム」等）の複数構築のため、
「知識集約型社会を⽀える⼈材育成事業」（メニューⅠ）
を 2020 年度に５件を採択し、2021 年度は継続して⽀援
を⾏った。 

・「知識集約型社会を⽀える⼈材育成事業」（メ
ニューⅠ）により採択プログラムの構築⽀援を実
施する。 
・採択３年度⽬に当たる 2022 年度において｢中
間評価｣を実施することにより、各取組の進捗状
況について評価を⾏い、その結果を各⼤学に⽰し
適切な助⾔を⾏うとともに社会に公表する。 

II-
1-
21-
042 

ポストコロナの社会変⾰の駆動⼒となるべ
き若い才能の挑戦を⽀援するため、オンラ
イン・コンテンツ化による学習⽀援や指導
⼈材の養成を図るとともに、ICT インフラ
等を含めた起業活動のための環境整備や
地⽅を含めたアントレプレナーシップ教育を
推進（2021 年度）【科技・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・スタートアップ・エコシステム拠点都市において⾃治体・産業
界と連携し、⼤学等における実践的なアントレプレナーシップ
教育とギャップファンド及び起業⽀援体制構築等に向け
2021 年 11 ⽉に３拠点を採択し、⽀援を開始した。 
・アントレプレナーシップを有する⼈材の裾野を拡⼤するため、
2021 年度に全国の⼤学⽣等を対象とした「全国アントレプ
レナーシップ⼈材育成プログラム」を試⾏的に実施した。 

・スタートアップ・エコシステム拠点都市において、⾃
治体・産業界と連携し、⼤学等における実践的な
アントレプレナーシップ教育とギャップファンド及び起
業⽀援体制構築等に向けた⽀援を引き続き実
施する。 
・全国及び海外で実施されているアントレプレナー
シップ教育について、実施状況とその効果を調査
し、収集した効果的なアントレプレナーシップ教育
の事例や実施⽅法を全国の⼤学に展開すること
で、スタートアップ・エコシステム拠点都市や地⽅⼤
学等における着実なアントレプレナーシップの醸成
を促進する予定。 
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II-
1-
21-
043 

国の⾏政機関の職員に対するＡＩ等に
関する教育・研修の試⾏的実施（2021
年度）、及びそれを踏まえた 3 年以内の
全職員対象を⽬途にした研修の実施の
検討（2023 年度）【科技】 

【計画通り進捗】 
政府職員を対象としたＡＩ教育プログラムコンテンツを作成
し、デジタル庁の情報システム統⼀研修の中に「ＡＩリテラシ
ー」コースとして新設し、2022 年１⽉より受講運⽤を開始し
た。 

継続して「AI リテラシー」を運⽤し、政府職員の教
育を推進する。 

【⼩学校・中学校】 
＜具体⽬標＞ 
データサイエンス・ＡＩの基礎となる理数分野について、 

① 習熟度レベル上位層の割合が世界トップレベルにある現在の状態を維持・向上 
② 国際的に⽐較して低い状況にある理数分野への興味関⼼を向上 

様々な社会課題と理科・数学の関係性の理解と考察を⾏う機会を確保 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
044 

教師の養成・研修・免許の在り⽅等の検
討状況を踏まえつつ、免許制度の弾⼒的
な運⽤も活⽤し、博⼠課程学⽣・ポスドク
⼈材・エンジニアやデータサイエンティスト等
の社会の多様な⼈材の積極的な登⽤の
推進を加速（2022 年度までに４校に
１⼈以上）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・教員免許状を持っていないものの ICT 等に精通した外部
⼈材の活⽤を推進するため、2021 年５⽉ 11 ⽇に「特別
免許状の授与に係る教育職員検定等に関する指針」を改
訂し、博⼠号取得者など専⾨的な分野での実績を有する者
などへの特別免許状の活⽤が進むよう、審査基準や⼿続き
の緩和を都道府県等に⽰した。 
・2022 年３⽉に当該指針の改定を踏まえた積極的な取組
について都道府県教育委員会等に再周知した。 

・教職課程の充実や質の⾼い教職員集団の実現
に向けて、中央教育審議会等で検討し、結論を
得次第速やかに措置する。 

II-
1-
21-
045 

ＩＣＴに精通する教員の養成や外部⼈
材等の活⽤も含めた質の⾼い教育を確
保する全国的な⽀援⽅策を検討し、実
施（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年８⽉４⽇に教職課程における「情報通信技術を
活⽤した教育の理論及び⽅法」に関する科⽬の必修化等を
含む「教育職員免許法施⾏規則等の⼀部を改正する省令
（令和３年⽂部科学省令第 25 号）」を公布した
（2022 年４⽉１⽇施⾏）。 

（取組終了） 
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II-
1-
21-
046 

⼩中学校の理数分野における主体的・対
話的で深い学びの視点からの授業改善に
資する ICT 活⽤に関する優良事例の継
続的な収集、共有及び研修の充実
（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・都道府県教育委員会の担当者を対象とした説明会におい
て、各教育委員会、学校における研修に資するよう、GIGA
スクール構想のもとでの指導の優良事例（例︓中学校数学
科「データの分析と活⽤」など）の収集、普及を⾏った。 

・⼩中学校の理数分野における主体的・対話的
で深い学びの視点からの授業改善に資する ICT 
活⽤に関する優良事例を継続的に収集、共有し
研修の充実を図る。 

II-
1-
21-
047 

策定したアクションプランに基づき知財創
造教育の普及実践を図るとともに、知財
創造教育推進コンソーシアムの在り⽅を
検討し結論を導出（2021 年度）（再
掲）【知財】 

【計画通り進捗】 
・全国を８地域に分け、地域の主体が事務局となって地域コ
ンソーシアムを運営する体制を構築。これらの地域コンソーシ
アムでの今年度の取組に関してフォローアップを実施。 
・地域における知財創造教育の普及拠点となる教員や学校
を後押しするための選定基準について調査研究を実施。 

策定したアクションプランに基づき、知財創造教育
コンソーシアムや地域コンソーシアム等を通じて、知
財創造教育の普及実践を図る。 

II-
1-
21-
048 

「GIGA スクール構想の実現」の下、整備
される⽣徒１⼈１台端末の更新時の費
⽤負担のあり⽅（例えば、教材費の⾒直
し等による BYOD 実施、BYOD 実施時
の⽣活困窮者への対応、または⾃治体負
担による再整備等）の検討（2021 年
度）【ＩＴ・総・⽂・経】 

【⼀部未了】 
・「教育の ICT 化に向けた環境整備 5 か年計画」に基づく
地⽅財政措置や令和元年度及び令和２年度補正予算等
を通じて ICT 環境整備を進め、2021 年度内に 98.5％の
⾃治体が 1 ⼈ 1 台端末を整備する⾒通しを得た。 
・1 ⼈ 1 台端末の更新時の費⽤負担の在り⽅の検討のた
め、その前提となる活⽤促進にあたり、学校の ICT 運⽤を広
域的に⽀援する「GIGA スクール運営⽀援センター」の整備
に必要な経費を令和３年度補正予算及び令和４年度当
初予算に計上した。 

・端末の利活⽤等の実態や現場の声も踏まえ、
児童⽣徒１⼈１台端末の将来の在り⽅について
検討する。 

II-
1-
21-
049 

カリキュラム・マネジメントの視点を踏まえ、
産学連携や地域連携によるＳＴＥＡＭ
教育の事例構築や収集を継続するととも
に、モデルプラン提⽰と全国展開を実施
（再掲）（2021 年度）【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・STEAM 教育に関するホームページを⽴ち上げ、STEAM
教育のモデルプランを含む取組事例を掲載するとともに、全国
の教育委員会等に周知を図った。 

（取組終了） 
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II-
1-
21-
050 

⼤学や国⽴研究開発法⼈等の研究機
関等において公的資⾦により実施している
研究について、ＳＴＥＡＭ教育のための
教材化（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・⼤学や国⽴研究開発法⼈等の研究機関等において公的
資⾦により実施している研究テーマについて、2021 年度に
6 テーマを新規開発した。 

・公的資⾦により実施している研究について、ＳＴ
ＥＡＭ教育のための教材化に向けて検討する。 

II-
1-
21-
051 

学校内外における児童⽣徒の学びやプロ
ジェクトの記録を保存する学習ログや健康
診断結果等について、転校や進学等にか
かわらず継続的にデータ連携や分析を可
能にするための標準化や利活⽤を進める
とともに、クラウド活⽤を基本とするＩＣＴ
環境の整備、個⼈情報保護等についての
基本⽅針の提⽰（2021 年度）【Ｉ
Ｔ・個情・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・主体情報を中⼼とした「⽂部科学省教育データ標準」を公
表するとともに、学校健康診断データの標準化に向けた取組
を推進した。 
・また、クラウドサービスの活⽤を前提としたネットワーク構成等
の課題に対応する観点から、2021 年５⽉に「教育情報セ
キュリティポリシーに関するガイドライン」を改訂した。 

・学校における学習内容や学習活動に関する教
育データの標準化を推進するため、「⽂部科学省
教育データ標準」（第３版）の公表に向けた取
組を進めるとともに、教育データ利活⽤の際の学
校における個⼈情報保護の取り扱いについて検討
を進める。 

II-
1-
21-
052 

児童⽣徒の個別最適な学びの充実に向
けた、学習ログ等の活⽤の在り⽅の検討
（2021 年度）【ＩＴ・個情・総・⽂・
経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 3 ⽉に、有識者会議において「論点整理（中間
まとめ）」をとりまとめ、公表した。また、2021 年 12 ⽉、
2022 年 2 ⽉にも継続して検討を実施した。 

・個々の論点について更に深堀りすべく議論を⾏
う。 
・「⽂部科学省教育データ標準」（第３版）の
公表に向けた取組を進める。 

II-
1-
21-
053 

「GIGA スクール構想の実現」と連携し、グ
ローバルな社会課題を題材にした、産学
連携ＳＴＥＡＭ教育コンテンツの充実、
オンライン・ライブラリーの拡充（2021 年
度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・ＳＴＥＡＭ学習コンテンツを、2020 年度中に 63 テー
マ、2021 年度中に 70 テーマを開発した。 
・コンテンツをオンラインで掲載するＳＴＥＡＭライブラリーを
2021 年３⽉に無償で公開。その後、機能の拡充等を⾏っ
た上で 2022 年３⽉にサイトリニューアルを実施した。 

・ＳＴＥＡＭライブラリーのコンテンツの拡充の仕
組みを検討するとともに、ライブラリーの学校現場
等での⼀層の活⽤普及を企図。 
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II-
1-
21-
054 

実社会で必要となる知識・技能、思考
⼒・判断⼒・表現⼒等を学習する環境の
整備（ＥｄＴｅｃｈ等の活⽤、総枠と
しての授業時数は引き続き確保した上
で、教科等ごとの授業時数の配分につい
て⼀定の弾⼒化が可能となる制度の構
築）（2022 年度） 【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉に、「学校における先端技術活⽤ガイドブッ
ク」（第 2 版）を取りまとめた。 
・総枠としての授業時数は引き続き確保した上で、教科等ご
との授業時数の配分の変更による特別の教育課程を編成し
て教育を実施することができる「授業時数特例校制度」を
2021 年 7 ⽉に創設し、2022 年度から取組を開始した。 

・「学校における先端技術活⽤ガイドブック」（第
3 版）を策定する。 
 

II-
1-
21-
055 

「GIGA スクール構想の実現」の前倒しに
あわせ、希望する全ての⼩中学校で早期
に遠隔教育を利活⽤（2021 年度）
【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・遠隔教育を希望する学校数を把握した（全国に 6,085
校／学校における教育の情報化の実態等に関する調査︓
2021 年 3 ⽉ 1 ⽇現在） 
・2021 年度に、遠隔教育システムを効果的に活⽤するため
のガイドブック「遠隔教育システム活⽤ガイドブック」（第３
版）を公表・周知した。 
・令和３年度補正予算において、学校が使うカメラ・マイク、
家庭でも繋がる通信環境等の整備にかかる経費を計上し
た。 

・遠隔教育を希望する学校数を把握する。 
・遠隔教育システムを効果的に活⽤するためのガ
イドブック「遠隔教育システム活⽤ガイドブック」
（第３版）を引き続き周知する。 

II-
1-
21-
056 

ＩＣＴに精通した外部⼈材の利活⽤に
より、新型コロナウイルスの感染拡⼤等に
おいて需要が⾼まっている遠隔授業に必
要な教育現場のＩＣＴ環境の整備・運
⽤を担保（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・GIGA スクールサポーターの配置のための予算を令和２年
度１次補正予算及び令和３年度当初予算で計上し、各
教育委員会に対して GIGA スクールサポーターの配置の働き
かけを実施した。 
・ICT 環境整備等の知⾒を有する者の学校への配置経費
を⽀援することで、１⼈１台端末の導⼊が円滑に⾏われた。 

・1 ⼈１台端末環境の安定的な運⽤のため、
GIGA スクール運営⽀援センター整備事業におい
て、ICT ⽀援⼈材になる者への研修等を実施し、
ＩＣＴ⽀援⼈材の育成・確保を⾏う。 
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II-
1-
21-
057 

「統合型校務⽀援システム」を含む、クラ
ウド活⽤を基本とする教育現場の負荷軽
減に資するＩＣＴ環境の導⼊促進（再
掲）（2022 年度）【ＩＴ・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・地⽅財政措置されている環境整備に加え、2019 年度ま
でに実施した統合型校務⽀援システム導⼊実証研究で作
成した導⼊⼿引きや共同調達に関する⼿引き等を周知し
た。 
・クラウド利⽤も視野に⼊れた授業・学習系システムと校務
系システムの安全な情報連携等に関する「スマートスクール・
プラットフォーム技術仕様」の普及促進に係る調査研究を実
施。した 
・令和 4 年度予算において、校務系・学習系のネットワーク
構成について、クラウドを活⽤し、ネットワーク分離を必要とし
ない、アクセス制御を前提としたネットワーク構成に向けた実
証研究に係る経費を計上した。 

・校務系・学習系のネットワーク構成について、クラ
ウドを活⽤し、ネットワーク分離を必要としない、ア
クセス制御を前提としたネットワーク構成に向けた
実証研究を実施し、校務の効率化に資するネット
ワーク構成の実現⽅法について整理を⾏う。 

II-
1-
21-
058 

「ＧＩＧＡスクール構想の実現」の加速を
進め、全国の ICT 環境整備や端末の利
活⽤の状況を調査し、児童⽣徒１⼈１
台端末の整備、家庭でも繋がる通信環
境の整備のほか必要な対策を促進
（2021 年度）【ＩＴ・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・公⽴⼩中学校の端末の利活⽤状況を調査し、全国の公
⽴の⼩学校等の 96.2%、中学校等の 96.5%が、「全学
年」または「⼀部の学年」で端末の利活⽤を開始していること
を確認した（2021 年７⽉時点）。 
・経済的に ICT 環境整備が困難な家庭に学校が貸与する
モバイルルータ等の整備⽀援や低所得世帯への通信費⽀援
を実施した。 

・各教育委員会に対して端末の活⽤促進に向け
た⽀援や低所得世帯への通信費⽀援を実施す
る。 

II-
1-
21-
059 

在宅学習等を後押しするため、５Ｇ等の
⾼速・⼤容量無線通信の前提となる情
報通信ネットワークの整備を⽀援（2021
年度）【総】 

【計画通り進捗】 
光ファイバの世帯カバー率は 99.7％、未整備世帯数は約
17 万世帯を下回る⾒込み。 

・2027 年度末までに光ファイバの世帯カバー率は
99.9 ％、未整備世帯数は約５万世帯とするこ
とを⽬指す。 また、 未整備世帯約５万世帯に
ついて も光ファイバを必要とする全地域の整備を
⽬指す 。 
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II-
1-
21-
060 

GIGA スクール構想による１⼈１台端末
を効果的に活⽤した、学校現場における
教育データ利活⽤に係る実証とガイドブッ
クの策定（2021 年度）（再掲）【個
情・⽂】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉に、「学校における先端技術活⽤ガイドブッ
ク」（第 2 版）を取りまとめた。 

・「学校における先端技術活⽤ガイドブック」（第
3 版）を策定する。 

II-
1-
21-
061 

学校のネットワーク環境を安定的に確保
するため、インターネット環境の詳細等につ
いて調査と必要な⽀援の実施（2021
年度）（再掲）【⽂、総】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 5 ⽉に⾃治体に対して学校のネットワーク環境の
状況について調査を実施し、2021 年 8 ⽉ 30 ⽇に公表し
た。 
・調査結果から不具合事象の分析を⾏い、解決・対処⽅法
について整理し周知した。 

・GIGA スクール運営⽀援センターの整備により、
安定的な⽀援基盤の構築を促進し、ネットワーク
点検、応急対応を実施する。 

II-
1-
21-
062 

「GIGA StuDX 推進チーム」において、特
設 HP「StuDX Style」等を通じ、好事
例や課題とその解決策等に関する情報を
発信・共有するとともに、全国の教育委員
会担当者（指導主事等）との情報交換
プラットフォームを構築・運営（2021 年
度）（再掲）【⽂】 

【計画通り進捗】 
特設 HP「StuDX Style」で「すぐにでも」「どの教科でも」
「誰でも」活かせる活⽤事例や教科等の ICT 活⽤事例を随
時掲載し、それら取組を「GIGA StuDX メールマガジン」と
通じて、周知を図った。 
・全国の教育委員会等の担当者向けオンライン連絡会の実
施や市町村の担当者向けオンライン相談会に対する開催⽀
援等を⾏った。 

・特設 HP「StuDX Style」で好事例等の発信
するだけでなく、1 ⼈１台端末の効果的な活⽤⽅
法をまとめた動画コンテンツを作成、発信する。 
・都道府県単位ではなく、ブロック単位の情報交
換会を実施し、広域プラットフォームの構築を図
る。 

II-
1-
21-
063 

ICT 活⽤教育アドバイザー、GIGA スクー
ルサポーター等による ICT 環境整備・利
活⽤に関する教育委員会、学校への⽀
援（2021 年度）（再掲）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・専⽤窓⼝を設置し、ICT 活⽤教育アドバイザーによる相
談・⽀援業務を実施した。 
・GIGA スクールサポーター等による ICT 環境整備・利活⽤
に関する教育委員会、学校への⽀援も実施した。 

・専⽤窓⼝を設置し ICT 活⽤教育アドバイザー
による相談・⽀援業務を実施するとともに、⽀援体
制の更なる強化を図るため、学校の ICT 運⽤⽀
援を広域的に担う「GIGA スクール運営⽀援セン
ター」の整備を進めることにより、教育委員会等へ
の⽀援の⼀層の充実を図る。 
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（２）応⽤基礎教育 

＜具体⽬標１＞ 
⽂理を問わず、⼀定規模の⼤学・⾼専⽣（約 25 万⼈ 卒/年）が、⾃らの専⾨分野への数理・データサイエンス・ＡＩの応⽤基礎⼒を習得 
このために、⼤学⼊試において数理・データサイエンス・ＡＩの応⽤基礎⼒の習得が可能と考えられる⼊学者の選抜を重点的に⾏う⼤学を⽀援 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
064 

⼤学・⾼専における、応⽤基礎レベルのモ
デルカリキュラムに基づく教材の開発と全国
展開（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアムに
おいて、ワークショップ等を定期的に開催し、教材や講義スラ
イド等の活⽤⽅法等の普及・展開を実施した。 

・⼤学・⾼専における、応⽤基礎レベルのモデルカ
リキュラムに基づく教材の開発と全国展開を⾏う。 

II-
1-
21-
065 

カリキュラムに数理・データサイエンス・ＡＩ
教育を導⼊するなどの取組状況等を考慮
した、⼤学・⾼専に対する運営費交付⾦
や私学助成⾦等の重点化を通じた積極
的⽀援（2021 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦及び私⽴⼤学等改⾰総合
⽀援事業の令和４年度予算において、全学的な数理・デー
タサイエンス・AI 教育を実施する⼤学を重点⽀援する予算を
計上した。 

・カリキュラムに数理・データサイエンス・ＡＩ教育を
導⼊するなどの取組状況等を考慮した、⼤学・⾼
専に対する運営費交付⾦や私⽴⼤学等改⾰総
合⽀援事業等の重点化を通じた積極的⽀援を
実施する。 

II-
1-
21-
066 

⼤学・⾼専における、応⽤基礎レベルの
認定教育プログラム（（４）参照）に
係る制度の構築・運⽤（2021 年度）
【科技・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度
（応⽤基礎レベル）」について、認定制度検討会議におい
て報告書のとりまとめ完了。 
・「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度
（応⽤基礎レベル）」の運⽤を開始。 

・認定制度の運⽤を継続的に実施していく。 
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II-
1-
21-
067 

⼀定規模の⼤学・⾼専⽣（約 25 万
⼈卒/年）が、卒業までに、⾃らの専⾨分
野での数理・データサイエンス・ＡＩの学
習・学修を経験できる環境を整備（外国
の優良教材の活⽤も含むＭＯＯＣの活
⽤・拡充、外部専⾨家、ＡＩ×専⾨分
野のダブルメジャー等の学位取得が可能
な制度の活⽤を含む）（2022 年度）
【⽂】 

【計画通り進捗】 
・応⽤基礎レベルのモデルカリキュラムの各節に対応したコンテ
ンツを作成・整備し、履修環境の構築を推進した。 

・⼀定規模の⼤学・⾼専⽣（約 25 万⼈卒/
年）が、卒業までに、⾃らの専⾨分野での数理・
データサイエンス・ＡＩの学習・学修を経験できる
環境を整備する。 

II-
1-
21-
068 

数理・データサイエンス・ＡＩの応⽤基礎
⼒を習得できると考えられる⼊学者を選
抜する⼤学⼊試を積極的に実施する⼤
学を重点的に⽀援（2022 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・⼤学⼊学者選抜改⾰推進委託事業による『情報学的アプ
ローチによる「情報科」⼤学⼊学者選抜における評価⼿法の
研究開発』、及び先導的⼤学改⾰推進委託事業による「国
内における数理・データサイエンス・AI の応⽤基礎⼒を習得
できると考えられる⼊学者選抜の状況に関する調査研究」の
成果報告書を⼤学関係者向けの説明会において周知した。 
・私⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業において、個別⼊試で、
⽂理を問わず「数学」⼜は「情報」の試験問題を出題する⼤
学への⽀援として、⽀援校を選定のうえ、私⽴⼤学等経常
費補助⾦を通じて⽀援済。 

・数理・データサイエンス・ＡＩの応⽤基礎⼒を習
得できると考えられる⼊学者を選抜する⼤学⼊試
を積極的に実施する⼤学を重点的に⽀援する。 

II-
1-
21-
069 

上記取組等を通じて、数理・データサイエ
ンス・ＡＩ分野の履修が可能となる環境
整備を⾏うとともに、同分野での留学⽣の
受け⼊れを促進（2022 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・2022 年度に開始する、数理・データサイエンス・AI 分野の
教育プログラムを 2021 年６⽉に公募し、2021 年 12 ⽉
に 6 プログラム（６校）を採択済。 
・採択結果については 2021 年 12 ⽉中旬に⽂部科学省
ホームページで公開した。 

・2021 年度に採択した当該プログラムに参加す
る学⽣に対して、引き続き⽀援を実施予定。 
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II-
1-
21-
070 

全国の⼤学・⾼専の数理・データサイエン
ス・ＡＩ教育（応⽤基礎レベル）に提供
可能な実データ・実課題を⺠間企業等か
ら公募し、整理、必要な処理をしたうえ
で、各⼤学・⾼専向けにホームページ等に
て公表・提供（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・応⽤基礎レベルの教育に活⽤可能な社会での実データ・実
課題の公募にあたって、まずは、リテラシーレベルの教育に活
⽤可能な社会での実データ・実課題を⺠間企業等に公募し
た。 
・リテラシーレベルの実データ・実課題を収集・整備のうえ、各
⼤学・⾼専向けに公表・提供した。 

・数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソ
ーシアムにおいて、全国の⼤学・⾼専の数理・デー
タサイエンス・AI 教育（応⽤基礎レベル）に提供
可能な実データ・実課題を⺠間企業等から収集
し、整理、必要な処理をしたうえで、各⼤学・⾼専
向けにホームページ等にて公表・提供する。 

II-
1-
21-
071 

数理・データサイエンスに関する⼤学・⾼
専のコンソーシアムを組織し、全国的な教
育⽀援体制（FD 活動、コンテンツ充実
等）を整備し、継続的に運営（2021
年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアムに
おいて、地域ブロック毎にワークショップや FD 等の教員養成を
実施した。 
・応⽤基礎レベルのモデルカリキュラムを踏まえた教育コンテン
ツを作成し、ホームページに公開するとともに、ワークショップや
各講演等で宣伝し普及を加速した。 
・国公私⽴⼤学等を含めた全国的な教育⽀援体制を構築
した。 

・数理・データサイエンスに関する⼤学・⾼専のコン
ソーシアムを組織し、全国的な教育⽀援体制
（FD 活動、コンテンツ充実等）を整備し、継続
的に運営する。 

II-
1-
21-
072 

⼈社系⼤学院教育におけるダブルメジャ
ー・社会⼈への展開など、更なる⼈材育
成に取り組むため、検討する場を設置し、
具体施策の検討を開始（2021 年度）
【⽂・経・科技】 

【計画通り進捗】 
・⼈社系⼤学院教育におけるダブルメジャー・社会⼈への展
開など、更なる⼈材育成に取り組むため、具体施策の検討
を実施した。 

（取組終了） 
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＜具体⽬標２＞ 
地域課題等の解決ができるＡＩ⼈材を育成（社会⼈⽬標約 100 万⼈/年） 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
073 

全国で第四次産業⾰命スキル習得講
座認定制度の受講の機会を確保するた
め、e-ラーニング等を活⽤した数理・デー
タサイエンス・ＡＩ関連講座を拡⼤
（2022 年度に 150 講座）【経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 4 ⽉、10 ⽉に第 8 回、第 9 回の認定を実施。 
・企業や IT ⼈材を対象としたウェビナー（制度説明会）を開催
し、本認定制度を周知。 
・認定が反映された 2022 年 4 ⽉時点の認定講座は 113 講
座。 

・2022 年 4 ⽉に第 10 回の認定、2023 年 1
⽉に第 11 回の認定を予定。 
・「2022 年度に 150 講座」という⽬標に向け
て、説明会の開催など、法⼈や団体等に対する
周知を⾏い、引き続き、認定講座の拡充に努め
ていく。 

II-
1-
21-
074 

公設試や国研等による、地域拠点⼈材
に対する応⽤基礎教育の拡充、及び当
該⼈材を中核にした、地域を担う社会
⼈に対するリカレント教育拡⼤の推進
（2021 年度）【総・⽂・農・経】 

【計画通り進捗】 
・2020 年度に実施した公設試向け AI 道場について、産技連
加盟機関の職員向けに、受講者からの発表形式による成果報
告会をオンラインで実施した（約 100 名参加、うち公設試より
約 70 名）。 
・経済産業省が実施する AI ⼈材育成事業「AI Quest」につ
いて、参加者の募集を産技連の HP で周知した。（2021 年 7
⽉掲載） 
https://regcol.aist.go.jp/sgr/information/00000013 
・2020 年度に構築した 3 か所のテストベッドにおいて、地元企
業向けにお披露⽬会を開催した。あわせて全国の産技連加盟
公設試向けにオンライン配信を⾏った。（現地参加者計 34
名、オンライン参加者計 240 名） 
・産総研が構築⽀援している ABCI（AI 橋渡しクラウド）の利
⽤者からなるユーザーグループサイトの場を通じて、利⽤者間の
AI に関する情報交換や、AI 道場の成果報告の内容の共有を
⾏った。 

・つながる⼯場テストベッド事業第 2 期公募
（事業期間: 2022 年度から 2024 年度）を
⾏い、新規案件 3 件を開始する。 
・産総研が構築⽀援している ABCI（AI 橋渡
しクラウド）の利⽤者からなるユーザーグループサ
イトを活⽤し、利⽤者間の AI に関する情報交
換の場を提供する。 
・CPS ⼈材育成講座は、遠隔作業を⽀援する
CPS 技術等を新規に追加したカリキュラムを作
成し講習会を年 2 回実施する。 
・その他、公設試共通の新たな課題が⽣じた場
合には、産技連等を介して新たな⼈材育成講
座の開催等を通じた⽀援を検討する。 
・農研機構にて、引き続き OJT を活⽤した 30
件規模の AI 研究課題の実施や教育プログラム
を活⽤し、2022 年度末までに 400 名の IT リ
テラシーの⾼い研究者を育成する。 
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・産技連の活動として、CPS ⼈材育成講座（従前の IoT 道
場に該当）をオンラインのハンズオン形式で開催した。（参加者
計 52 名） 
・農研機構において、約 200 名（累計）の IT リテラシーの⾼
い研究者を育成した。公設試職員に対する AI ⼈材教育を 10
名/年程度で継続的に実施する体制の構築に向け、試⾏的に
公設試職員 6 名を AI 教育コースに受け⼊れた。また、連携す
る公設試でのセミナーを 3 回開催した。 

・農研機構にて、引き続き公設試職員等を AI
教育コースに受け⼊れるとともに、連携する公設
試に講師を派遣するなど、AI ⼈材育成に協⼒
する。 

II-
1-
21-
075 

地域の産業界と⼤学、⾼専、専⾨⾼
校、課題解決型 ＡＩ ⼈材育成事業
等が連携した、地域の課題発⾒と共同
解決のための環境を整備（2025 年度
に全国 200 箇所）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
地域の課題発⾒と共同解決のための環境として⼭⼝県下関市
を追加選定し、合計１０６箇所を整備した。 
 

（取組終了） 
 

II-
1-
21-
076 

数理・データサイエンスに関する⼤学・
⾼専のコンソーシアムにおいて、教材の
作成・普及、教育⽤データの収集・環
境整備、産業界との連携などの推進
（2021 年度）【個情・⽂】 

【計画通り進捗】 
・モデルカリキュラムを踏まえた教材や講義スライド、動画コンテン
ツ等について、数理・データサイエンス教育強化拠点コンソーシア
ム HP にて公開した。 
・応⽤基礎レベルの教育に活⽤可能な社会での実データ・実課
題の公募にあたって、まずは、リテラシーレベルの教育に活⽤可能
な社会での実データ・実課題を⺠間企業等にから広く募り、数
理・データサイエンス教育強化拠点コンソーシアム HP においてデ
ータセットとして公開した。 

・数理・データサイエンスに関する⼤学・⾼専のコ
ンソーシアムにおいて、教材の作成・普及、教育
⽤データの収集・環境整備、産業界との連携を
推進する。 

II-
1-
21-
077 

Society 5.0 の実現に向けて⼈材不
⾜が深刻化している情報技術⼈材や
データサイエンティストといった、⼤学等
における産業界のニーズに応じた⼈材

【計画通り進捗】 
・令和４年度予算において、Society5.0 の実現に向けて⼈材
不⾜が深刻化しているデータサイエンティストなど、産業界のニー
ズに応じた⼈材育成を⽀援するための予算を計上した。 

（取組終了） 
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育成に取り組む（2021 年度）【⽂・
経】 

 
  



27 
 

 
（３）エキスパート教育 

＜具体⽬標＞ 
エキスパート⼈材（約 2,000 ⼈ 16/年、そのうちトップクラス約 100 ⼈ 17/年）を育成するとともに、彼らがその能⼒を開花・発揮し、イノベーションの創

出に取り組むことのできる環境を整備 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
078 

博⼠⼈材等に対するデータサイエンス等の
教育プログラムを開発・実施するとともに、
機関間の連携や他機関への普及・展開
を図る全国ネットワークを構築 （2021
年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・６拠点⼤学において研修プログラムの開発・実施を⾏うとと
もに、⼤阪⼤学を幹事機関とする全国ネットワークの構築拠
点を中核に、整備した体制を全国ネットワークに発展させ、
教育プログラムを普及・展開した。 
・2020 年度に採択されている北海道⼤学で、ＡＩ・数理・
データサイエンスに関する教育について先進的な取組を⾏う
⾼等学校等と連携し、博⼠⼈材を派遣することなどにより⾼
等学校等における探究的な学習を促進するなど、次世代の
⼈材育成に資する取組を実施した。 

・博⼠⼈材等に対するデータサイエンス等の教育プ
ログラムを開発・実施するとともに、機関間の連携
や他機関への普及・展開を図る全国ネットワーク
の構築を進める。 
 

II-
1-
21-
079 

⼈⼯知能研究開発ネットワーク等を通じ、
欧⽶、アジア等国外の⼤学・研究機関・
研究⽀援機関等との連携強化（2021
年度）（再掲）（II－２（１―B）参
照）【科技・総・外・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークによる国際シンポジウムの共
催に向けた活動や会員機関等の AI 研究開発に関する英
⽂記事の掲載等を通じ、情報発信を推進した。 
・経産省とドイツ連邦教育研究省（BMBF)の MoU に基づ
き、産総研とドイツ⼈⼯知能研究センター（DFKI）の国際
共同研究を推進した。 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークによる国際シンポジウムの共
催に向けた活動や会員機関等の AI 研究開発に関する英
⽂記事の掲載等を通じ、情報発信を推進した。 
 

・⼈⼯知能研究開発ネットワークによる国際シンポ
ジウムの共催に向けた活動や会員機関等の AI
研究開発に関する英⽂記事の掲載等を通じ、情
報発信を着実に推進する。 
・経産省とドイツ連邦教育研究省（BMBF)の
MoU に基づき、産総研とドイツ⼈⼯知能研究セ
ンター（DFKI）の国際共同研究を着実に推進
する。 
・理研 AIP において引き続き、EPFL CIS との合
同のオンラインセミナーや、信頼できる機械学習に
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・理研 AIP で、2021 年 10 ⽉から、スイス EPFL CIS と
合同のオンラインセミナーEPFL CIS - RIKEN AIP Joint 
Seminar を、2022 年 3 ⽉末時点で計 12 回実施した。 
・理研 AIP で、2022 年 1 ⽉から、信頼できる機械学習に
関する若⼿研究者セミナー TrustML Young Scientist 
Seminar を、3 ⽉末時点で計 8 回実施した。 
・「イノベーティブ・アジア」事業で、将来的にアジアの⼤学・研
究機関等で活躍しうる⼈材の育成を視野に、同事業のパー
トナー⼤学として指定したアジアのトップ⼤学 60 校を対象
に、留学⽣等を⽇本の⼤学院に受け⼊れ、留学⽣等は⼈
⼯知能等に関連する研究に従事し⽇本企業等にてインター
ンシップを⾏った。また、アジアのトップ⼤学出⾝の留学⽣等を
⽇本の⼤学院等へ受け⼊れることで、国内⼤学とアジアの⼤
学との連携強化を図った。本事業の新規受⼊は 2017 年
度から開始。2021 年度までに 908 名を受け⼊れた。 

関する若⼿研究者セミナーを、シリーズとして実施
予定。 
・「イノベーティブ・アジア」事業での留学⽣等の新
規受け⼊れは 2021 年度に終了したが、引き続
き、国内における留学⽣（JICA 研修員）を対
象とした、⽇本企業とのネットワーキングフェアやイン
ターンシップを実施する予定。 

II-
1-
21-
080 

若⼿研究者の海外挑戦機会の拡充
（2021 年度）（再掲）（II－２
（１―B）参照）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・JST-AIP ネットワークラボにて、⽇独仏 AI 研究の共同研
究を公募し、9 件採択し、2020 年 12 ⽉以降研究を開始
している。 
・欧州のコンソーシアムである ERCIM とのオンライン共同ワー
クショップを 2021 年 2 ⽉、12 ⽉に開催した。 
・ANR との連携公募も実施し、2021 年度は 1 件の課題を
採択し、2022 年度の公募も開始した。 

・JST-AIP ネットワークラボにおいては引き続き、
研究総括を中⼼とした研究領域運営の中で若⼿
研究者の研究をエンカレッジする研究⽀援体制を
維持し、必要があれば随時改善を図る。 
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II-
1-
21-
081 

数理・データサイエンス・ＡＩを応⽤して問
題を発⾒し解決する、ＰＢＬを中⼼とし
た課題解決型ＡＩ⼈材育成事業の実
施（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・企業の実際の課題をもとにした教材を⽤い、課題解決型
AI ⼈材育成プログラム「AI Quest」を 2021 年 9 ⽉から
2022 年 2 ⽉にかけて実施。参加者がオンラインコミュニティ
にて活発に学びあう場を提供し、899 名が参加。⼀部の参
加者は企業との協働プロジェクトを実施。 
 

（取組終了） 
 
 
 

II-
1-
21-
082 

⾼度な数理教育を習得した博⼠⼈材の
研究開発インターンシップ等の促進
（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・産学協働イノベーション⼈材育成協議会にて実施したイン
ターンシップにおいて 2021 年度の累計マッチング成⽴は 91
件（うち博⼠は 39 件）。 
・学⽣の新規登録数 734 件のうち、情報系学⽣は 12%。 
・理研 AIP にて、学部⽣、⼤学院⽣を研究パートタイマーと
して約 100 名登⽤し、OJT を通じた⼈材育成を⾏った。 

・産学協働イノベーション⼈材育成協議会におい
て学⽣の新規登録数を促すイベントを引き続き実
施する。 
・登録学⽣を対象に企業との交流会、キャリアパス
セミナーを開催し、インターンシップへの関⼼喚起を
図る。 
・理研 AIP で引き続き、OJT により、優秀な学⽣
の⼈材育成を⾏う。 

II-
1-
21-
084 

優秀な外国⼈の定着化に向けた、以下を
含む、⼤学・研究機関の国際化と多様性
の推進（2021 年度）【科技・⽂・経】 
 －外国⼈研究者や⼥性の幹部登⽤等 
 －外国との共同研究や外国⼈メンバー
への⽀援業務等を中⼼に、段階的に事
務の英語化への対応、事務職員の英語
対応⼒向上（英語で事務執⾏が可能と
なるレベルへの引き上げ） 

【計画通り進捗】 
・産総研におけるマニュアル等の英語化を継続的に実施し
た。 
・スーパーグローバル⼤学創成⽀援事業で、世界トップレベル
の⼤学との交流・連携を実現、加速するための新たな取組
や、⼈事・教務システムの改⾰、学⽣のグローバル対応⼒育
成のための体制強化など、国際化を徹底して進める⼤学を
重点⽀援した。2021 年度の実績詳細は、現在フォローアッ
プ調査を実施中。 

・産総研におけるマニュアル等の英語化を継続的
に実施。 
 
・2022 年度も継続して⽀援事業実施する。 
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II-
1-
21-
085 

⾼度⼈材を育成する、産業界と連携した
教育プログラムの構築（2021 年度）
【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・６拠点⼤学において研修プログラムの開発・実施を⾏うとと
もに、⼤阪⼤学を幹事機関とする全国ネットワークの構築拠
点を中核に、整備した体制を全国ネットワークに発展させ、
教育プログラムを普及・展開した。 
・2020 年度に採択されている北海道⼤学で、ＡＩ・数理・
データサイエンスに関する教育について先進的な取組を⾏う
⾼等学校等と連携し、博⼠⼈材を派遣することなどにより⾼
等学校等における探究的な学習を促進するなど、次世代の
⼈材育成に資する取組を実施した。 

・博⼠⼈材等に対するデータサイエンス等の教育プ
ログラムを開発・実施するとともに、機関間の連携
や他機関への普及・展開を図る全国ネットワーク
の構築を進める。 

II-
1-
21-
086 

研究成果等を基に起業や新事業創出を
⽬指す⼈材の育成に向け、⼤学等におい
て、学⽣や若⼿研究者等への学習と実
践を通じたアントレプレナーシップ教育やそ
のネットワーク構築。（2021 年度）
【⽂】 

【計画通り進捗】 
・スタートアップ・エコシステム拠点都市において⾃治体・産業
界と連携し、⼤学等における実践的なアントレプレナーシップ
教育とギャップファンド及び起業⽀援体制構築等に向け
2021 年 11 ⽉に３拠点を採択し、⽀援を開始した。 
・アントレプレナーシップを有する⼈材の裾野を拡⼤するため、
2021 年度に全国の⼤学⽣等を対象とした「全国アントレプ
レナーシップ⼈材育成プログラム」を試⾏的に実施した。 

・スタートアップ・エコシステム拠点都市において、⾃
治体・産業界と連携し、⼤学等における実践的な
アントレプレナーシップ教育とギャップファンド及び起
業⽀援体制構築等に向けた⽀援を引き続き実
施する。 
・全国及び海外で実施されているアントレプレナー
シップ教育について、実施状況とその効果を調査
し、収集した効果的なアントレプレナーシップ教育
の事例や実施⽅法を全国の⼤学に展開すること
で、スタートアップ・エコシステム拠点都市や地⽅⼤
学等における着実なアントレプレナーシップの醸成
を促進する予定。 
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II-
1-
21-
087 

数理・データサイエンス・ＡＩ教育を⽀える
ための、データ解析を含む統計学等の専
⾨教員養成システムの構築（2025 年
度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・統計学に関する専⾨教員の早期育成体制の整備に関し
て、統計エキスパート⼈材育成プロジェクトの公募を実施し、
情報・システム研究機構（統計数理研究所）を中核機関
としたコンソーシアムを選定して事業を開始した。第⼀期研修
を着実に実施した。 

・「統計エキスパート⼈材育成プロジェクト」を着実
に実施する。 

II-
1-
21-
088 

⼤学に対する運営費交付⾦等の重点
化を通じた積極的⽀援を活⽤し、教え
る⼈材層育成に向けた国際競争⼒の
ある分野横断型の PhD プログラム創設
や海外から競争⼒・実践⼒のある教員
を雇⽤、⼈社系⼤学院教育におけるダ
ブルメジャー・社会⼈への展開など、更な
る⼈材育成に取り組むため、検討する
場を設置し、具体施策の検討を開始
（2021 年度）【⽂・経・科技】 

【計画通り進捗】 
・⽂部科学省において有識者会議を⽴ち上げ、国際競争⼒
のある分野横断型 Ph.D プログラム創設に取り組む拠点とな
る⼤学を選定した。 
・⼈社系⼤学院教育におけるダブルメジャー等、更なる⼈材
育成に取り組むため、具体施策の検討を開始した。 

・⼤学に対する運営費交付⾦等の重点化を通じ
た積極的⽀援を活⽤し、教える⼈材層育成に向
けた国際競争⼒のある分野横断型の PhD プログ
ラム創設や、海外から競争⼒・実践⼒のある教員
を雇⽤、⼈社系⼤学院教育におけるダブルメジャ
ー・社会⼈への展開など、更なる⼈材育成に取り
組むため、具体施策の検討を実施する。 

II-
1-
21-
089 

未踏事業の周知活動強化と、未踏事
業⾮採択者を次年度以降につなぐ運
⽤の実施（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・次年度公募開始に備え、周知先の拡⼤、若年層の認知
向上のため、周知動画の作成・公開や SNS 等を活⽤した
周知活動を実施。 
・次年度以降への応募を促すため、提案内容や改善点に関
して審査員から⾮採択者へのアドバイスを実施。 

・未踏事業の周知活動強化と、未踏事業⾮採択
者を次年度以降につなぐ運⽤を実施していく。 

II-
1-
21-
090 

若い才能を発掘し、能⼒を⼤きく伸ばす
ための児童・⽣徒を対象としたコンテスト
の⽀援（2021 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
情報分野を含む、国際科学コンテスト等の⽀援を実施した。 

・若い才能を発掘し、能⼒を⼤きく伸ばすための児
童・⽣徒を対象としたコンテストの⽀援を実施する
とともに、CSTI 教育・⼈材育成ワーキンググループ
が取りまとめた「Society 5.0 に向けた教育・⼈材
育成に関する政策パッケージ（案）」に盛り込ま
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れている、幅広い年齢層を対象とした科学技術コ
ンテストや研究発表会の実施の⽀援や、可能な
範囲での参加枠の拡⼤について検討する。 
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（４）数理・データサイエンス・ＡＩ教育認定制度 
＜具体⽬標１＞ 
⼤学・⾼専の卒業単位として認められる数理・データサイエンス・ＡＩ教育のうち、優れた教育プログラムを政府が認定する制度を構築、普及促進 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
091 

 ⼤学等における優れた教育プログラムを
認定する「数理・データサイエンス・ＡＩ教
育プログラム認定制度（応⽤基礎レベ
ル）」の制度を構築し、運⽤を開始
（2021 年度）【科技・⽂・経】  

【計画通り進捗】 
・「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度
（応⽤基礎レベル）」について、認定制度検討会議におい
て報告書のとりまとめ完了。 
・「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度
（応⽤基礎レベル）」の運⽤を開始し、⼤学・⾼専に対し
2022 年度認定に向けた公募を開始した。 

（取組終了） 

II-
1-
21-
092 

認定制度の活⽤等による国際的連携に
向けて、国内で運⽤が開始された認定制
度の効果・影響等に加え連携策等を検
討し海外に発信（2021 年度）【科技・
⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI 教育プログラム（リテラシーレベ
ル）の 2021 年度認定結果を海外に向け公表した。 
（https://www.meti.go.jp/english/press 
/2021/0630_003.html） 

・認定制度の説明の場に適した国際会議、フォー
ラムの場などを検討する。 

II-
1-
21-
093 

認定コースの履修の有無及び学修成果
を、産業界が就職の際に参考とする⽅策
（例えばエントリーシートに記載欄を設け
る等）を産学官の協働で推進（2021
年度）【再チャレンジ・科技・⽂・厚・経】 

【計画通り進捗】 
・経済団体等に対する就職・採⽤活動に関する要請に、採
⽤選考における成績証明等の⼀層の活⽤や、学業への取
組状況の適切な評価に関して記載し、2022 年３⽉ 28
⽇に発出。 
・2021 年 7 ⽉〜8 ⽉に、就活学⽣へのアンケート調査を
通じてその実態を把握した。 

・例年年度末に経済団体等に対し実施している、
就職・採⽤活動に関する要請に、採⽤選考にお
ける成績証明等の⼀層の活⽤や、学業への取組
状況の適切な評価に関して記載する。また、例年
夏頃に実施する就活学⽣へのアンケート調査を通
じてその実態を把握する。 
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II-
1-
21-
094 

教育界・産業界が連携し、連携拡⼤の
⽅策（例えばインターン、リカレント教育、
外部講師派遣等）を検討・実施
（2021 年度）【科技・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI に関する基礎的な能⼒を習得し
た⼈材を増やし、産業界で活躍いただくため、⼤学等におけ
る教育に期待し、賛同いただける企業等を募集する「数理・
データサイエンス・AI 教育プログラム⽀援サイト」を 2021 年
７⽉に創設するとともに、事業課題・データ・指導員派遣など
の協⼒が可能な企業を募集。2021 年度末時点で 53 社
より賛同を得た（うち教育プログラムへの協⼒可能企業は
21 社）。 

・「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム⽀援
サイト」の周知を図り、産業界の協⼒や活⽤の促
進に向けて取り組む。 

II-
1-
21-
095 

⼤学・⾼等専⾨学校での教育プログラム
を整備する取組を後押しするため、数理・
データサイエンス・ＡＩに関する基礎的な
能⼒を修得した⼈材がより多く輩出される
ことを期待する産業界の声を集めた認定
制度⽀援サイトを開設し、教育プログラム
の認定を受けた⼤学等の取組に賛同する
企業を募集（2021 年度）【経】  

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI に関する基礎的な能⼒を習得し
た⼈材を増やし、産業界で活躍いただくため、⼤学等におけ
る教育に期待し、賛同いただける企業等を募集する「数理・
データサイエンス・AI 教育プログラム⽀援サイト」を 2021 年
７⽉に創設するとともに、事業課題・データ・指導員派遣など
の協⼒が可能な企業を募集。2021 年度末時点で 53 社
より賛同を得た（うち教育プログラムへの協⼒可能企業は
21 社）。 

・「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム⽀援
サイト」の周知を図り、産業界の協⼒や活⽤の促
進に向けて取り組む。 

II-
1-
21-
096 

認定を受けた教育プログラムとこれらの取
組に期待する産業界の声を、⼤学等の教
育機関と産業界が共有する取組を実施
することにより、数理・データサイエンス・Ａ
Ｉに関する基礎的な能⼒を修得した⼈材
がより多く輩出されることを促進（2021
年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・数理・データサイエンス・AI に関する基礎的な能⼒を習得し
た⼈材を増やし、産業界で活躍いただくため、⼤学等におけ
る教育に期待し、賛同いただける企業等を募集する「数理・
データサイエンス・AI 教育プログラム⽀援サイト」を 2021 年
７⽉に創設するとともに、事業課題・データ・指導員派遣など
の協⼒が可能な企業を募集。2021 年度末時点で 53 社
より賛同を得た（うち教育プログラムへの協⼒可能企業は
21 社）。 

・「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム⽀援
サイト」の周知を図り、産業界の協⼒や活⽤の促
進に向けて取り組む。 
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II-
1-
21-
097 

数理・データサイエンス・ＡＩ教育の専⾨
的な知⾒や⼤学教育にかかる幅広い知
⾒を有する識者等による会議を設置し、
審査を実施（2021 年度）【科技・⽂・
経】 

【計画通り進捗】 
・内閣府、⽂部科学省、経済産業省の 3 府省連携による
有識者会議「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認
定制度審査委員会」を⽴ち上げ、⼤学・⾼専より申請のあっ
た教育プログラムについて審査を実施した。 
・2021 年度認定として、⼤学・⾼専より申請のあった教育プ
ログラムを８⽉までに計７８件認定し、そのうち 11 件をプラ
スとして選定した。 

・「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認
定制度審査委員会」において、⼤学・⾼専より申
請のあった教育プログラムについて、2022 年度認
定・選定のための審査を実施する。 
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＜具体⽬標２＞ 
政府が認定する優れた数理・データサイエンス・ＡＩ関連の教育・資格等を普及促進 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
1-
21-
098 

ＩＴパスポート試験等の⾼等学校等にお
ける活⽤の促進（2022 年度）（再
掲）（（１）参照）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・⾼等学校情報科「情報Ⅰ」を踏まえた出題範囲の⾒直し
を実施。 
・2018 年３⽉改訂の⾼等学校学習指導要領を 2022 年
度から学年進⾏で実施。 

（取組終了） 

II-
1-
21-
099 

全国で第四次産業⾰命スキル習得講座
認定制度の受講の機会を確保するため、
e-ラーニング等を活⽤した数理・データサイ
エンス・ＡＩ関連講座を拡⼤（2022 年
度に 150 講座）（再掲）（（２）
参照）【経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 4 ⽉、10 ⽉に第 8 回、第 9 回の認定を実施。 
・企業や IT ⼈材を対象としたウェビナー（制度説明会）を
開催し、本認定制度を周知。 
・認定が反映された 2022 年 4 ⽉時点の認定講座は 113
講座。 

・2022 年 4 ⽉に第 10 回の認定、2023 年 1
⽉に第 11 回の認定を予定。 
・「2022 年度に 150 講座」という⽬標に向けて、
説明会の開催など、法⼈や団体等に対する周知
を⾏い、引き続き、認定講座の拡充に努めていく。 

II-
1-
21-
100 

データサイエンス・ＡＩを応⽤して問題を
発⾒し解決する、ＰＢＬを中⼼とした課
題解決型ＡＩ ⼈材育成事業の実施
（2021 年度）（再掲）（（３）参
照）【経】 

【計画通り進捗】 
・企業の実際の課題をもとにした教材を⽤い、課題解決型
AI ⼈材育成プログラム「AI Quest」を 2021 年 9 ⽉から
2022 年 2 ⽉にかけて実施。参加者がオンラインコミュニティ
にて活発に学びあう場を提供し、899 名が参加。⼀部の参
加者は企業との協働プロジェクトを実施。 

（取組終了） 
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研究開発体制の再構築 
（１） 研究環境整備 

（１―A）中核的研究ネットワークの構築 
＜具体⽬標１＞ 
本戦略に即した推進体制の下でのＡＩ関連中核センター群の強化・抜本的改⾰ 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
2-
21-
001 

ＡＩ戦略実⾏会議の下に設⽴した「Ａ
Ｉステアリング・コミッティー」を通じて、理研 
AIP、産総研 AIRC 及び NICT のＡ
Ｉ関連センターにおける研究開発につい
て、設定したアクションプランに基づき着実
に実⾏（2021 年度）【科技・総・⽂・
経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 4 ⽉開催「AI ステアリングコミッティ」にて策定さ
れたアクションプランに基づいて、各 A I 関連中核センター
（産総研・理研・NICT）にて研究開発を実⾏し、順調に
進捗。 
・NEDO「⼈と共に進化する次世代⼈⼯知能に関する技術
開発事業」等により、説明できる AI 技術、AI からのアウト
プットの品質保証、ものづくり現場における「技術・暗黙知
（経験や 勘）」の伝承・効率的活⽤を⽀える AI 技術 
等の開発を実施。 
・NICT において、⾰新的⾃然⾔語処理技術・⾳声処理技
術・脳モデルを利⽤した AI 技術・同時通訳技術等の研究
開発を着実に実施した。 

・産総研等において、引き続きアクションプランに基
づく NEDO「⼈と共に進化する次世代⼈⼯知能
に関する技術開発事業」等により、説明できる 
AI 技術、AI からのアウトプットの品質保証、もの
づくり現場における「技術・暗黙知（経験や 
勘）」の伝承・効率的活⽤を⽀える AI 技術 
等の開発を着実に実施。 
・NICT において、引き続き、⾰新的⾃然⾔語処
理技術・⾳声処理技術・脳モデルを利⽤した AI
技術・同時通訳技術等の研究開発を実施。 
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II-
2-
21-
002 

内閣府・総務省・⽂科省・経産省及びＡ
Ｉ関連中核センター群（産総研 AIRC・
理研 AIP・NICT）による定期的な会合
の実施や、「ＡＩステアリング・コミッティー」
を通じて、理研 AIP、産総研 AIRC 及
び NICT のＡＩ関連中核センター群に
おける、本戦略に即した運営・マネジメント
体制の強化（2021 年度）【科技・総・
⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・内閣府を司令塔とした 4 府省及び AI 関連中核３センタ
ー（産総研・理研・NICT）のメンバーで構成される「AI 研
究開発連絡会」の場を活⽤し、AI 関連中核 3 センターにお
ける運営・マネジメント体制の強化について検討。 
・産総研 AIRC においては、再編により新たに１研究チーム
を設置し、基盤技術としての⼈と共進化する AI 技術の研究
開発体制を強化。 
・NICT の第 5 期中⻑期計画の開始にあたり、AI を戦略的
に進めるべき研究領域の 1 つとして位置づけ、AI 研究開発
本部を設置して体制を整備した。 

・AI 研究開発連絡会の場を活⽤し、引き続き 3
センターにおける運営・マネジメント体制の強化に
向けて取り組む。 
・産総研新体制による基盤技術としての⼈と共進
化する AI 技術の研究開発を推進。 
・NICT の第 5 期中⻑期計画に沿って、AI は戦
略的に進めるべき研究領域の 1 つであるとの位置
づけのもと、研究開発を実施。 
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＜具体⽬標２＞ 
ＡＩ関連中核センター群を中核に、ＡＩ研究開発に積極的に取り組む⼤学・公的研究機関と連携した、⽇本の英知（実装に強いエンジニア、ＡＩ研究者、基

礎となる数学・情報科学の研究者を含む）を発掘・糾合し、研究開発等の機会を提供する、本戦略に即した「ＡＩ研究開発ネットワーク」の構築 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
2-
21-
003 

⼈⼯知能研究開発ネットワークにおいて、
研究開発状況の意⾒交換、共同研究形
成・⼈的交流の斡旋、若⼿研究者⽀援
を効率的・効果的に実施（2021 年
度）【科技・総・⽂・厚・農・経・国・環】 

【計画通り進捗】 
・内閣府を司令塔とした AI 研究開発連絡会の場を活⽤
し、AI 関連中核 3 センター（産総研・理研・NICT）による
共同研究等への連携に向けて検討。 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークに農研機構が利⽤会員と
して参加。 

・AI 研究開発連絡会の場を活⽤し、AI 関連中
核 3 センターによる共同研究等の連携等を推進。 
・農研機構は⼈⼯知能研究開発ネットワークを通
じ、情報収集や情報発信に取り組む。 

II-
2-
21-
004 

⼈⼯知能研究開発ネットワーク参画機関
のＡＩ研究開発社会実装プロジェクトの
好事例を含む研究開発成果を広報
（2021 年度）【科技・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークホームページにおいて、AI
関連中核センター群及び会員機関における社会実装プロジ
ェクトの好事例を含む研究開発成果に関する情報を、分野
ごとに整理された分かりやすい形での発信を実施。 

・⼈⼯知能研究開発のホームページを通じた研究
開発成果等の情報発信を実施。 

II-
2-
21-
005 

⼈⼯知能研究開発ネットワークによる海
外 AI 研究機関への広報の強化（英語
記事発信の⼀層の強化等）（2021 年
度）【科技・総・⽂・厚・農・経・国・環】 

【計画通り進捗】 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークによる国際シンポジウムの共
催に向けた活動や会員機関等の AI 研究開発に関する英
⽂記事の掲載等を通じ、情報発信を推進。 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークに農研機構が利⽤会員と
して参加。 
 

・⼈⼯知能研究開発ネットワークによる国際シンポ
ジウムの共催に向けた活動や会員機関等のAI研
究開発に関する英⽂記事の掲載等を通じ、情報
発信を着実に推進。 
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II-
2-
21-
006 

⼈⼯知能研究開発ネットワークにおける
本戦略の下での⼈材交流・育成、共同プ
ロジェクトなどの推進（2021 年度）【科
技・総・⽂・厚・農・経・国・環】 

【計画通り進捗】 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークホームページにおいて、共同
研究プロジェクトを推進するため、政府や中核研究センター
群のプロジェクト公募情報の発信を継続した。 
・理研 AIP、産総研 AIRC、NICT との間で、AI 駆動型研
究に関する連携や、エッジ AI に関する連携についてそれぞれ
意⾒交換会を開催。 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークに農研機構が利⽤会員と
して参加。 

・⼈⼯知能研究開発ネットワークホームページにお
いて、公募情報の発信を継続する。 
・3 センター各機関の意向等も確認しつつ、具体
的連携に関する議論を継続。 

II-
2-
21-
007 

⼈⼯知能研究開発ネットワークの情報発
信機能（ホームページリニューアル等）の
強化（2021 年度）【科技・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークのホームページのリニューアル
を⾏うとともに、参画機関の研究開発成果や AI 学習⽤デー
タセット等の情報発信や AI 関連中核 3 センター⻑のメッセ
ージ発信を⾏う等の取組を実施。（掲載記事数︓⽇本語
版 360 件、英語版 169 件（2022 年 3 ⽉末時点）） 

・⼈⼯知能研究開発ネットワークのホームページを
通じた研究開発成果等の情報発信を⾏う。 

 

II-
2-
21-
008 

関係府省や資⾦配分機関などとの連携
を含めた、⼈⼯知能研究開発ネットワーク
の事務局機能の強化（2021 年度）
【科技・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークの事務局機能の強化に向
けた検討に着⼿。 
 

・関係府省や資⾦配分機関などとの連携を含め
た、⼈⼯知能研究開発ネットワークの事務局機能
の強化に向けた検討を⾏う。 
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＜具体⽬標３＞ 
世界の研究者から選ばれる、本戦略に即した魅⼒的な研究開発の制度及びインフラの整備 

取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
2-
21-
009 

海外研究者、留学⽣、⾼度ＡＩ⼈材が
活躍できるための研究や勤務・⽣活に関
する環境（サバティカル、報酬、マネジメン
ト、使⽤⾔語等を含む）の整備について
⼈⼯知能研究開発ネットワークにおいて
具体的な問題を把握し、対応⽅針を検
討し推進（2021 年度）【科技・総・⽂・
経】 

【計画通り進捗】 
・NICT において、外国⼈研究者対応に資するため、事務関
連⽂書(⽇英)情報について⼈⼯知能研究開発ネットワーク
会員機関からサンプルを募集するとともに、AI ⾃動翻訳の有
効活⽤に向けた AI ⾃動翻訳への意⾒収集窓⼝を設置し
た。名古屋⼤学から学内⽂書の⽇英対訳データを翻訳バン
クの枠組で受領し、翻訳精度向上のために活⽤した。 

・引き続き問題を把握し対応⽅針を検討する。 

II-
2-
21-
010 

2020 年度までに構築したＡＩ要素機
能モジュールや学習データセット等の活⽤
を⺠間等との共同研究組成等に積極的
に活⽤し、ＡＩ技術の社会実装を⼀層
推進する（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・2020 年度までに産総研 AIRC が中⼼となって構築したモ
ジュール、データセット、学習済みモデル等を AIRC ホームペ
ージ、⼈⼯知能研究開発ネットワークホームページ、ABCI デ
ータセットに公開し、産業界の活⽤を促進した。 
・理研 AIP において、開発した AI アルゴリズムを HP にて公
開するとともに、研究成果を活⽤した企業との連携で成果を
上げている。 

・産総研 AIRC が中⼼となって構築したモジュー
ル、データセット、学習済みモデル等を AIRC ホー
ムページ、⼈⼯知能研究開発ネットワークホームペ
ージ、ABCI データセットに公開し、産業界の活⽤
を継続して促進する。 
・理研 AIP で引き続き、今後の研究開発成果に
ついても公開に取り組むとともに、企業との連携に
よる成果の活⽤を推進する。 

II-
2-
21-
011 

ＡＩ研究開発の際の知財に関する問題
点（知財の取扱、事務⼿続等）の洗い
出しと必要に応じた解決策の提⽰
（2021 年度）【科技・知財・総・⽂・
経】 

【計画通り進捗】 
・関係府省と連携し、必要に応じて所⽤の検討を実施した。 
・内閣府、総務省、⽂部科学省、経済産業省と AI 中核 3
センターで、機械学習に利⽤するデータの著作権に関する研
究開発上の懸念等を議論の上、集約・整理を実施した。 

・関係府省と連携し、必要に応じて所⽤の検討を
実施する。 
・著作権上の懸念については、配慮すべき点やリス
クの有無について個別に検討の可能性はあるとこ
ろ、解決策については、個別の裁判での判例に基
づいての検討する。 
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II-
2-
21-
012 

⼈⼯知能研究開発ネットワークの活⽤や
メンバー間での連携により、国研等におい
て、本戦略に即したより社会実装フェーズ
に近い研究開発の強化（2021 年度）
【科技・総・⽂・厚・農・経・国・環】 

【計画通り進捗】 
・NEDO 事業「⼈⼯知能技術適⽤によるスマート社会の実
現」において社会実装に近い研究テーマを推進しており、本
格研究・実証試験等を実施した。 
・農研機構において、ネットワークメンバーの研究機関と、デー
タベースの相互利⽤を促進するためのシステム連携や農畜産
業の課題解決に向けた AI 関連研究を実施した。 
・森林機構においてランダムフォレストや機械学習等 AI 技術
を活⽤して林業機械の⾃動作業、空中写真と AI を⽤いた
林⽊の成⻑予測技術技術開発に取り組んだ。 
・理研 AIP においても、⽬的指向基盤技術研究グループを
中⼼に、医療や防災、教育をはじめとする社会課題の解
決、および科学研究の加速に向けた AI 基盤技術の研究開
発を実施し、着実に成果を創出している。 

・NEDO 事業終了後の確実な社会実装実現を
⽬指して、NEDO による研究マネジメントを⾏う。 
・データベースの相互利⽤を促進するためのシステ
ム連携や農畜産業の課題解決に向けた AI 関連
研究にネットワークメンバーの研究機関とも連携し
て取り組む。 
・深層学習技術等の AI 技術を⽤い、路網やは
い積み、切り株の⾃動画像認識技術等の研究を
深化させ、AI 関連研究に関する勉強会から情報
収集を図る。 
・理研 AIP においては引き続き、社会課題解決
や科学研究の加速に資する、⾰新的な AI 基盤
技術の研究開発を推進する。 

II-
2-
21-
013 

実世界の環境（フィジカル空間）を再現
し、機械及び⼈の情報をデータ化し、ＡＩ
技術やロボットによる適切な⽀援⽅法等
を研究できるテストベッドの積極的活⽤に
よる我が国の強みを活かすＡＩの開発促
進（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・産総研 CPS 研究棟を活⽤し産業界における協調型研究
開発を推進するため産総研コンソーシアム「「⼈」が主役とな
るものづくり⾰新推進コンソーシアム」のメンバーを中⼼として、
テストベットの活⽤、共同研究を推進。⺠間企業を中⼼とす
る産学官の共同研究を約 80 件実施（2022 年 3 ⽉時
点）。また、コンソーシアム会員企業と連携して国プロ等の提
案を進め、現在までに 3 件の国プロを実施し、CPS 研究棟
を活⽤しつつオープンイノベーションに向けた協調領域の活動
を推進した。 

・コンソーシアムメンバーを中⼼として国プロでの実
証先提供やコンソ内研究開発 WG などを通じて
の活⽤を促進する。 
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II-
2-
21-
014 

国内外の研究機関やファンディング・エージ
ェンシー等の連携強化（2021 年度）
【総・⽂・農・経】 

【計画通り進捗】 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークによる国際シンポジウムの共
催に向けた活動や会員機関等の AI 研究開発に関する英
⽂記事の掲載等を通じ、情報発信を推進した。 
・経産省とドイツ連邦教育研究省（BMBF)の MoU に基づ
き、産総研とドイツ⼈⼯知能研究センター（DFKI）の国際
共同研究を推進した。※ 再掲（II-1-21-079） 
・NICT で⽶国国⽴科学財団 NSF が運営している計算論
的神経科学に関する連携研究（CRCNS）に対するファン
ディングを引き続き実施。2021 年度は 2 件のプロジェクト
（2018 年度開始）の終了評価を⾏い、3 件の新規プロジ
ェクトを採択し、推進開始した。 
・農研機構において、2021 年４⽉にオランダ・ワーヘニンゲン
⼤学研究センター(WUR)との MOU を更新。フランス・
INRAE を含む欧州の研究機関等との連携を強化するた
め、引き続き WUR にリエゾンサイエンティストが駐在し、活動
中。 
・農研機構は、スタートアップ⽀援機関連携協定（Plus）
の下、定例会（2021 年 9 ⽉）や意⾒交換会（2021
年 11 ⽉）、ワーキンググループ等において、他のファンディン
グエージェンシーとスタートアップ⽀援に関する施策の情報共
有や意⾒交換等を実施した。 
・理研 AIP が所有する深層学習⽤計算機 mini-RAIDEN
を、JST-AIP ネットワークラボの若⼿研究者も活⽤できるよう
にしている。 
・2021 年 12 ⽉に、理研 AIP と JST-AIP ネットワークラボ
で合同シンポジウムを開催する等、連携により研究者の交流
の促進を図った。 

・経産省とドイツ連邦教育研究省（BMBF)の
MoU に基づき、産総研とドイツ⼈⼯知能研究セ
ンター（DFKI）の国際共同研究を着実に推進 
・引き続き、CRCNS の枠組みでのファンディングを
継続し、AI 開発に寄与する計算論的神経科学
についての研究⽀援を推進。 
・農研機構では、オランダ・ワーヘニンゲン⼤学研
究センター(WUR)にリエゾンサイエンティストを駐在
させ、欧州の研究機関等との連携強化を推進す
る。 
・農研機構では、引き続き国際研究機関と共同
でシンポジウムやワークショップを開催し、研究開発
成果の国際展開や国際標準化を推進する。 
・農研機構では、引き続き国内ファンディングエー
ジェンシーとの情報共有や意⾒交換を通じて連携
強化を推進する。 
・理研 AIP から JST-AIP ネットワークラボへの深
層学習⽤計算機供⽤を継続するとともに、今後も
研究者の交流を促進する等、継続的な連携を図
る。 
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II-
2-
21-
015 

⼤学等の基礎的創発研究における、⾃
由かつ独創性を尊重し、世界的レベルの
研究開発を⽀援するための体制の整備
（（１－B）参照）（2021 年度）
【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・理研 AIP において各種事務⼿続きを⽇英対応とし、英語
で⽀援業務ができる者を複数名配置するなど外国⼈へのサ
ポート環境を整備した。 
・JST-AIP ネットワークラボにおいて、若⼿研究者向けの⽀
援プログラムであるさきがけ、ACT-I(90 課題)、ACT-
X(134 課題)では、若⼿研究者が独⾃テーマで独⽴した研
究を実施するとともに、研究総括を中⼼とした研究領域運営
の中で若⼿研究者の研究をエンカレッジする研究⽀援体制
を構築した。 
・特に ACT-I、ACT-X では、各研究者に対してメンターの役
割を担う領域アドバイザーを配置する担当アドバイザ制を導
⼊するなど、研究者が密に指導・助⾔が受けられる体制
（伴⾛的な⽀援体制）で実施した。 
※課題数については 2022 年 3 ⽉現在の累積数 

・理研 AIP においては引き続き、⽇英対応での⽀
援業務を⾏っていく。 
・JST-AIP ネットワークラボにおいては、研究総括
を中⼼とした研究領域運営の中で若⼿研究者の
研究をエンカレッジする研究⽀援体制を引き続き
維持し、必要があれば随時改善していく。 

II-
2-
21-
016 

ＡＩ研究開発に資する計算資源
（ABCI 等）の抜本的強化、我が国の
国際競争⼒強化を⾒据えた戦略的なデ
ータ・プログラムのオープン・クローズ戦略の
策定と推進、国内研究機関での共⽤
（2021 年度）【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・産総研が保有するABCIにおいて計算サーバーおよびストレ
ージシステムの強化により、従来システムと⽐較して 1.5〜3
倍のピーク性能、ストレージ容量約1.5倍、理論読み書き性
能約 2 倍の増強を実施し、2021 年 5 ⽉より⼀般共⽤を開
始。 
・経産省は「委託研究開発におけるデータマネジメントに関す
る運⽤ガイドライン（2017 年 12 ⽉）」を公開、NEDO に
おいても「NEDO プロジェクトにおけるデータマネジメントに係る
基本⽅針（2018 年 3 ⽉)」を策定し、NEDO のＡＩ事業
においては上記ガイドライン及び基本⽅針を順守し、個別テ
ーマ毎にオープン・クローズ戦略を検討しながら推進中。 

・増強した ABCI の⼀般共⽤を継続して実施し、
産学官共同の AI 研究開発を加速するプラットフ
ォームとしての利⽤を促進する。 
・NEDO 事業においては引き続きデータマネジメン
トに関するガイドライン及び基本⽅針に基づき、オ
ープンクローズ戦略を検討しながら研究開発マネジ
メントを実施する。 
・世界最先端の多⾔語翻訳技術をはじめとする
⾔語処理技術の研究開発に必要な計算機環境
等の NICT への整備について、計算機設備の調
達⼿続きを引き続き実施し、⼀部運⽤を開始・
継続する。 
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・世界最先端の多⾔語翻訳技術をはじめとする⾔語処理技
術の研究開発に必要な計算機環境等の NICT への整備に
ついて、計算機設備の調達⼿続きを実施し、⼀部運⽤を開
始した（R2 補正）。 
・NICT において、⽇本語を対象とする巨⼤⾔語モデル
BERT を公開、公開後 2 年で約 3,800 ダウンロードを達成
した。 
・NICT において、オープンソースとして公開中の⼤規模ニュー
ラルネットワークの⾃動並列化深層学習ミドルウェア RaNNC
について GPT-3（1,750 億パラメータ）を超える 2,000 億
パラメータのニューラルネットワークの学習を可能とする等の⾼
度化を実施した。本ミドルウェアは PyTorch Annual 
Hackathon の PyTorch Developer Tools & Libraries
部⾨にて 1 位を獲得した。 
・NICT において、⾳声対話システム等において⾳声認識誤
りに頑健な処理を実現するため、漢字等の読みの情報を⾳
声的な特徴としてテキストに加えて学習することで⾳声認識
誤りの影響を軽減する超⼤規模⾔語モデルを開発し、⾼齢
者介護⽀援⽤の⾳声対話システムの実証実験で有効性を
確認した。 

・NICT において、⾼性能な⾔語モデル等の社会
実装を推進する。 

II-
2-
21-
017 

整備された計算資源及びネットワークの⺠
間等からの利⽤に係るルールに基づく利⽤
機会の拡⼤（2021 年度）【総・⽂・
経】 

【計画通り進捗】 
産総研の ABCI については、2018 年の運⽤開始当初より
⺠間等の利⽤に係るルールを整備。イベントでの講演による
広報や利活⽤事例を掲載したパンフレット作成、ABCI を⽤
いた課題解決プログラムの実施等を通じて、引き続き積極的
な利活⽤を促進。419 件（2022 年 3 ⽉時点）の研究
プロジェクトが ABCI を活⽤。 

・我が国における産学官共同の AI 研究開発を
加速するプラットフォームとして利⽤促進を推進す
る。 
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II-
2-
21-
018 

ＡＩ研究開発成果の国際展開と国際標
準化の推進（2021 年度）【総・⽂・
農・経】 

【計画通り進捗】 
・NEDO 事業の取組により、産総研が公開している「機械学
習品質マネジメントガイドライン」について、公平性・セキュリテ
ィ・データ品質に関する項⽬を拡充し、2021 年 7 ⽉に第 2
版を公開。 
・ISO/IEC の合同専⾨委員会にて規格開発中。⽇本から
は標準化提案（機能安全、データ品質、ライフサイクル，ユ
ースケース）を⾏うとともに、各国提案にも積極的に参画。 
・農研機構において、NARO-FFTC シンポジウム 2021
（2021 年 9 ⽉）をオンラインで開催し（参加者 588
名）、データ駆動型農業等の国際展開を推進した。 
・農研機構において、NARO と IEEE-SA との共催で標準化
によるスマート農業の推進に関する国際ワークショップを開催
（2021 年 11 ⽉）した。 

・NEDO 事業を通じて AI の品質保証に関する
研究開発を着実に推進する。 
・提案中の規格の発⾏を⽬指す。加えて、各国に
おける AI 規制の動きの正確な把握、各標準化
機関の標準化動向を調査し、国際標準化を通じ
た環境整備を⾏う。 
・農研機構では、国際研究機関と共同でシンポジ
ウムやワークショップを開催し、研究開発成果の国
際展開や国際標準化を推進する。 
 
 

II-
2-
21-
019 

超⾼速研究⽤ネットワーク（SINET
等）の、国公私⼤、研究機関、企業、そ
の他ＡＩ研究開発に携わるあらゆる研究
者への実質的開放化と増強（2022 年
度）【総・⽂】 

【計画通り進捗】 
・東京-⼤阪間を 400Gbps、⽇本を 100Gbps で結ぶ
SINET5 の安定的な運⽤を 2021 年 3 ⽉末まで⾏った。 
・2022 年 4 ⽉から開始する全国(沖縄を除く)を
400Gbps で結ぶ次期ネットワーク基盤(SINET6)の構築・
移⾏を⾏い、2021 年 3 ⽉末までに完了した。 
・屋外などにあるセンサーを SINET 上に構築した研究メンバ
ーだけがアクセスできる広域データ収集基盤（モバイル
SINET）について、第 2 期実証実験を 2021 年 3 ⽉末で
完了した。2022 年度からの 5G に対応した実証実験の開
始に向けて募集を開始し、3 ⽉末時点で 29 件の応募があ
った。 

・2022 年 4 ⽉から開始する全国(沖縄を除く)を
400Gbps で結ぶ SINET6 の安定的な運⽤を
⾏う。 
・SINET の広域データ収集基盤（モバイル
SINET）について、2022 年 4 ⽉から実証実験
を開始する。 
・2022 年 4 ⽉より、AI 研究開発での利⽤を含
め、SINET6 の⺠間等のトライアル利⽤を開始す
る。 
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II-
2-
21-
020 

データ科学と計算科学の融合等のさらな
る促進による社会的・科学的な課題解決
や産業競争⼒強化等を推進すべく、令和
３年 3 ⽉に共⽤を開始した理化学研究
所の「富岳」を着実に運⽤するとともに、成
果創出を加速する研究開発、利⽤環境
整備を促進（2021 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 3 ⽉の共⽤開始以降、「富岳」を着実に運⽤し、
⼀般・産業課題、「富岳」成果創出加速プログラム等で課題
採択を進め、多様な成果の創出を促進した。 
・スパコンを初めて使うユーザー向けに簡易な申請・報告で済
むような応募課題を設定するなど、利⽤環境整備にも取り組
んだ。 

・今後も引き続きスーパーコンピュータ「富岳」を着
実に運⽤するとともに、我が国が直⾯する社会的・
科学的課題に対し機動的に対応できるよう、成
果創出を加速する研究開発、利⽤環境整備を
促進する。 

II-
2-
21-
021 

世界トップレベルのＡＩ研究拠点化に向
けた計算機設備等の増強（2021 年
度）【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・産総研が保有する ABCI において計算サーバーおよびスト
レージシステムの強化により、従来システムと⽐較して 1.5〜
3 倍のピーク性能、ストレージ容量約 1.5 倍、理論読み書
き性能約 2 倍の増強を実施し、2021 年 5 ⽉より⼀般共
⽤を開始。 
・世界最先端の多⾔語翻訳技術をはじめとする⾔語処理技
術の研究開発に必要な計算機環境等の NICT への整備に
ついて、計算機設備の調達⼿続きを実施し、⼀部運⽤を開
始した（R2 補正）。 

・増強した ABCI の⼀般共⽤を継続して実施し、
産学官共同の AI 研究開発を加速するプラットフ
ォームとしての利⽤を促進。 
・世界最先端の多⾔語翻訳技術をはじめとする
⾔語処理技術の研究開発に必要な計算機環境
等の NICT への整備について、計算機設備の調
達⼿続きを引き続き実施し、⼀部運⽤を開始・
継続。 

II-
2-
21-
022 

令和３年 3 ⽉に共⽤を開始したスーパー
コンピュータ「富岳」を活⽤して、新型コロナ
ウイルス感染症対策に資する研究を実施
（2021 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・2021 年度「富岳」政策対応枠において、経済活動と感染
防⽌対策の両⽴の実現のための「⾶沫シミュレーション」の実
施など、新型コロナウイルス感染症対策に資する研究を実施
した。 

（取組終了） 

II-
2-
21-
023 

⼤学や国研等のスパコンで構成されるＨ
ＰＣＩ（⾰新的ハイパフォーマンス・コンピ
ューティング・インフラ）の計算資源を活⽤
し、新型コロナウイルス感染症を含む感染

【計画通り進捗】 
・HPCI において、新型コロナウイルス感染症対策に資する研
究課題を採択し、成果の創出を促進した。 

・HPCI の着実な運⽤を⾏うとともに、その利⽤を
推進し、新型コロナウイルス感染症対策を含む、
国⺠の安全・安⼼な⽣活に資する研究や、成果
創出の促進を図る。 
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症対策に資する研究課題を実施
（2021 年度）【⽂・経】 

II-
2-
21-
024 

各分野・機関の研究データをつなぐ全国
的な研究データ基盤の整備・⾼度化及び
これらを活⽤したデータ駆動型研究の拡
⼤・促進に取り組むとともに、その基礎とな
る次世代情報科学技術の研究開発を強
化（2022 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・分野・機関を越えて研究データを管理・利活⽤するための
全国的な研究データ基盤の構築に向けて、令和 4 年度予
算に新規事業を計上した。 
・各分野においては、それぞれの状況に応じた取組を強化し
た。 

・2023 年度に向けて、各分野における研究デー
タの戦略的な創出・統合・利活⽤や、それらの活
動を⽀えるデジタルインフラ（スパコンなど）や⼤
型研究施設等の⾼度化・弾⼒化の進展・拡充な
ど、研究 DX の更なる発展に向けた取組みを検
討する。 
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（１―B）創発研究⽀援体制の充実 
＜具体⽬標＞ 
 世界をリードする質の⾼い研究⼈材の確保・育成 
 研究者が継続的に創発研究に挑戦できる研究⽀援体制の構築 
 創発研究の知的基盤強化のための研究（及び研究者）の多様性確保 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
2-
21-
025 

「研究⼒強化・若⼿研究者⽀援総合パッ
ケージ（2020 年 1 ⽉︓科技策定）」
等を踏まえ、世界をリードする質の⾼い研
究者の確保・育成、留学⽣交流の促進、
若⼿研究者の海外挑戦機会の拡⼤、世
界の研究者の英知の結集のための、研究
推進体制の整備を推進（2021 年度）
【科技・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・JST-AIP ネットワークラボにおいて、若⼿研究者向けの⽀
援プログラムであるさきがけ、ACT-I(90 課題)、ACT-
X(134 課題)では、若⼿研究者が独⾃テーマで独⽴した研
究を実施するとともに、研究総括を中⼼とした研究領域運営
の中で若⼿研究者の研究をエンカレッジする研究⽀援体制
を構築。 
・特に ACT-I、ACT-X では、各研究者に対してメンターの役
割を担う領域アドバイザーを配置する担当アドバイザ制を導
⼊するなど、研究者が密に指導・助⾔が受けられる体制
（伴⾛的な⽀援体制）で実施。 
※課題数については 2022 年 3 ⽉現在の累積数 

・JST-AIP ネットワークラボにおいては引き続き、
研究総括を中⼼とした研究領域運営の中で若⼿
研究者の研究をエンカレッジする研究⽀援体制を
維持し、必要があれば随時改善する。 

II-
2-
21-
026 

⾃由な発想による挑戦的な研究及び若
⼿による研究への重点⽀援（2021 年
度）【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・JST-AIP ネットワークラボにおいて、ACT-I(90 課題)、
ACT-X(134 課題)では若⼿を含む全研究者に加え、学⽣
（修⼠・博⼠課程）も応募対象とし、チャレンジングで多様
な課題を採択し、スモールスタートで⽀援した。 
・CREST に参画する若⼿研究者に対して、CREST 課題に
資する独⾃テーマの研究を⽀援する AIP チャレンジ（243
課題）を実施し、若⼿研究者の育成を推進した。 

・JST-AIP ネットワークラボにおいては引き続き、
研究総括を中⼼とした研究領域運営の中で若⼿
研究者の研究をエンカレッジする研究⽀援体制を
維持し、必要があれば随時改善していく。 
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・ACT-X について、既存の 2 領域において公募（3 ⽉ 23
⽇〜）を⾏い、今年度の採択課題候補を決定した。 
・AIP チャレンジについて、今年度新たに 47 課題を選定し 6
⽉より研究を開始した。 
※課題数については 2022 年 3 ⽉現在の累積数 

II-
2-
21-
027 

⼈⼯知能研究開発ネットワーク等を通じ、
欧⽶、アジア等国外の⼤学・研究機関・
研究⽀援機関等との連携強化（2021
年度）【科技・総・外・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・⼈⼯知能研究開発ネットワークによる国際シンポジウムの共
催に向けた活動や会員機関等の AI 研究開発に関する英
⽂記事の掲載等を通じ、情報発信を推進。 
・経産省とドイツ連邦教育研究省（BMBF)の MoU に基づ
き、産総研とドイツ⼈⼯知能研究センター（DFKI）の国際
共同研究を推進。※ 再掲（II-1-21-079） 
 ・NICT において、ASEAN 地域の社会課題の解決に向け
て、AI を活⽤するプロジェクトを含む研究開発を着実に実施
した。 
・理研AIPにおいて、2021年10⽉から、スイスEPFL CIS
と合同のオンラインセミナーEPFL CIS - RIKEN AIP Joint 
Seminar を、2022 年 3 ⽉末時点で計 12 回実施。 
・理研 AIP において、2022 年 1 ⽉から、信頼できる機械学
習 に 関 す る 若 ⼿ 研 究 者 セ ミ ナ ー  TrustML Young 
Scientist Seminar を、3 ⽉末時点で計 8 回実施。 
・「イノベーティブ・アジア」事業で、将来的にアジアの⼤学・研
究機関等で活躍しうる⼈材の育成を視野に、同事業のパー
トナー⼤学として指定したアジアのトップ⼤学 60 校を対象
に、留学⽣等を⽇本の⼤学院に受け⼊れ、留学⽣等は⼈
⼯知能等に関連する研究に従事し⽇本企業等にてインター
ンシップを⾏った。また、アジアのトップ⼤学出⾝の留学⽣等を

・経産省とドイツ連邦教育研究省（BMBF)の
MoU に基づき、産総研とドイツ⼈⼯知能研究セ
ンター（DFKI）の国際共同研究を着実に推進 
・理研 AIP において引き続き、EPFL CIS との合
同のオンラインセミナーや、信頼できる機械学習に
関する若⼿研究者セミナーを、シリーズとして実施
予定。 
・「イノベーティブ・アジア」事業での留学⽣等の新
規受け⼊れは 2021 年度に終了したが、引き続
き、国内における留学⽣（JICA 研修員）を対
象とした、⽇本企業とのネットワーキングフェアやイン
ターンシップを実施する予定。 
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⽇本の⼤学院等へ受け⼊れることで、国内⼤学とアジアの⼤
学との連携強化を図った。本事業の新規受⼊は 2017 年度
から開始。2021 年度までに 908 名を受け⼊れた。 

II-
2-
21-
028 

研究者が継続的に創発研究に挑戦でき
る研究⽀援体制の構築（ＡＩ関連研
究での伴⾛型⽀援体制の強化等）
（2021 年度）【総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・JST-AIP ネットワークラボにおいて、若⼿研究者向けの⽀
援プログラムであるさきがけ、ACT-I(90 課題)、ACT-
X(134 課題)では、若⼿研究者が独⾃テーマで独⽴した研
究を実施するとともに、研究総括を中⼼とした研究領域運営
の中で若⼿研究者の研究をエンカレッジする研究⽀援体制
を構築した。 
・特に ACT-I、ACT-X では、各研究者に対してメンターの役
割を担う領域アドバイザーを配置する担当アドバイザ制を導
⼊するなど、研究者が密に指導・助⾔が受けられる体制
（伴⾛的な⽀援体制）で実施した。 
 
※課題数については 2022 年 3 ⽉現在の累積数 

・JST-AIP ネットワークラボにおいては引き続き、
研究総括を中⼼とした研究領域運営の中で若⼿
研究者の研究をエンカレッジする研究⽀援体制を
維持し、必要があれば随時改善を図る。 

II-
2-
21-
029 

多様な研究者のニーズに対応する研究⽀
援プログラムの拡充（2021 年度）【総・
⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・JST-AIP ネットワークラボにおいて、ACT-I(90 課題)、
ACT-X(134 課題)では学⽣（修⼠・博⼠課程）も応募
対象とし、チャレンジングで多様な課題を採択し、スモールスタ
ートで⽀援した。 
・また、CRESTに参画する若⼿研究者に対して、CREST課
題に資する独⾃テーマの研究を⽀援する AIP チャレンジ
（243 課題）を実施し、若⼿研究者の育成を推進してい
る。 

・JST-AIP ネットワークラボにおいては引き続き、
研究総括を中⼼とした研究領域運営の中で若⼿
研究者の研究をエンカレッジする研究⽀援体制を
維持し、必要があれば随時改善を図る。 
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・ACT-X については、既存の 2 領域において公募（2021
年 3 ⽉ 23 ⽇〜）を⾏い、2021 年度の採択課題候補を
決定した。 
・AIP チャレンジについて、今年度新たに 47 課題を選定し、
2021 年 6 ⽉より研究を開始した。 
 
※課題数については 2022 年 3 ⽉現在の累積数 

II-
2-
21-
030 

JST、その他主要国研等におけるＡＩ研
究開発のグローバル化の拡充（2021 年
度）【総・⽂・農・経】 

【計画通り進捗】 
・NEDO 事業「⼈⼯知能技術適⽤によるスマート社会の実
現」において、⽶国からの卓越した研究者の招聘等による新
たな研究開発体制を整備して開発の加速を図る研究開発
事業を 2018 年度から開始し、本格研究を実施した。 
・農研機構において、NARO-FFTC シンポジウム 2021
（2021 年 9 ⽉）をオンラインで開催し（参加者 588
名）、データ駆動型農業等の国際展開を推進した。 
・農研機構において、NARO と IEEE-SA との共催で標準
化によるスマート農業の推進に関する国際ワークショップを開
催（2021 年 11 ⽉）した。 
・農研機構において、AI 関連を含む 4 名の研究員の海外
機関への派遣を計画した。（新型コロナウイルス感染症の状
況により派遣を⾒合わせとなった。） 
・JST-AIP ネットワークラボにて、⽇独仏 AI 研究の共同研
究を公募し、9 件採択し、2020 年 12 ⽉以降研究を開始
した。 
・欧州のコンソーシアムである ERCIM とのオンライン共同ワー
クショップを 2021 年 2 ⽉ 12 ⽉に開催した。 
・ANR との連携公募も実施し、2021 年度は 1 件の課題を
採択し、2022 年度の公募も開始した。 

・NEDO 事業を通じて研究開発を推進する。 
・農研機構では、国際研究機関と共同でシンポジ
ウムやワークショップを開催するとともに、職員を海
外の研究機関に派遣して研究開発のグローバル
化を推進する。 
・農研機構では、相⼿先機関の受⼊準備が整い
次第、派遣を⾒合わせていた 4 名の在外研究員
（AI 課題を含む）を派遣する。また、新たに６
名前後の在外研究派遣者の選定を進めている。 
・JST-AIP ネットワークラボにおいては、共同研究
公募・連携公募の採択プロジェクトにおける研究
推進を引き続き⾏う。 
 
・JST-ANR(仏)連携について、2022 年度 AIP
ネットワークラボ内では 1 領域において公募を実施
する。 
・ JST-AIP ネットワークラボにおいて欧州 ERCIM
との連携を引き続き推進する。 
・UKRI との共同公募で 2019 年度に採択した
６つのプロジェクトについて⽇英共同研究を継続し
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・JST 戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）
「⼈と情報のエコシステム」研究開発領域において、UKRI
（UK Research and Innovation）との共同公募で
2019 年度に採択した６つのプロジェクトについて、情報技術
にかかる倫理的・法的・社会的課題の特定と措置の提⾔な
どに関する⽇英共同研究を継続して推進した。 

て推進。このうち、４つが 2022 年度末に研究開
発を終了する予定。 

II-
2-
21-
031 

諸外国の政策も参考に、国研における海
外研究者受⼊拡⼤、企業と⼤学・国研
で連携した有給インターンシップの促進
等、海外の優秀な⼈材を確保し国内定
着化を促進する施策を検討（2021 年
度）（実施可能なものから順次実施）
【科技・総・⽂・経】 

【⼀部未了】 
・コロナ禍により海外からの研究者の受け⼊れ実施が困難な
状況にあったため、⼀部未了。 
 

・COVID-19 の影響を鑑みて、今後の海外研究
者やインターンの受け⼊れ及び採⽤のあり⽅につい
ての検討を実施する。 

II-
2-
21-
032 

新型コロナウイルス感染症の影響による、
産学連携の研究開発投資の急激な減速
を防ぎ、悪循環を回避していくため、コロナ
ショック後の社会変⾰や社会課題の解決
に繋がる優れた新事業を⽬指す産学官の
共同研究開発やオープンイノベーション、
地域イノベーションを促進する施策を推進
（2021 年度）【科技・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・⼤学も含めたスタートアップ・エコシステム形成の推進、本格
的産学官連携によるオープンイノベーションの推進、地⽅創
⽣に資するイノベーション・エコシステム形成の推進を実施。
令和３年度補正予算において、スタートアップ・エコシステム
形成に向けた海外⼤学、エコシステム関係者との連携やポス
トコロナにおける社会変⾰に資する産学連携の取組を加速
するために予算を確保し、公募・採択を実施予定。 
・産学融合先導モデル拠点創出プログラム（J-NEXUS）で
は、産学連携を広域でネットワーク化し、事業化に向けた持
続的なエコシステム形成に向けて、2020 年度に近畿、北海
道、2021 年度に北陸の計 3 拠点を採択し⽀援を実施し
た。 

・⼤学も含めたスタートアップ・エコシステム形成の
推進、本格的産学官連携によるオープンイノベー
ションの推進、地⽅創⽣に資するイノベーション・エ
コシステム形成の推進を実施。 
・産学連携を広域でネットワーク化し、事業化に向
けた持続的なエコシステム形成に向けて、産学融
合先導モデル拠点創出プログラム（J-NEXUS）
では 2022 年度に 1 件程度の採択を⾏う。 
・また、地域オープンイノベーション拠点選抜制度
（J イノベ）では、⼤学を起点とするオープンイノベ
ーションの深化とさらなる拡⼤を実現するため、引
き続き伴⾛⽀援を実施する。 
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・また、地域オープンイノベーション拠点選抜制度（J イノベ）
では、2020 年度に 14 拠点、2021 年度に 3 拠点の計
17 拠点を選抜し、各拠点のオープンイノベーション推進に向
けた伴⾛⽀援を実施した。 

 
 

（２）中核研究プログラムの⽴ち上げ︓基盤的・融合的な研究開発の推進 
＜具体⽬標＞ 
⼤⽬標を達成する上で重要となるＡＩの基盤的・融合的な技術（AI Core）を以下の 4 つの領域に体系化し、それらの研究開発を戦略的に推進 
1. Basic Theories and Technologies of AI 
2. Device and Architecture for AI 
3. Trusted Quality AI 
4. System Components of A 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

II-
2-
21-
033 

社会情勢も⾒据えて（別表１）につい
て、点検を実施（2021 年度）【総・⽂・
経】 

【計画通り進捗】 
2021 年 4 ⽉ AI ステアリング・コミッティ―にて（別表 1）の
内容を確認した。 

必要に応じて、AI ステアリング・コミッティ―を通じ
て研究開発内容の点検を実施する。 

II-
2-
21-
034 

実世界で安全性・頑健性を確保できる融
合ＡＩ研究において、ＡＩの基礎理論
（⼼の計算論的解明）・基本アーキテク
チャの⾯から⽀えるため、「深層学習（即

【計画通り進捗】 
・⼈がこころを感じる⾃律的なロボットの実現に向け、ロボット
に主体性を持たせるための情報処理機構に必要な機能を定
め、段階的な開発計画を定めた。 

・初期型のシステムおよび整備したロボットプラットフ
ォームに改良を加えつつ、⼈を含む環境認識能⼒
の向上、ロボットによる感情表出や物理的⽀援の
⾼度化を進める。 
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応的ＡＩ)」と「知識・記号推論（熟考
的ＡＩ)」の融合により、社会に適合し、
⼈に寄り添って成⻑するＡＩ研究を引き
続き実施すると共に、⼈がこころを感じる
⾃律的なロボットの実現等を⽬指し、ロボ
ットへの実装による構成論的研究開発を
実施（2024 年度）【⽂】 

・それに基づいて、基本的な認識機能と⾃律⾏動⽣成機能
を備えた初期型のシステムを設計し、3 種類のロボットプラット
フォーム（動作対話型（⾃律移動ロボット），表情対話型
（アンドロイド）、物理⽀援型（外⾻格型ロボット））を整
備し、初期型のシステムを実装した。 
・初期型のシステムの性能を向上させるため、ユーザの姿勢や
運動の認識機能、周囲環境の認識機能、ロボットの内部状
態の表出機能、⾏動決定機能などの開発を⾏った。更に、ロ
ボットの表情表出のため、⼈の笑顔表出の特徴を⼼理学的
実験から明らかにした。 

・さらに実装されたロボットを評価するための⼼理
実験、認知科学的実験を⾏い、開発へのフィード
バックとする。また、拠点に整備した家庭空間やオ
フィススペースを利⽤した⼤規模なデータ収集や実
証実験を進める。 

II-
2-
21-
035 

研究成果を迅速に社会で活⽤させるため
に必要となる説明性、安全性、公平性等
を担保する技術及びシステムを実現するた
め、今後のＡＩの進化と信頼性確保のた
めの基盤技術に関する研究開発及び倫
理等の⼈⽂・社会科学と数理・情報科学
とを融合した研究開発を実施（2021 年
度）【科技・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・NEDO 事業の取組により、産総研が公開している「機械学
習品質マネジメントガイドライン」について、公平性・セキュリテ
ィ・データ品質に関する項⽬を拡充した第 2 版を公開
（2021 年 7 ⽉） 
 

・NEDO 事業を通じて研究開発を推進する。 

II-
2-
21-
036 

ＡＩのトラストの研究開発における、国内
外の最新動向の共有、有識者による議
論等を⾏い、ＡＩ研究開発中核センター
群を中⼼に、関連する研究開発等におけ
る取組⽅針を決定（2021 年度）【科
技・総・⽂・経】 

【⼀部未了】 
・「⼈間中⼼の AI 社会原則会議」を計 3 回開催し、有識
者による最新の研究開発や倫理に関する国内外の動向を
共有するとともに、AI 研究開発連絡会にて AI 研究開発中
核センター群の連携による取り組む研究開発課題等の議論
を継続した。 

・取組⽅針決定に向けて協議を継続。 
・「⼈間中⼼の AI 社会原則会議」を開催し、議
論を継続する。 
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II-
2-
21-
037 

数理科学を活⽤したイノベーションに資す
るため、数理的⾼度⼈材との国際頭脳循
環を促進（2022 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉に「数学イノベーションは社会を変⾰できるの
か〜AIMaP 成果と今後の戦略的展開〜」を開催し、本事
業によって形成された諸科学・産業界とのネットワークによる
数学と諸科学・産業との協働の成果を広く公開した。 
・2017 年度から継続されている数学アドバンストイノベーショ
ンプラットフォーム（AIMaP）事業の最終年度として、
AIMaP ノウハウ集と AIMaP 令和 3 年度成果報告書を取
りまとめた。 

・2022 年夏を⽬途に、科学技術審議会基礎部
会において AIMaP 事業の総括を⾏うとともに、今
後の数理科学振興政策を検討する。 

II-
2-
21-
038 

現在の深層学習では不可能な難題解決
のための次世代ＡＩ基盤技術等の研究
開発を推進（2025 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・部分的に解明が進んでいる深層学習の理論を融合し、統
合的な理論解明に着⼿するとともに、現在の学習技術の限
界を打破する新しいアルゴリズム構築を実施した。 

・機械学習技術の信頼性向上に向けて、深層学
習の汎化、最適化の原理の理論的解明を更に
推進する。 

II-
2-
21-
039 

ＡＩ技術（⾃動採点技術）の教育への
活⽤のための研究開発を推進（2025
年度）【個情・⽂】 

【計画通り進捗】 
・AIP センターが開発した「記述式答案 AI 採点」技術を搭
載したトレーニング教材が、代々⽊ゼミナールから提供開始さ
れた。 

・より複雑な⽂章のロジックを解析・診断し、説明・
解説を⽣成する⾔語アセスメント AI 技術の研究
開発を進める。 

II-
2-
21-
040 

科学⼿法のＤＸとＡＩ駆動による科学
的知⾒の創出を推進(2025 年度)【⽂、
経】 

【計画通り進捗】 
・様々なデータを基盤とする、医学的診断の信頼性を評価す
る⼿法の開発に着⼿し、新⼿法を考案した。 

 
・材料科学、⽣物科学、医療科学の具体的事
例において、AI による仮説の⾃動発⾒、信頼性
評価、実験検証を推進する。 

II-
2-
21-
041 

容易に構築できるＡＩ・説明可能なＡ
Ｉ・信頼できるＡＩ等の研究開発
（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・NEDO 事業「⼈と共に進化する次世代⼈⼯知能に関する
技術開発事業」において、AI システムによる推論根拠・意
味理解の基盤技術開発、品質評価・管理技術及びこれら
の活⽤に向けたガイドライン・テストベッド構築、画像・動画・

・NEDO 事業を通じて研究開発を推進する。 
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⾔語等の多様なタイプのデータによる汎⽤モデル構築及び少
量データにおける⾼精度モデル構築技術の開発を実施した。 

II-
2-
21-
042 

先進的同時通訳技術、知覚情報推定
ＡＩ技術等の研究開発（2021 年
度）【総】 

【計画通り進捗】 
・先進的同時通訳技術については、総務省「グローバルコミュ
ニケーション計画 2025」に基づく「多⾔語翻訳技術の⾼度
化に関する研究開発」（R2-R6）のもと、⽂より短い翻訳
単位や省略補完を実現させるための対訳データの⼩規模な
セットに基づき、連続的な⼊⼒を⽂より短い翻訳単位に分割
するアルゴリズムを開発して実験システムに実装し、有効性を
確認した。また、このような対訳データの構築法を改良し、⼤
規模化・多⾔語化を開始した。 
・知覚情報推定 AI 技術については、汎⽤型エンコードモデ
ルの試作、エソロジカルデータの有⽤性、汎⽤型脳モデルの
実現可能性にかかる検証を実施した。 
・視聴覚のエソロジカルデータ(⽇常⽣活で⾒える・聞こえる情
報)を⽤いた学習モデルでは、従来に⽐べ、エンコーディングに
おいて脳由来の情報に近い推定性能を有するという優れた
結果を得た。 

・先進的同時通訳技術については、総務省「グロ
ーバルコミュニケーション計画 2025」に基づく「多
⾔語翻訳技術の⾼度化に関する研究開発」
（R2-R6）のもと、単⾔語内で聞き⼿が理解し
やすい単語や表現に変換する技術の研究開発を
実施する。 
・知覚情報推定 AI 技術については、視聴覚に関
する汎⽤型エンコードモデル・デコードモデルを構築
し、⺠間利⽤促進に向けた取組に反映する。 
 

II-
2-
21-
043 

説明可能なＡＩ等の研究開発等につい
て、ＡＩ関連中核センター群の連携⽅針
を検討し、具体的な取組を開始（2021
年度）【総・⽂・経・科技】 

【計画通り進捗】 
・AI 中核 3 センター間で、AI 駆動型研究に関する連携や、
エッジ AI に関する連携などについてそれぞれ意⾒交換会を
開催し、連携⽅針を検討した。 

 ・AI 中核 3 センター間で、研究開発等の連携等
の取り組みについての議論を継続する。 
・各機関の意向等も確認しつつ、具体的連携に
関する議論を継続。 

II-
2-

脳情報の利活⽤等に関した、ＡＩ関連
中核センター群の連携のうえに⼈⽂社会
系の研究者を加えた「総合知」としての倫

【計画通り進捗】 
・2021 年 11 ⽉「脳情報を活⽤し知覚情報を推定する AI
技術等の社会受容性確保に向けた調査研究検討会

・脳情報の産業応⽤・サービス提供における ELSI
課題の検討・検証を⾏い、脳 AI 技術の社会実
装に向けた NICT のガイドライン案を作成する。 
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21-
044 

理的な検討の開始（2021 年度）【総・
⽂・経・科技】 

（ELSI 検討会）」を⽴ち上げ、2022 年２⽉までに計３
回、開催した。 
・検討会では、脳情報関連の ELSI に関わる国内外の状況
等を踏まえ、⺠間企業が脳 AI を活⽤する際に留意すべき
事項等、脳 AI の普及に向け、来年度以降の議論に繋がる
論点を取りまとめた。 
当該検討会には、哲学、社会科学、医事法学等の⼈⽂社
会系を含む研究者、⺠間事業者等に加え、AI 中核センタ
ーの産総研や理研からも研究者が参画。⽂科省、経産省、
内閣府等もオブザーバーとして参加して省庁横断的な取組
が進んだ。 
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社会実装 
（１）健康・医療・介護 

＜具体⽬標１＞ 
健康・医療・介護分野でＡＩを活⽤するためのデータ基盤の整備 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
001 

健康・医療・介護分野の分野横断的な
情報基盤の設計、各種データの集積とＡ
Ｉデータ基盤の構築（2021 年度）【Ｉ
Ｔ・健康医療・厚】 

【計画通り進捗】 
・PRISM 事業「スマート介護予防プラットフォームの構築」を
実施（2019 年度〜2021 年度）。既に構築したデータ連
携基盤に「オンライン通いの場」アプリ等から得られる情報を集
積し、介護予防等に効果的な AI 等とそれらを⽤いたサービ
スを開発。連携する⾃治体、⺠間企業の情報をデータ連携
基盤に集積する仕組みを構築した。 

（取組終了） 

III-
1-
21-
002 

⽣活の中で得られるデータの、地域と連携
した収集⽅策（リビングラボ等）の仕組
み作り（2021 年度）【ＩＴ・厚】 

【計画通り進捗】 
・オンラインで⾃⼰管理をしながら、運動や健康作りに取り組
める「オンライン通いの場アプリ」を開発。アプリ利⽤者のライフ
ログデータや基本チェックリスト項⽬に係るデータ等を収集し、
2021 年度末で約２万⼈分のデータを収集した。 
・2021 年度より⺠間企業アプリとの連携開始した。 

・官⺠連携の取り組みを強化し、新たなサービスの
社会実装を⽬指す。 

III-
1-
21-
003 

画像診断⽀援のための、持続可能なＡ
Ｉ開発⽤データ基盤に関する検討
（2021 年度）【厚】 

【計画通り進捗】 
・AMED で⽀援した画像診断⽀援領域 AI 開発研究で得
られたデータの⼀部について、パブリッククラウド上におけるデー
タ基盤での維持の検討や、利活⽤のための⼀般社団法⼈の
運⽤、開発した AI プロトタイプの商⽤利⽤に向けた同意取
得の取り直しの検討等、研究期間終了後においてもデータ
基盤の維持と、データ利活⽤に向けた対策が講じられた。 

（取組終了） 
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III-
1-
21-
004 

ＡＩホスピタルによる⾼度診断・治療シス
テムの成果であるデータ連携基盤を活⽤
し、データ公開を実施（2021 年度）
【科技】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 5 ⽉に、医薬基盤研 HP にて診療情報 1,778
件を含むデータベースを公開した。 

（取組終了） 

III-
1-
21-
005 

医療における Society 5.0 の実現に向
け、SIP「ＡＩホスピタル」において医療分
野のＡＩ技術活⽤に資する基盤技術に
関する研究開発を実施（2022 年度）
【経・厚・科技】 

【計画通り進捗】 
2021 年４⽉に、医療 AI プラットフォーム技術研究組合を
設⽴し、医療分野の AI 技術活⽤に資する研究開発を実
施した。 

・研究開発やルール整備に関する検討等を⾏い、
社会実装に向けた取組を進める。 

 
＜具体⽬標２＞ 
⽇本が強い医療分野におけるＡＩ技術開発の推進と、医療へのＡＩ活⽤による医療従事者の負担軽減 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
006 

産学連携による創薬、毒性評価などへの
ＡＩ応⽤の本格稼働（2021 年度）
【厚】 

【計画通り進捗】 
・2020 年 8 ⽉より事業を開始し、2021 年 12 ⽉時点で
賛同企業 18 社とアカデミア間で契約を締結した。多⾯的で
膨⼤な創薬研究データを広く集約しそれらを⽤いた創薬 AI
構築を開始した。 

・企業からデータ提供頂くよう取り組みを進めるとと
もに、創薬 AI 構築を⾏う。 

III-
1-
21-
007 

化審法に基づく新規化学物質審査に関
し、ＡＩを⽤いた次世代有害性評価シス
テムを検討（2023 年度）【厚】 

【計画通り進捗】 
・2021 年度から 2023 年度までの実施期間で、AI を⽤い
た次世代有害性評価システムの検討を⾏う厚⽣労働科学
研究を実施中。 
・2021 年度は⽪膚感作性を対象に、機械学習などの⼈⼯
知能（AI）を活⽤して予測モデルを構築し、予測精度等の
評価を⾏った。 

・2022 年度および 2023 年度では将来の他の
毒性エンドポイントへの適⽤を視野に⼊れ、⽪膚
感作性のケーススタディを踏まえ課題整理を⾏う
予定。 
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III-
1-
21-
008 

医療安全の確保に向けたＡＩを⽤いたデ
ータの解析・分析等の有効性検証
（2021 年度）【厚】 

【計画通り進捗】 
・⼿術動画の効率的な撮影・術中事故の解析、ヒヤリハット
報告の解析等の場⾯を題材とした、医療安全の確保に AI
を⽤いたデータの解析・分析等の有効性を検証する研究に
て、評価分類モデルの改善・改良や、⼿術動画の統⼀的な
収集や医療安全 AI の効果実証が⾏われた。 

・開発された医療安全 AI の精度向上やロードブ
ロックの評価、課題への改善など、実⽤化に向け
た検討を⾏う予定（〜2022 年度）。 

III-
1-
21-
009 

ＡＩを活⽤した創薬ターゲット探索に向け
たフレームワークの構築（2021 年度）
【厚】 

【計画通り進捗】 
・診療情報やオミックス情報のデータの収集し、AI による創薬
ターゲット探索⼿法を開発。開発した AI によって、疾患と関
連性が⽰唆される薬剤や遺伝⼦を検出。 

・引き続き、疾患のデータ収集を⾏い、データベー
スを完成させるとともに、これまでに構築した AI の
改良を⾏う。 

III-
1-
21-
010 

ＡＩを活⽤した画像診断⽀援機器の開
発、及びその評価等、社会実装に向けた
基盤整備（2021 年度）【総・厚・経】 

【計画通り進捗】 
・ＡＩを活⽤した画像診断⽀援機器の評価について、
2019 年 5 ⽉に、「⼈⼯知能技術を利⽤した医⽤画像診
断⽀援システムに関する評価指標」を発出 

（取組終了） 

III-
1-
21-
011 

ＡＩを活⽤した医療機器やテレメディシ
ン・サービス（D to D）の開発、及びその
評価等、社会実装に向けた基盤整備
（2021 年度）【厚・経】 

【計画通り進捗】 
・AI を活⽤し市販後学習によって性能が変化する医療機器
の評価について、2019 年度から 2021 年度まで「AI 等の
先端技術を利⽤した医療機器プログラム等に対応する薬事
規制の在り⽅に関する研究」が実施され、IDATEN 運⽤上
の留意点について提⾔を取りまとめている。 

（取組終了） 

III-
1-
21-
012 

ＡＩを活⽤した病気の早期発⾒・診断
技術の開発（2024 年度）【⽂・厚】 

【計画通り進捗】 
・AMED で⽀援する研究において、精神疾患及び神経・筋
疾患に対し、個⼈の検査データ（画像・⾎液・脳波等）と、
デジタルフェノタイピングデータ（発話・表情・動作・重⼼・位
置情報等）を組み合わせた解析を⾏い、⾝体所⾒等と合
わせて診断に⽤いることで、早期診断が可能となる AI 技術
を活⽤した医療機器プログラム等の開発を開始した。 

・精神疾患及び神経・筋疾患における早期診断
が可能となる AI 技術を活⽤した医療機器プログ
ラム等の研究開発を進める。 
・医学的・⽣化学的裏付けを進めるとともに、患者
の健康データと連携して総合的に健康状態を判
定するためのシステムの構築など、「AI 嗅覚セン
サ」の社会実装に必要なシステム設計等を推進す
る。 
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・物質・材料研究機構が開発した「AI 嗅覚センサ」によって、
肺がん患者の⼿術前後の呼気を⾼い精度で識別可能であ
ることを確認。識別結果の医学的・⽣化学的裏付けに向
け、呼気中の各ガス成分の精密分析に着⼿した。 

 
＜具体⽬標３＞ 
予防、介護分野へのＡＩ/ＩｏＴ技術の導⼊推進、介護へのＡＩ/ＩｏＴ活⽤による介護従事者の負担軽減 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
013 

都道府県へコンサル経費の補助事業に対
する実態調査を⾏うとともに（2021 年
度）、補助事業の⾒直し・介護施設等
への⼀層の周知を進めることにより、多くの
都道府県でのコンサル経費の補助体制を
整備（2022 年度）【厚・経】 

【計画通り進捗】 
・テクノロジーの活⽤等による⽣産性向上の取組に係るセミナ
ーについて 2021 年度は全 25 回実施し、介護施設等への
業務改善の取組の周知・促進を図り、コンサル経費の補助
事業について、調査の結果、2021 年度は 4 道県で実施。 

・2022 年度も引き続きセミナー等を通じて介護
施設等へ取組の周知を進めるとともに、多くの都
道府県でのコンサル経費の補助体制の整備を図
りつつ、業務改善に取り組むコンサル経費の補助
等を継続して実施する。 

III-
1-
21-
014 

予防、介護領域の実証事業の実施と、そ
れを踏まえた同領域でのＡＩスタートアッ
プ等のネットワーク構築による⽀援
（2021 年度）【厚・経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年度には、2020 年度から 3 カ年の予防・健康づくり
に関する⼤規模実証事業の２年⽬が終了。 
・IoT デバイスやモバイルアプリケーションの活⽤によって収集し
た個⼈の⽇常⽣活における健康データを、医師の診療や予
防・健康増進に活⽤するための実証研究事業を実施。
2021 年度は新たに 6 件を採択。 
・ヘルスケア分野で⾃⽴的・持続的にビジネスが創出されるエ
コシステムの構築や事業化⽀援を実施するため、ワンストップ
相談窓⼝により⽀援（2022 年 3 ⽉末時点で相談実績約
383 件）。 
・サポーター団体は 200 団体へ拡⼤。VC や⼤企業のほか、

・2022 年度も引き続き、予防・健康づくりの政策
効果に関するエビデンスを確認・蓄積するための実
証事業を実施。2023 年度以降、実証事業の結
果を踏まえ、保険者等による予防健康事業等に
活⽤していく。 
・引き続き、社会実装に向けて健康データを医師
の診療等に活⽤するための実証事業を実施す
る。 
・引き続き、ヘルスケア分野で⾃⽴的・持続的にビ
ジネスが創出されるエコシステムの構築や事業化
⽀援を実施するため、ワンストップ相談窓⼝により
⽀援する。 
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⾃治体や公的機関も参画。 
・⼤規模実証事業において、スマートフォンのアプリケーション
や IoT デバイスを⽤いて⾃⼰管理による活動促進が⾼齢者
の要介護状態発⽣および認知症発症に対して有効かどう
か、ランダム化⽐較試験で検証（2020 年度〜）。 

・⼤規模実証事業について、引き続き取組を進
め、介護予防に資するエビデンスを創出。 
 

III-
1-
21-
015 

熟練介護⼠等の知⾒の活⽤も含めた質
の⾼い介護サービスを⽀援するＡＩシステ
ム等の実現と全国展開（2021 年度）
【ＩＴ・厚】 

【計画通り進捗】 
・2020 年５⽉より、モデル事業として、⾼齢者の状態・ケア
の内容等の情報を収集するシステムの運⽤を開始し、ADL
や、認知症、⼝腔・嚥下、栄養等に関するデータの収集を開
始した。 
・2021 年４⽉より、科学的介護情報システム（LIFE）と
して本格的に運⽤を開始するとともに、2021 年度介護報
酬改定においては、介護事業者が LIFE を活⽤することによ
り、PDCA サイクルの推進とケアの質の向上に向けた取組を
⾏うことを評価する加算を創設した。 

・2024 年度介護報酬改定に向け、2021 年度
介護報酬改定の影響について調査・検証を⾏う。 
・今後、LIFE により収集された情報の解析等を
引き続き進め、介護事業者に対するフィードバック
の内容を拡充し、科学的に⾃⽴⽀援・重度化防
⽌等の効果が裏付けられた質の⾼い介護サービス
の提供を推進。 
 
 

III-
1-
21-
016 

予防、介護領域の実証事業で確⽴した
技術の活⽤のための、制度⾯・運⽤⾯の
⾒直し着⼿（2021 年度）【総・厚・経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年度には、2020 年度から 3 カ年の予防・健康づく
りに関する⼤規模実証事業の２年⽬が終了。 
・介護ロボット等の効果測定事業を実施し、介護現場におけ
る、介護ロボット等を活⽤することによる、ケアの質・介護職員
の負担軽減等の効果に関するエビデンスデータの蓄積を図っ
た。 
・⼤規模実証事業において、スマートフォンのアプリケーション
や IoT デバイスを⽤いて⾃⼰管理による活動促進が⾼齢者
の要介護状態発⽣および認知症発症に対して有効かどう
か、ランダム化⽐較試験で検証（2020 年度〜）。 

・2022 度も引き続き、予防・健康づくりの政策効
果に関するエビデンスを確認・蓄積するための実証
事業を実施。2023 年度以降、実証事業の結果
を踏まえ、保険者等による予防健康事業等に活
⽤していく。 
・2022 年度も引き続き介護ロボット等を活⽤した
⽣産性向上の取組に関する実証事業を実施し、
今後の報酬改定等に向けたエビデンスデータの蓄
積を図る。 
・⼤規模実証事業について、引き続き取組を進
め、介護予防に資するエビデンスを創出。 
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・居宅介護⽀援については、2021 年度介護報酬改定にお
いて、AI や ICT を活⽤した場合等には事務の効率化がなさ
れること等を踏まえ、逓減制の適⽤件数の緩和（※）を⾏
い、居宅介護⽀援事業所の AI 等の導⼊を促進することとし
た。 
※逓減制の適⽤を 40 件以上から 45 件以上とした。 

III-
1-
21-
017 

個⼈の情報コントローラビリティに基づい
た、予防、介護分野におけるＡＩ/Ｉｏ
Ｔデータ利活⽤の促進（2021 年度）
【ＩＴ・個情・総・厚・経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年４⽉に「⺠間 PHR 事業者による健診等情報の
取扱いに関する基本的指針」を公表した。本指針は、国⺠・
患者本⼈が取得した健診等情報を、⾃⾝のニーズから⺠間
PHR サービスを⽤いて、予防・健康づくりに活⽤すること等を
想定して、PHR サービスを⾏う⺠間 PHR 事業者における当
該情報の取扱いについて整理したもの。健診等情報の機微
性等を鑑み、個⼈情報保護法等に定められた対応（法規
制に基づく遵守すべき事項）に加え、丁寧な同意、情報セ
キュリティ対策、申出に応じた消去、⾃⼰点検と結果の公表
等の必要な対応を⺠間 PHR 事業者に求めるものである。 

・PHR サービスの利活⽤の促進に向けて、2021
年４⽉に取りまとめた「⺠間 PHR 事業者による
健診等情報の取扱いに関する基本的指針」を普
及し、その遵守を求めるとともに、必要に応じて⾒
直しを⾏う。 

＜具体⽬標４＞ 
世界最先端の医療ＡＩ市場と医療ＡＩハブの形成 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
018 

医療・介護分野でのインクルージョン・テク
ノロジーの体系化（2021 年度）【総・
厚】 

【⼀部未了】 
・医療・介護分野でのインクルージョン・テクノロジーの体系化
のための研究について、2022 年 3 ⽉に公募を開始。 

・医療・介護分野でのインクルージョン・テクノロジー
の体系化のための研究について、公募により採択
された研究班によりとりまとめを⾏う。 
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III-
1-
21-
019 

アジア健康構想等の下、各国のニーズを
踏まえた上で、データ基盤及びＡＩ医療
等に関する海外（特に、ＡＳＥＡＮとイ
ンド）との連携に向けた以下を含む取組
の強化（2021 年度）【ＩＴ・健康医
療・厚・経】 
 － 協⼒覚書を締結済の国を中⼼に、
３か国以上に対して ICT やＡＩを活⽤
した国内の遠隔医療関連技術・サービス
情報の発信（2021 年度） 
 － 最終的には、世界的に⾼品位な医
療サービスを、ＡＩを使って実現し、
SDGs の中で掲げられるユニバーサル・ヘ
ルス・カバレッジの⽬標に貢献（2025 年
度） 

【計画通り進捗】 
・2021 年 9 ⽉に⾏ったフィリピンとのヘルスケア合同委員会
で確認した「遠隔医療分野での協⼒」を推進するため、⽇本
企業の ICT 遠隔医療サービスのデモイベントをフィリピン⼤学
で開催した。また、フィリピンの医療従事者を対象としたオンラ
インイベントを実施し、⽇本の遠隔医療関連サービスの発信
を⾏った。 

（取組終了） 
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＜具体⽬標５＞ 
医療関係職種の養成施設・養成所におけるＡＩを活⽤した教育の実施、医療従事者に対するリカレント教育の実施 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
020 

保健医療分野におけるＡＩ技術開発を
推進する医療⼈材の育成事業として、実
施各選定⼤学において、事業を推進し、
40 ⼈規模の⼈材を育成予定(2021 年
度)【⽂】 

【計画通り進捗】 
・各選定⼤学において、教育プログラムの円滑な実施がなさ
れ、セミナー・シンポジウム等を通し広く周知された。 
・2021 年度は 59 名の受け⼊れ⽬標に対し、261 名を受
け⼊れた。 

（取組終了） 
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（２）農業 
＜具体⽬標１＞ 
中⼭間を含め様々な地域、品⽬に対応したスマート農業技術の現場への導⼊ 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
021 

⺠間企業等による農業 ICT サービスの創
出を促進するため、ニーズの⾼い⽣育や出
荷などの予測モデル等を農業データ連携
基盤に実装し、活⽤可能なデータを充実
（2022 年度）【ＩＴ・農】 

【計画通り進捗】 
・令和２年度補正「国際競争⼒強化技術開発プロジェクト
のうち⾰新的営農⽀援モデル開発」において、2021 年３⽉
に採択された 11 団体が⽣育や出荷予測モデル等の開発を
進め、2021 年度の成果及び 2022 年度の計画について
外部有識者を含む評価委員による評価を実施。 

・令和２年度補正「国際競争⼒強化技術開発
プロジェクトのうち⾰新的営農⽀援モデル開発」に
ついては、評価を反映させた計画書に基づき、引
き続き予測モデル等の開発を進め、開発が完了し
たモデルから順次、農業データ連携基盤へ実装。 
・令和３年度補正「戦略的スマート農業技術等
の開発・改良」において、様々なデータを活⽤した
気象被害や需給などの予測モデル等の開発及び
農業データ連携基盤へ実装を⾏う２団体を採択
し、予測モデル等の開発を開始（~2024 年
度）。 

III-
1-
21-
022 

スマート農業の社会実装を推進するため
に、ＡＩ等のスマート農業技術の現場実
証を⾏うことで、その営農メリットを分析し、
情報発信を実施（2022 年度）【ＩＴ・
農】 

【計画通り進捗】 
・2019 年度から「スマート農業実証プロジェクト」を開始し、
2021 年度採択 34 地区を含めて、全国 182 地区におい
て実証を実施。 
・2019 年度採択 69 地区及び令和２年度１次補正採択
24 地区の実証成果を公表。また、令和２年度採択 55 地
区の初年度の成果概要を公表。 
・2019 年度に採択した⽔⽥作の地区において、労働時間
が削減や緻密な管理による収量の向上という効果を得られ
た。また、スマート農機の稼動⾯積を踏まえた技術導⼊や、
シェアリング等による初期投資の低減が重要であることが明ら
かとなった。 

・これまでの実証で明らかとなった、スマート農機の
稼動⾯積やシェアリング等の課題を踏まえ実証を
⾏い、得られた成果について順次公表を予定。 
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III-
1-
21-
023 

みどりの⾷料システム戦略（2021 年５
⽉農林⽔産省策定）を踏まえ、⾷料・農
林⽔産業の⽣産⼒向上と持続性の両
⽴、農業・⾷品産業のスマート化やサプラ
イチェーンの強靭化のため、「スマートフード
チェーンシステム」の本格稼働と、我が国
農⽔産物・⾷品の輸出に向けた海外への
展開（2023 年度）【ＩＴ・科技・農】 

【計画通り進捗】 
・スマートフードチェーンシステムの 2023 年度の本格稼働に
向けて、10 種類のソリューションの検討・実証を⾏うとともに、
稼働後の運営体制の検討を⾏った。 
・また、システムを活⽤して流通情報を公開し、農産物の付
加価値向上を図る新たな JAS（⽇本農林規格）「フードチ
ェーン情報公表 JAS（仮称）」の策定に向け 3 品⽬（レタ
ス、メロン、ブドウ）を対象に規格案の検討を⾏った。 
・さらに、国内・国際シンポジウムを 2 回開催し（国際︓
2021 年 11 ⽉、国内︓2022 年 3 ⽉）、活動を広く国
内・海外に広め、輸出も含めたスマートフードチェーンの⾼度
化を図った。 

・2023 年度の本格稼働に向けて、引き続き、ス
マートフードチェーンシステムの現場実証、評価、
改修を⾏うとともに、運営体制の確⽴に向けた準
備を⾏う。 
・フードチェーン情報公表 JAS（仮称）の 2022
年度中の策定や輸出向けトレーサビリティの確⽴
を通した海外への展開を⽬指す。 
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＜具体⽬標２＞ 
アーキテクチャを活⽤した世界最⾼⽔準のスマート農業の実現による、農業の成⻑産業化 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
024 

農業分野の特殊性を踏まえたデータの利
活⽤促進とノウハウ保護のため、「農業分
野におけるＡＩ・データに関する契約ガイ
ドライン」に沿った契約ルールとなるよう補
助事業等の採択を⾏う（2021 年度）
【ＩＴ・農】 

【計画通り進捗】 
・「農業分野におけるＡＩ・データに関する契約ガイドライン」
（以下、ＧＬ）による契約実務が現場で根付くよう、農林
⽔産省の補助事業等により導⼊する農機・センサ等のシステ
ムサービス契約が、ＧＬに準拠することを要件化。 
・また、知財総合⽀援窓⼝（INPIT）と連携して、農業者
やスマート農業事業者が相談できる環境を整備するととも
に、普及指導員等の関係者向けの研修を実施し、普及・啓
発を推進。 

・補助事業等におけるＧＬ準拠の要件化や関係
機関と連携した研修等の実施により、ＧＬの現場
での普及を進め、農業分野におけるデータ利活⽤
促進とノウハウ保護の調和を図る。 

III-
1-
21-
025 

病害⾍画像診断の研究開発及び実証の
実施（2022 年度）【ＩＴ・農】 

【計画通り進捗】 
・トマト、ナス、キュウリ、イチゴの 4 作物における病害⾍の画
像診断サービスを農業データ連携基盤（WAGRI）に実
装。また、その他 10 作物の病害⾍画像診断サービスについ
ても、開発が完了したものから順次農業データ連携基盤
（WAGRI）に実装。 
・⼟壌病害５種類について、現地⼟壌の化学性、栽培作
物の発病程度、⼟壌 DNA に基づく⽣物性情報を学習させ
て開発した AI をアプリに実装。 
 
 
 

・2022 年 4 ⽉に「HeSoDiM-AI 普及推進協
議会」を⽴ち上げ、開発した⼟壌病害管理のため
の AI アプリについて、全国の⽣産者、指導員、⼟
壌病害に関する教育・指導を⽬指す⽅々を想定
した販売、普及活動に取り組む。 
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III-
1-
21-
026 

複数の育種拠点を連携させたバーチャル
研究ラボの農業データ連携基盤上への実
装（2022 年度）【ＩＴ・農】 

【計画通り進捗】 
・農業データ連携基盤（WAGRI）を介したバーチャルラボに
よる育種データが⼀元的に蓄積・管理されるシステムを運⽤
し、参画機関による遠隔地からの育種データベースの随時利
⽤を実証。利⽤機関数については⽬標である 5 機関を達成
した。 

・⼈⼯気象器から取得する環境応答データ等を
加えて育種ビッグデータを拡充。育種バーチャルラ
ボの WAGRI への実装により、育種 AI 等のスマ
ート育種システムを⾼精度化するための技術開発
を開始する 。 
  

III-
1-
21-
027 

栽培プロセスの⼤規模データの解析及び
最適化の実現（2022 年度）【ＩＴ・
農】 

【計画通り進捗】 
・開発した⼈⼯気象器「栽培環境エミュレータ」を利⽤し不良
環境条件下での⻨類の環境応答データ等、多環境条件下
における精密データを取得し、従来に⽐べて約 10 倍の⼀株
粒数が得られる照明・温度条件を解明した。 
・有⾊素リーフレタスの光応答データを取得し、太陽光により
近似した LED 光源を開発した。 
・⽔稲については、圃場データを⽤いた形質予測システムに
⼈⼯気象器データを統合し、予測精度向上のための解析を
実施した。 
・ダイズ等の耐病性・肥料反応性を⾮破壊で評価するための
バイオマーカー候補となる化合物を 10 個特定した。 

・気候変動等を想定した多様な環境条件を設定
できる「栽培環境エミュレータ」を⽤いて育成系統
等の作物評価を⾏い、⾼精度な AI 開発に必要
な育種データを取得する。 

III-
1-
21-
028 

全国篤農家の栽培ノウハウをコンテンツ化
するための共通基盤技術を開発し、農業
データ連携基盤を通じて教育・⽣産の現
場にコンテンツを提供する仕組みを構築
（2022 年度）【ＩＴ・農】  

【計画通り進捗】 
・栽培ノウハウのコンテンツ化について、施肥管理など代表的
な作業項⽬を対象とし、営農作業をデジタルデータベース化
するとともに、取得したデジタルデータの分析により、収量に⼤
きな影響を与える施肥管理判断の可能性を検証した。 

・2021 年度に収集したデータベースに加え、地
点・栽培⽅法のバリエーションとともにサンプル数を
増やして営農作業データベースを拡充する
（9→18 万点）。 
・データベースをもとに開花⽇予測モデルの検証と
改良を⾏い、最適な営農作業内容を出⼒・マニュ
アル化する⼿法を開発する。 
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＜具体⽬標３＞ 
農業分野におけるＡＩ⼈材の育成 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
029 

農研機構においてＡＩ専⾨家・農業研
究者によるＯＪＴならびに教育プログラム
により、ＡＩによる農業課題の検討・解決
を実施し、400 名の研究者がＡＩを含む
⾼い IT リテラシーを保有（2022 年
度）【ＩＴ・農】 

【計画通り進捗】 
・農研機構において、約 200 名の IT リテラシーの⾼い研究
者を育成。さらに、公設試職員等に対する AI ⼈材教育を
10 名/年程度で継続的に実施する体制を構築した。 
・農研機構において、外部から AI 研究の専⾨家を招聘し、
機構研究員が AI に関する戦略的研究課題（累計 48 課
題）を OJT により実施した。 
・予備、初級、中級の 3 段階の教育コースを整備し AI リテ
ラシーを教育。2021 年度末までに累計で約 150 名が受
講（前年度までに 43 名）。 

・OJT を活⽤した 30 件規模の AI 研究課題の実
施や教育プログラムを活⽤し、2022 年度末まで
に 400 名の IT リテラシーの⾼い研究者を育成す
る。 

III-
1-
21-
030 

県農試や⺠間企業と連携して、様々な地
域課題に対応可能なＡＩ研究を展開す
るコア⼈材として、農研機構においてＡＩ
を含む⾼いＩＴリテラシーを保有した研究
者を育成し、全国各地の農業情報研究
を先導（2022 年度）【農】 

【計画通り進捗】 
・農研機構において、AI 教育コースの対象拡⼤に向け、試
⾏的に公設試職員 6 名を AI 教育コースに受け⼊れるととも
に、連携する公設試でのセミナーを 3 回開催した。 

・公設試職員等を AI 教育コースに受け⼊れるとと
もに、連携する公設試に講師を派遣するなど、AI
⼈材育成に協⼒する。 
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（３）国⼟強靭化（インフラ、防災） 

＜具体⽬標１＞ 
国内の重要インフラ・⽼朽化インフラの点検・診断等の業務における、ロボットやセンサー等の新技術等の開発・導⼊ 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
031 

インフラメンテナンス国⺠会議の取組等を
通じた、ＡＩ・ビッグデータ等を含む新技
術の導⼊促進（2030 年までに導⼊施
設管理者 100％）【国】 

【計画通り進捗】 
・地⽅⾃治体における新技術の導⼊促進に向けて、インフラ
メンテナンス国⺠会議を通じた、マッチング等を実施した。 
・⾃治体などにおいて⼀層新技術の普及・展開を図るため、
「インフラ維持管理における新技術導⼊の⼿引き(案)」を
2021 年３⽉に公表。インフラメンテナンス国⺠会議やメンテ
ナンス関係の会議等を通じ周知・普及を⾏った。 
・国⼟交通省所管分野のインフラの点検・診断などの業務に
おける新技術等を導⼊した施設管理者の割合は 46％とな
った（2021 年 3 ⽉時点）。 

・インフラメンテナンス国⺠会議においてマッチングを
実施する等、新技術導⼊促進を図る。 
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＜具体⽬標２＞ 
国⼟に関する情報をサイバー空間上に再現する、インフラ・データプラットフォームの構築 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
032 

同プラットフォーム上での、経済活動や⾃
然現象のデータを連携させ、実世界の事
象をサイバー空間に再現する国⼟と交通
に関する統合的なデータ連携基盤の整備
（2022 年度）【国】 

【計画通り進捗】 
・2020 年 4 ⽉に、国・地⽅⾃治体の保有する橋梁やトン
ネル、ダムや⽔⾨などの社会インフラ（施設）の諸元や点検
結果に関するデータ約８万件と全国のボーリング結果等の地
盤データ約 14 万件の計 22 万件のデータを地図上に表⽰
し、検索･ダウンロードを可能にする「国⼟交通データプラットフ
ォーム」を⼀般公開した。 
・2021 年度末時点で、次の 19 データベース等と連携して
いる 
-社会資本情報プラットフォーム、 
-電⼦納品保管管理システム 
-地理院タイル（２次元） 
-国⼟地盤情報データベース 
-国⼟数値情報（洪⽔浸⽔想定区域データ等） 
-海洋状況表⽰システム（海しる） 
-G 空間情報センター（指定緊急避難場所データ等） 
-地⽅公共団体電⼦納品データ（My City 
Construction） 
-都市 3D データ（PLATEAU） 
-3D 地形図（地理院標⾼タイルによる 3D 表⽰機能） 
-ダム便覧 
-全国幹線旅客純流動調査 
-FF-Data（訪⽇外国⼈流動データ） 

・国⼟に関するデータ、経済活動、⾃然現象に関
するデータを連携させ、分野を跨いでデータの横断
的検索や取得を可能とするデータ連携基盤を
2022 年度までに構築するため取組を推進。 



74 
 

-道路交通データ（道路交通センサス） 
-GTFS データリポジトリ 
-⽔⽂⽔質データベース 
-気象観測データ 
-SIP4D 
-DiMAPS 
・さらに、フリーワード検索やクラスタ表⽰の実装等、さらなるデ
ータの利活⽤に向けた UI の改良にも取り組んだ。 
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＜具体⽬標３＞ 
近年多発する⾃然災害に対応した、ＡＩを活⽤した強靭なまちづくり 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
033 

令和２年度の実証結果を踏まえ、平時
及び災害時の社会基盤として期待される
道路空間を活⽤したオープンデータプラット
フォームをトラステッドに⽀えるため、交通
信号機を活⽤した 5G ネットワークの開発
を実施（2021 年度）【ＩＴ・警・総】 

【計画通り進捗】 
・秋⽥県、東京都及び⼤阪府における実証実験を通じて、
共⽤基地局や個別基地局を⽤いた場合の電波伝搬特性
の評価結果を整理した。また、交通管制⽤通信の品質を確
保する⽅策の検討を⾏い適⽤したところ、2020 年度実証
実験において発⽣した回線切断等の障害は発⽣せず、改善
が⾒られた。 
・交通信号機に設置する５Ｇネットワーク機器を活⽤して収
集される各種データについて、関係者へのヒアリング等を通じ、
データプラットフォームの構築が有益とされるデータの種別の整
理や得られたデータの活⽤⽅法の検討を⾏った。 
・交通信号機の信号制御に係る５G ネットワークの通信品
質の検証結果を整理した。また、インターフェース・プロトコル
変換装置の実証実験を⾏い、機能の検証結果を整理した。 
・５G 機器の設置に係る第三者機関の役割の明確化や、
⻑期運⽤試験を通じて得られた知⾒を基に、整備・運⽤ル
ールを整理した。 

・通信事業者等による交通信号機への５Ｇネット
ワーク機器の設置を促進する。 

III-
1-
21-
034 

過去の経験を踏まえ、地震・⽕⼭・津波・
地殻変動・気象に関わるデータ（観測デ
ータ、予測データ等）をＡＩ解析し、地
震・⽕⼭・豪⾬等の⾃然災害の発⽣頻
度等を事前に評価する技術の開発
（2022 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・海底ケーブル観測網の地震計による観測波形から地震を
⾼精度に読み取るためのシステム開発として、画像認識等に
活⽤されている AI・機械学習技術の導⼊に向けて開発を継
続した。 

・海底ケーブル観測網の地震計による観測波形か
ら地震を⾼精度に読み取るためのシステム開発と
して、画像認識等に活⽤されている AI・機械学
習技術の導⼊に向けて開発を継続する。 
・実データでの有効性の検証を進めるとともに、こ
れまでのランニングスペクトルの画像データに加え
て、時系列データに対しても適⽤範囲を広げる。 
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・陸域で精度向上が⽰されている⼿法について、海域の場合
の有効性を実際のデータで検証するための整備をするととも
に、検証に着⼿した。 
・気候変動予測の⾼度化のため、気候変動予測先端研究
プログラム（2022 年度開始）において AI 技術の活⽤を
含めた研究開発に取り組むこととし、実施機関を選定した。 

・気候変動予測先端研究プログラム（2022 年
度開始）において、AI 技術を活⽤して気候変動
予測の⾼度化を図る。 

III-
1-
21-
035 

ＳＩＰ第２期の『国家レジリエンス（防
災・減災）の強化』において、防災現場で
の利⽤側との連携のもと、災害時の被災
状況の迅速な把握や時系列の把握を可
能とするための衛星データの解析及び共
有を⾏うシステムを開発するとともに、社会
実装に向けた体制作りの取組を実施
（2022 年度）【科技・宇宙】 

【計画通り進捗】 
・実災害での有⽤性検証として、2021 年７⽉豪⾬、８⽉
豪⾬にて関係省庁によるワンストップシステムを活⽤した緊急
観測を⾏い、浸⽔想定等の解析結果の提供を⾏った。この
結果、⾵⽔害については 3 時間半で⼀次解析結果を提供
することに⼀定の⽬途が⽴った。 
・従来、災害時に利⽤されていなかった災害未満衛星画像
と災害時衛星画像の位相⽐較による解析⼿法を開発し、ワ
ンストップシステムの災害検知能⼒の⾼度化、システムの有
⽤性の⼤幅な向上を図った。 

・衛星データ解析技術および災害別予測・解析
技術開発について、構築済みの各プロトタイプシス
テムの連接を⾏うとともに実災害での検証を継続
する事で実運⽤レベルのシステムとして拡張・⾼度
化を⾏う。 

III-
1-
21-
036 

衛星による測位データやリモートセンシング
データを活⽤し、災害対策・国⼟強靱化
に貢献する実証研究を実施（2021 年
度）【科技･宇宙】 

【計画通り進捗】 
・準天頂衛星システムによる衛星測位サービス、測位精度や
信頼性を向上させる測位補強サービス及び災害情報・安否
情報を配信するメッセージサービスの整備・運⽤を着実に実
施した。 
・衛星データを活⽤した河川氾濫等に伴う浸⽔状況の推定
等の災害監視への効率化に向けたモデル実証研究を実施し
た。 

・衛星による測位データやリモートセンシングデータ
を活⽤し、災害対策・国⼟強靱化に貢献する実
証研究を実施する。 
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（４）交通インフラ・物流 
＜具体⽬標１＞ 
⼈的要因による事故のゼロ化 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
037 

⼀般道における運転⽀援（レベル２）、
⾼速道路における⾃動運転（レベル３
以上）を実現するための、データ基盤の
拡充及びデータ配信システムの構築
（2022 年度）【ＩＴ・科技・警・総・
経・国】 

【計画通り進捗】 
・広域通信による交通環境情報を配信する仕組みの構築を
⾏い、検証(実証実験)を実施して、課題の抽出と対策の検
討を実施した。 
・⾼速道路における合流⽀援シュミレーションを実施して、本
線の隙間を狙った合流が可能か検証し、2022 年度も継続
検討することを決定した。 

・2021 年度の実証実験と⽐較した場合の⾞線
別道路交通情報の精度向上を検証する。 
・2021 年度までの実証実験による検証に基づい
た標準仕様による信号情報や⾞両プローブ情報
等を活⽤した⾞線レベルの交通環境情報を配信
するために必要な環境・体制の構築に向けた検討
を⾏う。 

III-
1-
21-
038 

レベル３におけるヒューマンファクタの検証に
基づくガイドライン化（2022 年度）【Ｉ
Ｔ・科技・警・経・国】 

【計画通り進捗】 
・運転引継等への影響を定量的に評価する⽅法の事例検
証と運転引継等が適切に⾏えるようなＨＭＩの効果を検証
し、ドライバーが⾃動運転システムを適切に理解している状態
の評価指標を作成した。 

・2021 年度に作成した、ドライバーが⾃動運転シ
ステムを適切に理解している状態の評価指標につ
き、その信頼性を確認する。 
・ドライバー主導による⾃動から⼿動への遷移につ
き、ドライバーのシステム機能限界の理解に関する
評価⽅法と、適切なシステム理解と迅速な応答を
可能とする HMI の原理・原則の検討を実施す
る。 
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＜具体⽬標２＞ 
移動に伴う社会コストの最⼩化 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
039 

カメラ動画等とＡＩ画像解析を活⽤した
交通障害発⽣の⾃動検知システムの導
⼊や、⼈や⾞の流動把握及びその分析に
基づく⾯的な観光渋滞対策の導⼊の推
進（2025 年度）【警・国】 

【計画通り進捗】 
・降雪時の⽴ち往⽣⾞両を早期に発⾒するため、2021 年
度には、AI 技術を活⽤した交通障害⾃動検知システムの
機器仕様書（案）を作成し全ての地⽅整備局等に展開。
また、東北地⽅整備局、北陸地⽅整備局、中部地⽅整備
局、近畿地⽅整備局、中国地⽅整備局、四国地⽅整備
局、九州地⽅整備局に全 28 台導⼊。 
・効果的な交通マネジメントを展開するために、各地⽅で実
施している⾯的な観光渋滞対策の取組事例を共有。 
・東京２０２０オリンピック・パラリンピック⼤会時には、運営
元が異なる複数の駐⾞場を⼀元化して運⽤する駐⾞場予
約システムを構築。 

・AI による交通障害の⾃動検知システムの全国
展開について推進。 
・東京２０２０オリンピック・パラリンピック⼤会時
の取組を踏まえた総合的な駐⾞場マネジメントを
はじめとする、⾯的な渋滞対策を推進。 

III-
1-
21-
040 

令和２年度の実証結果を踏まえ、ＡＩ
を活⽤した信号制御の⾼度化に資するネ
ットワーク基盤や道路空間を活⽤したオー
プンデータプラットフォームを構築するため、
交通信号機を活⽤した 5G ネットワークの
開発を実施（2021 年度）【ＩＴ・警・
総】 

【計画通りに進捗】 
・秋⽥県、東京都及び⼤阪府における実証実験を通じて、
共⽤基地局や個別基地局を⽤いた場合の電波伝搬特性
の評価結果を整理した。また、交通管制⽤通信の品質を確
保する⽅策の検討を⾏い適⽤したところ、2020 年度実証
実験において発⽣した回線切断等の障害は発⽣せず、改善
が⾒られた。 
・交通信号機に設置する５Ｇネットワーク機器を活⽤して収
集される各種データについて、関係者へのヒアリング等を通じ、
データプラットフォームの構築が有益とされるデータの種別の整
理や得られたデータの活⽤⽅法の検討を⾏った。 

・通信事業者等による交通信号機への５Ｇネット
ワーク機器の設置を促進する。 
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・交通信号機の信号制御に係る５G ネットワークの通信品
質の検証結果を整理した。また、インターフェース・プロトコル
変換装置の実証実験を⾏い、機能の検証結果を整理した。 
・５G 機器の設置に係る第三者機関の役割の明確化や、
⻑期運⽤試験を通じて得られた知⾒を基に、整備・運⽤ル
ールを整理した。 

III-
1-
21-
041 

ライフスタイルの変化に応じ、⾃動⾞
CASE 等の活⽤により新たな地域交通を
構築・最適化(2023 年度）【環】 

【計画通り進捗】 
・EV を活⽤したカーシェアリング事業等による脱炭素型地域
交通モデルの構築に資する事業に対する⽀援を実施した
（2021 年度補助実績 ２件）。 

・2021 年度以前からの継続事業について、EV
を活⽤した⾃動⾞ CASE 等による脱炭素型地
域交通モデルの構築に対して⽀援をしていく。 
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＜具体⽬標３＞ 
物流関連のプラットフォームから得られるデータを利活⽤した、物流網における⽣産性向上・⾼付加価値化 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
042 

ＳＩＰ第２期の「スマート物流サービス」
において、サプライチェーン上の物流・商流
に関わる様々な情報を関係企業等が共
同活⽤し、計画的で効率の良い物流等
を実現するための開発および物流・商流デ
ータ基盤等の社会実装（2022 年度）
【科技・経・国】 

【計画通り進捗】 
・物流・商流データ基盤に関する個別データ抽出技術や変
換技術に AI を活⽤し、先⾏企業の変換事例を元に変換プ
ログラムを⾃動⽣成する技術を開発した。 
・省⼒化・⾃動化に資するデータ収集技術として、スマホカメ
ラで荷物の映像を撮影することで、数秒以内に集荷情報
（荷姿、サイズ、荷扱指⽰）を 90%以上の精度で計測で
きる映像処理 AI 技術を開発し、スマホアプリを商⽤リリース
した。 

・社会実装へ向け業界事業者の要件フィードバッ
クを通じて運⽤性等を改善する。 

III-
1-
21-
043 

優れた熟練技能者のノウハウとＡＩ、Ｉ
ｏＴ、⾃働化技術を融合させた、遠隔操
縦・⾃働化システムの開発等によるヒトを
⽀援するＡＩターミナルの実現（2023
年度）【ＩＴ・国】 
 － コンテナダメージチェックシステムの開
発 
 － 熟練技術者の荷役ノウハウ継承・最
⼤化  

【計画通り進捗】 
【コンテナダメージチェックシステムの開発】 
・2021 年度においてコンテナダメージチェックシステムの現場
実証を実施した。 
【熟練技術者の荷役ノウハウ継承・最⼤化】 
・熟練技能者の暗黙知の継承に係る実証事業の実施、シス
テムの構築等を実施した。 
・港湾技能研修センターへのヒアリングを基に、ガントリークレ
ーンの操作員の研修カリキュラムの作成、VR を⽤いた訓練シ
ステムを開発した。 

【コンテナダメージチェックシステムの開発】 
・2022 年度も引き続き現場検証を実施し、天
候の影響等によるダメージ判別の精度の低下とい
った課題を検証する。 
・上記検証も踏まえ、⺠間事業者によるダメージチ
ェックシステムの導⼊に資するよう、導⼊ガイドライ
ン、システムの要件定義及び基本設計を 2022
年度内にとりまとめる。 
【熟練技術者の荷役ノウハウ継承・最⼤化】 
（取組終了） 

III-
1-
21-
044 

サイバーポートの利⽤促進・機能改善によ
る港湾物流の⽣産性向上（2025 年
度）【ＩＴ・国】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 4 ⽉からサイバーポート（港湾物流）（以下、
Cyber Port）の第⼀次運⽤を開始した。 
・システム運⽤・保守、利⽤促進及び利⽤者のニーズを踏ま
えた機能改善や他システムとの連携等を実施した。 

・Cyber Port の利⽤促進に向けて、「サイバーポ
ート進捗管理 WG」において、引き続き議論等を
実施する予定。 
・Cyber Port の利⽤促進及び利⽤者のニーズを
踏まえた機能改善を実施。 
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・NACCS とのシステム連携に係る要件定義を実施。 ・NACCS 等の他システムとの連携を進める。 

III-
1-
21-
045 

海上物流の効率化を実現する⾃動運航
船の実⽤化（2025 年度）【国】 

【計画通り進捗】 
・2021 年度より、様々な業種が連携して取り組む、衝突回
避技術などの次世代技術の開発事業に対し、補助制度に
よる⽀援を実施した。 
・2018 年度より実施した⾃動運航船の実証事業により得ら
れた知⾒等を踏まえ、2022 年 2 ⽉に⾃動運航船の設計、
⾃動化システムの搭載、運航の各段階において安全上留意
すべき事項をまとめた「⾃動運航船に関する安全ガイドライ
ン」を発出した。 
・2021 年 10 ⽉の国際海事機関（IMO）第 104 回海
上安全委員会（MSC104）において、我が国等の提案も
踏まえられて、⾃動運航船の国際ルールの策定に向けた検
討開始に合意した。 

・様々な業種が連携して取り組む、衝突回避技
術などの次世代技術の開発事業に対し、補助制
度による⽀援を実施する。 
・2022 年 4 ⽉の国際海事機関（IMO）第
105 回海上安全委員会（MSC105）におい
て、今後の国際ルール策定に向けた作業ロードマ
ップを最終化。今後の議論の場において、技術的
な知⾒に裏打ちされた合理的な提案を⾏い、国
際合意を⽬指す。 

 
  



82 
 

（５）地⽅創⽣（スマートシティ） 
＜具体⽬標＞ 
直⾯する社会課題と、多様性を内包する社会の構築、デジタル・ガバメントの実現という３つの観点から、⽇本発のスマートシティをインフラ側・ユーザ側の両⾯を

考慮に⼊れて再定義し、その実現に向けた、インクルージョン・テクノロジーの開発と、スマートシティプラットフォームを形成 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
046 

エネルギー消費に関するデータを収集・解
析し、ナッジやブースト等の⾏動インサイト
とＡＩ/IoT 等の先端技術の組合せ
（BI-Tech）により、⼀⼈ひとりにパーソ
ナライズされたメッセージをフィードバックし、
省エネ⾏動を継続促進するとともに、BI-
Tech による省エネ等の⾏動変容に対す
る効果を定量化し、また、ブロックチェーン
技術で記録した再エネの地域属性等のビ
ッグデータを活⽤した環境価値取引プラッ
トフォームを構築（2022 年度）【環】 

【計画通り進捗】 
・これまでのナッジ事業の成果を順次取りまとめ、⽇本版ナッ
ジ・ユニット連絡会議や国内及び国際会議等において報告・
公表。国内及び国際会議において、諸外国のナッジ・ユニット
とともに基調講演やパネルディスカッションを実施し、⼀般も含
めた情報共有や連携を企画。 
・省エネナッジ等に関する 2020 年度の予備実験の結果を
踏まえて 2021 年度においても引き続き実証を実施。電気
使⽤量の抑制等省エネ・省 CO2 効果を検証した（2022
年度に継続して実証実験を実施）。 
・過年度事業で構築した取引システムを活⽤して環境価値
の属性や価格に関するオークション実験を実施し、環境価値
の購⼊意思や⽀払意思額を⾼めるナッジ⼿法を実証した。
（2022 年度に継続して実証実験を実施）。 

・ナッジ事業の成果を順次取りまとめ、⽇本版ナッ
ジ・ユニット連絡会議等において報告・公表すると
ともに、諸外国のナッジ・ユニット等とも情報共有や
連携を図り、国際協調の下、⾏動に起因する社
会課題の解決に向けた我が国の国⺠の意識変
⾰や⾏動変容を推進する。 
・ナッジやブースト等の⾏動科学の知⾒と AI/IoT
等の先端技術の組合せ（BI-Tech）により、効
果的で⾼度な⾏動変容を促進させ、脱炭素型の
ライフスタイルへの転換を推進する。 
・2022 年度より脱炭素とデジタル技術の活⽤に
フォーカスした新規予算事業を開始。2026 年度
までに、デジタル技術により脱炭素につながる⾏動
履歴を記録・⾒える化し、地域で循環するインセ
ンティブを付与するなど 、⽇常⽣活の様々な場⾯
での⾏動変容を BI-Tech で後押しするための国
⺠参加体験型のモデルを実証し、構築。 

III-
1-
21-
047 

各種データ（例えば、衛星測位データ）
を活⽤した、モビリティとサービス（例えば、
観光、飲⾷、農業、就労、医療、教育、
デジタル・ガバメントなど）を融合させた新
しいモビリティ・サービスを⽀える連携基盤

【計画通り進捗】 
・「官⺠ ITS 構想・ロードマップ」を IT 戦略本部で決定した
（2021 年 6 ⽉）。その中で MaaS 等の新たなモビリティ・
サービスについて課題、今後の取組の⽅向性等をとりまとめ
た。 

・将来像の実現に向け、官⺠ ITS 構想・ロードマ
ップに代わる新ドキュメントの策定及び関係府省
庁と連携し、IoT や AI を活⽤した新たなモビリティ
サービスの社会実装に取り組んでいく。 
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の整備（2022 年度）【ＩＴ・経・国・
環】 

・データ流通の阻害要因となるデータの不適切な取扱いによ
る他主体の権利侵害⼜は不利益を防⽌するため、データを
取り扱う主体が最低限遵守すべきデータ取扱⽅法を明確化
することを⽬的とするガイドラインの策定に取り組んでいる。 
・MaaS に取り組む関係者間のデータ連携を促進するため、
データ連携を円滑に⾏うために留意すべき事項を整理した
「MaaS 関連データの連携に関するガイドライン」を策定
（2021 年 4 ⽉改訂）した。 
・スマートモビリティチャレンジの⼀部の実証地域において、モビ
リティ関連データを活⽤した取組を実施。異業種との連携の
検討や、データ連携基盤を活⽤したシミュレーションよるまちづ
くり政策に向けた評価分析等を実施した。 
・データ連携により実現するサービス像やデータ連携を⾏うた
めのプラットフォームの在り⽅、データ流通を促進するための組
織の在り⽅について検討した。 

III-
1-
21-
048 

国内外のスマートシティ間などで、⾏政サ
ービス、医療・介護や教育などが切れ⽬な
く提供されることを可能とする情報基盤・
制度・ＡＩサービスの構築（2023 年
度）【科技・総・経・国】 

【未了】 
・2021 年度はスマートシティの分野間・地域間連携に向け
た取り組みの現状を整理し、今後推進すべきデータ連携サー
ビスの検討などに着⼿した。2022 年度完了予定。 

・2022 年度の SIP にて、地域・分野間での相互
連携のためデータ連携基盤の技術的要件を整
理。地域・分野間データ連携を実現するためのツ
ールの提供と新たなサービスの開発の促進のため
の新たなアーキテクチャの普及・横展開を促進す
る。 

III-
1-
21-
049 

外国⼈旅⾏者等への効果的・効率的な
対応等による満⾜度向上を図るため、Ａ
Ｉ等を活⽤した観光案内所の情報発信
機能の強化（2021 年度）【国】 

【計画通り進捗】 
「ＩＣＴ等を活⽤した多⾔語対応等による観光地の「まちあ
るき」の満⾜度向上」事業において、観光案内所における案
内業務効率化等のための AI チャットボットの導⼊⽀援を⾏
った。 

・「ＩＣＴ等を活⽤した観光地のインバウンド受⼊
環境整備の⾼度化」事業により、観光案内所及
び多⾔語案内標識等における AI チャットボットの
導⼊⽀援を⾏う。 
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III-
1-
21-
050 

⼈や物の移動など全ての移動における、ニ
ーズに応じた地域全体の最適化に向けた
技術開発と制度整備（2021 年度）
【ＩＴ・警・経・国】 

【計画通り進捗】 
・技術開発においては、電磁誘導線や磁気マーカ、センサ
ー、遠隔通信システム等の技術開発を実施した。 
・制度⾯においては、遠隔型等の⾃動運転の実現に向け
「⾃動運転の公道実証実験に係る道路使⽤許可基準」を
策定・改訂した。また、道路法を改正し、⾃動運転⾞の運
⾏を補助する施設（磁気マーカ等）を道路附属物と位置
付けるとともに、技術基準等を策定した。 
・これらにより、限定地域での無⼈⾃動運転移動サービス
（⾃動運転⾞専⽤の⾛⾏空間においてレベル４相当）を
実現した。また、限定地域における遠隔型のレベル３での無
⼈⾃動運転移動サービスの運⾏が開始された。 
・2022 年度⽬途で限定地域における遠隔監視のみ（レベ
ル４）の無⼈⾃動運転移動サービスを実現し、2025 年度
⽬途に同サービスを 40 か所以上へ展開するため、⾞両の
技術開発に加え、ODD の類型化、事業モデルの構築、イン
フラ整備の在り⽅その他の技術的制度的課題の解決に向け
た検討を開始した。 
･有識者検討会における議論等を踏まえ、新たなモビリティの
交通ルールを定める道路交通法改正案を第 208 回通常
国会に提出した。 
･⾃動運転の実現に向けた調査検討委員会における議論
等を踏まえ、運転者がいない状態での⾃動運転である特定
⾃動運⾏の許可制度を創設する道路交通法改正案を第
208 回通常国会に提出した。 
 
 
 

・将来像の実現に向け、官⺠ ITS 構想・ロードマ
ップに代わる新ドキュメントの策定及び関係府省
庁と連携し、IoT や AI を活⽤した新たなモビリティ
サービスの社会実装に取り組んでいく。 
・新たなモビリティの交通ルールを定める改正道路
交通法が成⽴したことを踏まえ、同法を円滑に施
⾏する。 
・2022 年４⽉、特定⾃動運⾏の許可制度を創
設する改正道路交通法が成⽴したことを踏まえ、
2022 年度頃の限定地域での遠隔監視のみの
無⼈⾃動運転移動サービスの実現に向けて、同
法を円滑に施⾏する。 



85 
 

 
 
 

III-
1-
21-
051 

⾮対⾯・遠隔での活動の基盤として、⾃
動⾛⾏ロボットを⽤いた配送のための技術
開発や地⽅に分散する複数のデータセン
ターを統合的に管理するソフトウェア開発
を充実（2021 年度)【経】 

【計画通り進捗】 
・⾃動⾛⾏ロボットを⽤いた配送に係る技術開発のため、令
和２年度補正「⾃動⾛⾏ロボットを活⽤した新たな配送サ
ービス実現に向けた技術開発事業」により１０件、2021 年
度「⾰新的ロボット研究開発等基盤構築事業」により１件の
⽀援を⾏った。 
・地⽅分散データセンターの⼀体運⽤により、次世代ソフトウ
ェアの開発につながるプラットフォームを構築する実証事業
（次世代ソフトウェアプラットフォーム実証事業）を 2021 年
度に実施。⼤容量・低遅延・同時多接続といった要件を満
たす計４件のソフトウェア開発プロジェクトの実証を⽀援した。 
・中⼩企業の設備投資を補助する「ものづくり・商業・サービ
ス⽣産性向上促進事業」に特別枠（低感染リスク型ビジネ
ス枠）を創設し、対⼈接触機会の減少に資する製品開発
や⽣産プロセス等の改善に必要な設備投資を⽀援した。 

・⾃動⾛⾏ロボットを⽤いた配送に係る技術開発
のため、2022 年度「⾰新的ロボット研究開発等
基盤構築事業」により⽀援を⾏う。 
・「次世代ソフトウェアプラットフォーム実証事業」は
2021 年度で終了予定。 
・「ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進事
業」の低感染リスク型ビジネス枠は 2021 年度で
公募を終了。 
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（６）ものづくり 
＜具体⽬標＞ 
・ 熟練者の知識・経験等をモデル化したＡＩ技術活⽤による、ものづくり現場の⽣産性向上 
・ ものづくり中⼩企業等のＡＩの⾼度化・活⽤を通じた労働⽣産性の向上（⽀援企業が⽣み出す付加価値額の年率平均３％以上の向上等） 
・ ＡＩ・ビッグデータ等のデジタル技術を⽤いた製造業の競争⼒強化 

取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
052 

ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促
進補助⾦を通じて中⼩企業・⼩規模事
業者等が⾏う⾰新的なサービス開発・試
作品開発・⽣産プロセスの改善に必要な
設備投資等を⽀援（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・令和 3 年度補正から新たにデジタル枠を創設した。 

・ＡＩ導⼊を含めた、デジタルに資する⾰新的な
製品・サービス開発、⽣産プロセス・サービス提供
⽅法の改善を⾏う事業者を⽀援していく。 

III-
1-
21-
053 

戦略的基盤技術⾼度化⽀援事業費補
助⾦を通じて中⼩企業が、⼤学・公設試
等と連携して⾏う、ものづくり基盤技術⾼
度化のための研究開発等の取組を最⼤
３年間⽀援（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・戦略的基盤技術⾼度化⽀援事業費補助⾦において令和
３年２⽉から４⽉までＡＩ等の先端技術を活⽤した⾼度
なサービスに関する研究開発等も対象にした公 募を⾏った。 

・特定ものづくり基盤技術（情報処理等の 12 技
術分野）及び IoT、AI 等の先端技術を活⽤し
た⾼度なサービスに関する研究開発等を⽀援して
いく。 

III-
1-
21-
054 

ものづくり・商業・サービス⾼度連携促進
補助⾦を通じて複数の中⼩企業等がデ
ータを共有し、連携体全体として新たな付
加価値の創造や⽣産性の向上を図るプロ
ジェクト等を⽀援（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・ものづくり・商業・サービス⾼度連携促進補助⾦において令
和 ３年５⽉から７⽉、８⽉から９⽉まで、ＡＩ導⼊を含
めた、デジタルに資する⾰新的な製品・サービス開発等を⾏う
事業も対象にした公募を⾏った。公募の結果、ＡＩによる⾃
習機能を搭載した中⼩企業の経理を⽀援する製品・サービ
ス開発の事業に対して⽀援を⾏った。 

・ＡＩ導⼊を含めた、デジタルに資する⾰新的な
製品・サービス開発、⽣産プロセス・サービス提供
⽅法の改善を⾏う事業者を⽀援していく。 
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III-
1-
21-
055 

設計や製造などのものづくり現場に蓄積さ
れてきた暗黙知（経験や勘）の伝承・効
率的活⽤を⽀え、⽣産性を向上させるＡ
Ｉ技術を開発（2023 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・NEDO 事業「次世代⼈⼯知能・ロボットの中核となるインテ
グレート技術開発」において、当該研究開発に着⼿し、設計
リスク評価業務における判断⽀援をする AI や、製造現場に
おける熟練技能者のデータから⾮熟練者を⽀援する AI の開
発等、計 6 テーマを推進した。 

・NEDO 事業を通じて研究開発を推進する。 
 
 
  

III-
1-
21-
056 

マテリアルズ・インフォマティクスの活⽤の観
点から機能性材料開発につながる多数の
データを⾃動的に処理、加⼯、解析、管
理を⾏うデータ基盤システムの整備
（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・MI（マテリアルズ・インフォマティクス）とシミュレーションを融
合させ、⾰新的な機能性材料の創成・開発の加速化を⽬
指す「計算科学等による先端的な機能性材料の技術開発
事業」により、９種類のシミュレータと各種⾼速試作機器群
および各種先端ナノ計測機器群が連携した⾰新的な素材
開発基盤技術を開発した。 

・これまでに培われた技術・設備・データ・知財のさ
らなる活⽤を推進する。 
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（７）その他 
＜具体⽬標＞ 
 ものづくり、⾦融等の各分野及び分野間おけるＡＩ社会実装の実現 
 研究開発の社会実装推進体制の整備 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
1-
21-
057 

欧⽶、アジア等国外の⼤学・研究機関・
研究⽀援機関等との連携強化（2021
年度）【総・外・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・経産省とドイツ連邦教育研究省（BMBF)の MoU に基づ
き、産総研とドイツ⼈⼯知能研究センター（DFKI）の国際共
同研究を推進した。※ 再掲（II-1-21-079） 
・理研 AIP において、次の取組を実施した。 
 -48 の海外研究機関と MoU を締結し、合同ワークショップ等
を開催しているところ。また、国際公募による採⽤選考を実施
中。 
-Trusted AI に取り組む研究員等を国際公募などにより複数
名採⽤した。 
-2021 年 10 ⽉から、スイス EPFL CIS と合同のオンラインセ
ミナーEPFL CIS - RIKEN AIP Joint Seminar を、2022
年 3 ⽉末時点で計 12 回実施。 
-2022 年 1 ⽉から、信頼できる機械学習に関する若⼿研究
者セミナー TrustML Young Scientist Seminar を、
2022 年 3 ⽉末時点で計 8 回実施。 
・JST-AIP ネットワークラボにて、⽇独仏 AI 研究の共同研究
公募を実施。9 件を採択し、2020 年 12 ⽉より研究を実施
中。 
・JST-ANR(仏)連携の⼀環で、AIP ネットワークラボ内の⼀部
研究領域において ANR との連携公募を実施（2018 年度
〜）。2021 年度は 1 件の課題を採択し、研究を推進中。 

・経産省とドイツ連邦教育研究省（BMBF)の
MoU に基づき、産総研とドイツ⼈⼯知能研究セ
ンター（DFKI）の国際共同研究を着実に推進
する。 
・理研 AIP において下記取組を予定。 
-研究員等を国際公募などにより複数名採⽤予
定。 
-EPFL CIS との合同のオンラインセミナーや、信
頼できる機械学習に関する若⼿研究者セミナー
を、シリーズとして実施予定。 
・JST-AIP ネットワークラボにおいては、共同研究
公募・連携公募の採択プロジェクトによる研究推
進。 
・JST-ANR(仏)連携について、2022 年度 AIP
ネットワークラボ内では 1 領域において公募を実
施予定。 
・JST-AIP ネットワークラボにおいて欧州 ERCIM
との連携を引き続き推進する。 
・「イノベーティブ・アジア」事業での留学⽣等の新
規受け⼊れは 2021 年度に終了したが、引き続
き、国内における留学⽣（JICA 研修員）を対
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・JST-AIP ネットワークラボにおいて、NSF・DATAIA との国際
連携シンポジウムを開催した。 
・ JST-AIP ネットワークラボ内の領域研究総括が中⼼となり、
2021 年 2 ⽉、及び 12 ⽉に欧州のコンソーシアムである
ERCIM とのオンライン共同ワークショップを開催した。 
・「イノベーティブ・アジア」事業で、将来的にアジアの⼤学・研究
機関等で活躍しうる⼈材の育成を視野に、同事業のパートナ
ー⼤学として指定したアジアのトップ⼤学 60 校を対象に、留学
⽣等を⽇本の⼤学院に受け⼊れ、留学⽣等は⼈⼯知能等に
関連する研究に従事し⽇本企業等にてインターンシップを⾏っ
た。また、アジアのトップ⼤学出⾝の留学⽣等を⽇本の⼤学院
等へ受け⼊れることで、国内⼤学とアジアの⼤学との連携強化
を図った。本事業の新規受⼊は 2017 年度から開始。2021
年度までに 908 名を受け⼊れた。 

象とした、⽇本企業とのネットワーキングフェアやイ
ンターンシップを実施する予定。 

III-
1-
21-
058 

サイバー・フィジカル融合が進む中、2020
年５⽉に設⽴した「デジタルアーキテクチ
ャ・デザインセンター」を中⼼として、複数
の事業者間等でのデータの連携・活⽤を
促進するための基盤となる共通技術仕
様（アーキテクチャ）について、デジタル
庁等の政府からの依頼に基づき、先導
的プロジェクトを実施（2021 年度）
【ＩＴ・科技・経】 

【計画通り進捗】 
・IPA「デジタルアーキテクチャ・デザインセンター」（DADC）に
おいて、契約決済や 3 次元空間情報等のアーキテクチャ設計
に関する研究活動を実施した。 

・DADC にて相互連携に必要となるシステム全
体のアーキテクチャの設計・検証を⾏うとともに、
DADC にて設計するアーキテクチャの実装に際
し、新たに作成あるいは改良が必要な標準につ
いて、研究開発を⾏う。 

III-
1-
21-
059 

ＡＩ専⾨家・ＡＩ研究員における、Ｏ
ＪＴでのＡＩに関する課題検討の実施
等、主要な国研等での研究開発の社会
実装推進体制の整備（2021 年度）
【ＩＴ・科技・厚・農・経・国】 

【計画通り進捗】 
・農研機構において、外部から AI 研究の専⾨家を招聘し、機
構研究員が AI に関する戦略的研究課題を OJT により累計
48 課題(うち 26 課題継続中)を実施した。 

・OJT を活⽤した 30 件規模の AI 研究課題の
実施や教育プログラムを活⽤し、2022 年度末ま
でに 400 名の IT リテラシーの⾼い研究者を育
成する予定。 
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III-
1-
21-
060 

⼤学、企業等における資⾦、⼈材、環
境、研究プロセス・成果等の科学技術・
イノベーション活動の影響等を調査・分
析することによって、エビデンスに基づく的
確な政策の企画⽴案等に貢献（2021
年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・プレプリント（査読前の論⽂草稿）について、⽣物科学系の
プレプリントサーバーを対象に、⾃然⾔語処理や機械学習を活
⽤した分析⼿法を導⼊することで、最先端の研究トレンドの迅
速な把握やジャーナル論⽂との差異の分析を⾏い、その結果を
国内学会（研究・イノベーション学会）で発表した。 
・研究論⽂とデータの公開状況に関する調査報告を発⾏し、そ
の結果を情報委員会、内閣府の会合等にて報告する等した。 

（取組終了） 

III-
1-
21-
061 

ＡＩ技術等の活⽤による地域の省
CO2 化（Green By デジタル）や脳
の仕組みに倣い⼤幅な省エネが可能な
ＡＩや GaN 等次世代半導体素材の
活⽤も含めたＡＩ関連技術等の省エネ
性能の⾼度化（Green Of デジタル）
に関する実証事業を推進するとともに、
ＡＩ等におけるエネルギー消費構造を把
握するための実証事業を実施（2025
年度）【総、環】 

【計画通り進捗】 
・今後急速に消費電⼒増加が⾒込まれるデジタル分野の⼤幅
な省 CO2 化を可能とする技術実証や「ポスト/with コロナ」
社会に対応した新たなライフスタイルに適応するデジタル技術を
活⽤したグリーンソリューションの創発⽀援事業等について公募
及び採択を⾏った。 

・採択となった事業について、デジタル技術を活⽤
した CO2 削減に資するユースケースとして複数の
実証を⾏う。 

III-
1-
21-
062 

透明性、公平性等を確保しつつ国の⾏
政機関におけるＡＩの活⽤が進展する
よう、国の⾏政機関におけるＡＩ導⼊の
基本的考え⽅、ガイドライン等の総合的
な対策を本年度内の整理・取りまとめ
（2021 年度）【科技】 

【計画通り進捗】 
・政府におけるＡＩ導⼊・活⽤の阻害要因を把握するため、
政府 43 機関を対象としたアンケート及びヒアリングを実施。 
・阻害要因の本質的問題の分析を実施。その結果については
「⼈間中⼼のＡＩ社会原則会議」の場にて公開するとともに、
関係の議論に活⽤した。 
・「AI 戦略 2022」において、新たに⽬標「政府機関における
AI 利活⽤の推進」を設定し、関連の取組をまとめた。 

・AI 戦略 2022 のもと、政府における AI 利活
⽤の推進に係る取組を進める。 
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データ関連基盤整備 
（１）データ基盤 

＜具体⽬標＞ 
 重点５分野（健康・医療・介護、農業、国⼟強靭化、交通インフラ・物流、地⽅創⽣）における、ＡＩの活⽤のためのデータ連携基盤の本格稼働 
 収集するビッグデータの品質確認、保証に資する取組の実施 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
2-
21-
001 

関連の各府省プロジェクトにおいて、スマー
トシティリファレンス・アーキテクチャを参照
し、データ連携基盤を連携（2023 年
度）【ＩＴ・科技・総・⽂・農・経・国】 

【計画通り進捗】 
・2021 年度のスマートシティ関連事業合同審査会にて、有
識者の評価を踏まえ、関係府省⼀体でスマートシティ関連事
業の選定を⾏い、全 97 地域、提案 119 件の応募の中か
ら、スマートシティリファレンスアーキテクチャーに準拠した 62 地
域、74 事業を選定した。 

・2022 年度のスマートシティ関連事業合同審査
会を実施し、有識者の評価を踏まえ、関係府省
⼀体でスマートシティ関連事業の選定を⾏い、スマ
ートシティリファレンスアーキテクチャーに準拠した地
域、事業を採択予定。 

III-
2-
21-
002 

共通で利⽤するビッグデータ（例えば、農
業、エネルギー、健康・医療・介護、⾃動
運転、ものづくり、物流・商流、インフラ、
防災、地球環境、海洋、衛星データ）に
関するインフラやプラットフォームの拡⼤
（2021 年度）【ＩＴ・科技・宇宙・海
洋・総・⽂・厚・農・経・国・環】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉までに、SIP 第 2 期で開発を進める分野間
データ連携基盤技術のコネクタを、SIP 第 2 期で開発を進
めている「スマートバイオ産業・農業基盤技術」、「国家レジリ
エンス(防災・減災)の強化」、「AI ホスピタル」、「フィジカル空
間デジタルデータ処理基盤」の分野ごとデータ基盤に実装す
るための設計を⾏った。 
・上記の内、「スマートバイオ産業・農業基盤技術」の３件中
2 件のデータ基盤、「国家レジリエンス(防災・減災)の強化」
にコネクタを実装し、これらの分野ごとデータ基盤を分野間デ
ータ連携基盤に接続した。 
・海洋状況表⽰システム（海しる）の運⽤・掲載情報の⼀
層の充実・機能強化を⾏った。 
・海洋状況表⽰システム（海しる）について、API 等を活⽤
した効果的な情報提供を開始した。 

2022 年度にコネクタ実装を SIP 第 2 期で開発
を進める「スマートバイオ産業・農業基盤技術」
（3 件中残り 1 件のデータ基盤）、「AI ホスピタ
ル」、「⾃動運転」の分野ごとデータ基盤で⾏う。 
・また、「スマートバイオ産業・農業基盤技術」、
「国家レジリエンス(防災・減災)の強化」、「AI ホ
スピタル」、「フィジカル空間デジタルデータ処理基
盤」、「⾃動運転」の分野ごとデータ基盤を、分野
間データ連携基盤に接続し、プラットフォーム拡⼤
に向け全体検証を⾏う。 
・海洋状況表⽰システム（海しる）の運⽤・掲載
情報の⼀層の充実・機能強化を⾏う。 
・海洋状況表⽰システム（海しる）について、
API 等を活⽤した効果的な情報提供を継続す
る。 
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・データの取扱いや利⽤⽅法等を定めるガイドラインを策定す
るとともに、データ標準化の充実を⾏った。また画像データ利
活⽤のための画像処理技術の開発等に取り組んだ。 

・データの取扱いや利⽤⽅法等を定めるガイドライ
ンやデータ標準化の充実、また画像データ利活⽤
のための画像処理技術の開発等を⾏う。 

III-
2-
21-
003 

データ連携基盤を⽀えるための、膨⼤なデ
ータを円滑にやり取りできるネットワーク技
術の確⽴（2021 年度）【総】 

【計画通り進捗】 
・総務省の ICT 重点技術の研究開発プロジェクトの⼀つで
ある「新たな社会インフラを担う⾰新光的光ネットワークの研
究開発」において、基幹網において５Tbps（運⽤単位）を
達成するための要素技術を開発した。アクセス網において
400Gbps（運⽤単位）を達成するための要素技術を開
発した。 

（取組終了） 
 

III-
2-
21-
004 

データ連携基盤において、収集するビッグ
データの偏りや誤りなどを検知し、品質保
証に資する基盤技術の確⽴(2022 年
度)【科技・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉までに、複数の組織を跨いで流通・利活⽤さ
れていくデータに対し、データの原本情報およびデータ連携に
関わるデータ交換やデータ加⼯といった履歴の登録と、流通・
利活⽤されるデータに関連する⼀連の履歴を来歴として提供
する機能を開発した。本データ来歴のソフトウェアを OSS 化
して GitHub 上に⼀般公開した。 

・2022 年度に来歴管理の認証機能の開発を⾏
う。コネクタにおける認証と共通化あるいは連携に
よって，シームレスな認証に対応する。また、これま
でに開発した来歴管理を第三者が構築・運⽤可
能にするための運⽤⼿順書を整備する。 

III-
2-
21-
005 

データ連携基盤と連携した、ＡＩビッグデ
ータ解析環境の提供として、⼤容量ファイ
ル/ストリームデータの実装要件整理等を
踏まえた、ＡＩビッグデータ解析環境の提
供（2023 年度）【科技・⽂】 

【計画通り進捗】 
2022 年 3 ⽉までに、開発した「リアルタイムデータ同化・三
次元地震シミュレーション」融合コードによって、観測データ、メ
ッシュデータ、地下構造データ等の様々なデータを使⽤して、
フィルタリング、データ同化、三次元シミュレーションという複雑
なプロセスをスパコン上でシームレスに実施できることを確認し
た。 

・2022 年度にこれらの⼀連の処理を、Web から
スパコン上で実⾏するための環境を整備する。更
にメッシュデータ、地下構造データ、フィルタ済みデ
ータ、出⼒データ等をコネクタに対応するような実
装を⾏い、代表的なケースについてカタログ化を実
施し、Web からの参照、利⽤を可能にする。 

III-
2-

基盤となるデータであるベース・レジストリや
その他の重要データについて、｢包括的デ
ータ戦略とりまとめ（仮称）（2021 年

【計画通り進捗】 
・2021 年９⽉にデータ戦略推進ワーキンググループを⽴ち
上げ、10 ⽉から 2022 年２⽉まで計３回のワーキンググル

・ベース・レジストリの整備や政府相互運⽤性フレ
ームワークの改善などを引き続き推進する。 
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21-
006 

6 ⽉頃策定予定）｣に基づき推進（⼀
覧性、検索性のあるカタログサイト、⾏政
データ連携標準、データ品質フレームワー
クの策定等） 
（2021 年度）【ＩＴ】 

ープを開催し、データ戦略推進にあたっての⽅向性を検討し
た。 
・2022 年３⽉に、データのひな形やガイドブック等により構成
されるデータ整備や運⽤のための体系である政府相互運⽤
性フレームワーク（GIF）を公開した。 

III-
2-
21-
007 

CADDE の定期的なバージョンアップを⾏
い、GitHub 上で⼀般公開（2022 年
度）【科技】 
 

【計画通り進捗】 
・分野間データ連携基盤技術の機能モジュールをオープンソ
ースソフトウェアとして、Ver.3 を 2022 年 3 ⽉に GitHub
上に⼀般公開した。 

・DSA を中核とした、分野間データ連携の仕組
みを 2023 年中に構築し、内閣府が実施する研
究開発課題（SIP 等）で構築する分野毎のデ
ータ基盤、スマートシティ及びスーパーシティのデー
タ連携基盤並びに研究データ基盤システムの相互
接続を進め、DSA やスマートシティ官⺠連携プラッ
トフォーム を通じて周知啓発などに取り組む（第
6 期基本計画掲載）。 

III-
2-
21-
008 

DSA に技術⽀援を⾏い、2023 年 4 ⽉
に本サービス提供開始（2022 年度）
【IT・科技】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉までに、分野間データ連携基盤技術の開発
者と DSA とで SIP 開発技術の導⼊に向けた定期的な打
合せを実施した。 
・SIP の⼀環でコネクタ普及のための技術⽀援活動として、
分野間データ連携基盤技術の概要やメリットを紹介する説
明会の開催、興味を持つ団体に対する試⾏環境の提供、お
よび、実装を⾏う団体に対する技術サポートを実施した。 

・2022 年度に SIP の活動の⼀環として、DSA
に対し、SIP 開発技術導⼊のための技術⽀援と、
コネクタ普及に向けた説明会、試⾏環境の提供、
技術サポートを実施する。 
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（２）トラスト・セキュリティ 
＜具体⽬標１＞ 
⽶国、欧州等と国際相互認証が可能なトラストデータ連携基盤の構築、整備 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
2-
21-
009 

Society 5.0 のセキュリティ確保のための
「サイバー・フィジカル・セキュリティ対策フレ
ームワーク」を踏まえた、以下の対応【経】 
 －  産業分野別セキュリティガイドライン
等の整備（2021 年度） 

【計画通り進捗】 
・ビル、電⼒、スマートホーム、⾃動⾞、防衛、宇宙、⼯場の
産業分野ごとに、ステークホルダーと連携してサイバーセキュリ
ティ対策を検討するサブワーキンググループを設置し、ガイドラ
イン等の策定に向けた検討を実施。 
・特に、宇宙については、幅広いステークホルダーに必要なセ
キュリティ対策の指針を⽰すガイドラインのパブコメを実施した
ほか、⼯場については、ガイドラインのパブコメに向けた取りまと
め案を作成した。 

・宇宙と⼯場のパブコメを経てガイドラインを策定す
るなど、引き続き、各産業分野別サブワーキンググ
ループで検討を⾏い、ガイドライン等の策定を⽬指
す。 

III-
2-
21-
010 

⽶国、欧州とのセキュリティ技術に関する
連携体制の構築（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
サイバーセキュリティ対策に関するフレームワークや機器・シス
テムの調達時のセキュリティ要件の考え⽅等、サイバーセキュリ
ティ対策に関する様々な分野で、⽶国、欧州の官⺠と意⾒
交換等を実施した。 

・⽶国、欧州の官⺠との意⾒交換等を通じて、国
際的ハーモナイゼーションを意識したサイバーセキュ
リティ対策の検討を実施する。 
 
 

III-
2-
21-
011 

データ品質の担保を含む、ＡＩのライフサ
イクル、及びＡＩの品質保証に関する国
際標準化の推進（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・NEDO 事業の取組より、産総研が公開している「機械学
習品質マネジメントガイドライン」について、公平性・セキュリテ
ィ・データ品質に関する項⽬を拡充し、2021 年 7 ⽉に第 2
版を公開した。※ 再掲（II-2-21-018） 
・ISO/IEC の合同専⾨委員会にて規格開発中。⽇本から
は標準化提案（機能安全、データ品質、ライフサイクル，ユ

・NEDO 事業を通じて AI の品質保証に関する
研究開発を着実に推進する。 
・提案中の規格の発⾏を⽬指す。 
・各国における AI 規制の動きの正確な把握、各
標準化機関の標準化動向を調査し、国際標準
化を通じた環境整備を⾏う。 
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ースケース）を⾏うとともに、各国提案にも積極的に参画し
た。 

III-
2-
21-
012 

分野を横断するデータの原本性を保証す
る履歴と、データ提供者と利⽤者間でのデ
ータ交換の履歴を管理する、来歴管理機
能の拡張などにより、なりすましや改ざんの
ない、真正性を保証・担保する仕組みを
構築(2021 年度)【ＩＴ・科技・総・経】 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉までに、複数の組織を跨いで流通・利活⽤さ
れていくデータに対し、データの原本情報およびデータ連携に
関わるデータ交換やデータ加⼯といった履歴の登録と、流通・
利活⽤されるデータに関連する⼀連の履歴を来歴として提供
する機能を開発した。 
・本データ来歴のソフトウェアを OSS 化して GitHub 上に⼀
般公開した。 

・2022 年度に来歴管理の認証機能の開発を⾏
う。コネクタにおける認証と共通化あるいは連携に
よって，シームレスな認証に対応する。 
・これまでに開発した来歴管理を第三者が構築・
運⽤可能にするための運⽤⼿順書を整備する。 

III-
2-
21-
013 

トラストデータ流通基盤（アクセス制御、
データ、ユーザレイティング機能等）の開
発（2023 年度）【科技・経】 
・トラスト共通 API（Ver.2）の策定 
・トラステッドリスト（試⾏版）を⽤いた⽇
欧相互承認プロトコル実証 

【計画通り進捗】 
・2022 年 3 ⽉までに、EU との相互運⽤実証に向けたトラ
ステッドリストの技術仕様案(Ver.2)を作成した。 
・国際相互運⽤に向けて拡張したトラスト共通 API(⽇本仕
様案)を⽤いた国内の試⾏環境で実証した。 

・2022 年度にトラストリストの技術仕様の⽇本側
拡張案や⻑期的な運⽤に関する技術検討を⾏う
とともに、電⼦署名のリスト⽅式による相互検証の
実証を⾏う。 
・EU 域外の各国トラストアンカーの国際間での接
続⽅式の机上検討を⾏う。 

 
＜具体⽬標２＞ 
年々複雑化・巧妙化するサイバー攻撃に対し、「予防」「検知」「対処」の各フェーズにおいて、ＡＩを活⽤した⾼効率かつ精緻な対策技術を確⽴ 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
2-
21-
014 

2019 年度に策定した評価項⽬や⼿引
き等を踏まえ、ＡＩを活⽤したサイバー対
策を⾏う⺠間を後押しするための仕組み、
国の研究成果の実⽤化・技術移転に関
する⽀援策を整備（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・これまでの事業の成果を活⽤し、セキュリティ製品の有効性
検証について、効率的な検証の仕組みの構築に向けた事業
を実施。 
 

・2022 年度も⽇本発のセキュリティ製品のマーケ
ットイン促進に向け、検証基盤の運⽤・改善を継
続的に⾏う。 
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・IoT 製品を製造する中⼩企業に特化したセキュ
リティ検証の実証を⾏い、得られた知⾒を踏まえて
ガイドライン等の⽂書を策定する。 

III-
2-
21-
015 

2019 年度に作成した⼯程表に基づき、
各省において研究開発・実証を推進
（2022 年度）【NISC・科技・総・経】 

【計画通り進捗】 
・内閣官房にて、不正機能やそれにつながり得る道の脆弱性
が存在しないかどうかに関する技術検証の取組を推進するな
ど、技術検証体制の構築に向けた取組を推進した。 
・経産省にて、脅威インテリジェンスの整理・管理やハイレベル
セキュリティ検証等を重要分野に設定し、サイバーセキュリティ
製品の評価を実施するなど、包括的なサイバーセキュリティ検
証基盤の構築を⽬指す Proven in Japan を推進した。  
・総務省にて、５Ｇネットワークのセキュリティ確保に向けてハ
ードウェアチップの脆弱性検知技術の調査検討を実施した。 

・サイバーセキュリティ戦略に基づき、必要な取り組
みを推進する 

III-
2-
21-
016 

５年〜１０年先での実現を⽬指す、サイ
バーセキュリティ確保のためのＡＩそのもの
を守る技術等について、2019 年度の検
討結果を踏まえ、開発に着⼿するととも
に、状況変化に応じた検討⾒直しや新た
に取り組むべき事項を継続し検討
（2021 年度）【NISC・科技・総・経】 

【計画通り進捗】 
・内閣官房にて、2021 年 3 ⽉ 12 ⽇に「研究・産学官連
携戦略ワーキンググループ最終報告」をとりまとめた。その中
で、コミュニティの⾃主的な努⼒と相まって重点的な強化が図
られることが望ましい分野の 1 つとして「AI セキュリティ」を位
置づけた。 
・総務省にて、AI を利⽤した攻撃や AI を利⽤した対策など
の観点から、今後の取組むべき課題の調査検討を実施し
た。 

・サイバーセキュリティ戦略に基づき、必要な取り組
みを推進する 
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（３）ネットワーク 

＜具体⽬標１＞ 
Society 5.0 を⽀える 21 世紀の基幹となる情報通信インフラである第 5 世代移動通信システム（５G）や光ファイバの⽇本全国での整備を推進 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
2-
21-
017 

「携帯電話等エリア整備事業」や「⾼度無
線環境整備推進事業」により、通信事業
者等による５Ｇのエリア整備を推進すると
ともに、５G を⽀える光ファイバ網の整備
を継続推進（2021 年度）【総】 

【計画通り進捗】 
・携帯電話等エリア整備事業で、2021 年度においては、11
事業について交付決定を⾏い、携帯電話事業者による５Ｇ
エリア整備を推進。このうち４事業が年度内に完了した。 
・⾼度無線環境整備推進事業で、2020 年度においては、
補正予算分を含め、349 事業を採択し、44 事業は年度
内に完了し、光ファイバ網を整備済。 
・光ファイバの世帯カバー率は 99.7％、未整備世帯数は約
17 万世帯を下回る⾒込み。 

【５G エリア整備】 
・５G ⼈⼝カバー率を 2023 年度末までに全国
95％まで⾼めるとともに 2021 年度末までに光フ
ァイバ未整備世帯を約 17 万世帯に減少させるた
め、「携帯電話等エリア整備事業」や「⾼度無線
環境整備推進事業」により、通信事業者等による
５Ｇのエリア整備を推進するとともに、５G を⽀え
る光ファイバ網の整備を継続推進する。 

【光ファイバ整備】 
・2027 年度末までに光ファイバの世帯カバー率は
99.9 ％、未整備世帯数は約５万世帯とするこ
とを⽬指す。 また、 未整備世帯約５万世帯に
ついて も光ファイバを必要とする全地域の整備を
⽬指す。 
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III-
2-
21-
018 

サイバー・フィジカル・システムによる強靱で
活⼒のある社会の基盤となる Beyond 
５Ｇの早期実現に向け、有無線技術の
研究開発の強⼒な推進及び研究開発プ
ラットフォームの整備や、知的財産権の取
得及び国際標準化の戦略的な推進
（2025 年度）【総】 

【計画通り進捗】 
・「Beyond 5G 新経営戦略センター」を核として、提案公募
の結果を踏まえたセミナーの開催や各種情報提供の強化な
どの知的財産権の取得や国際標準化に向けた取組を推進
した。 
・国際共同研究については、⽇⽶国際共同研究を 2021
年度から開始した。 

・5G ⾼度化等の推進に向けて、国際標準化・知
財活動拠点としての機能・体制を整備・活⽤する
とともに、研究開発段階から戦略的パートナーとの
国際共同研究を推進することにより、総合的かつ
戦略的な国際標準化・知財活動を促進する。 
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＜具体⽬標２＞ 
⽇本全国でＡＩの活⽤が可能となるためのネットワーク基盤の⾼度化と安全・信頼性の確保 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
2-
21-
019 

５G の更なる⾼度化に向けた研究開発
（2022 年度）【総】 

【計画通り進捗】 
・⾼度５Ｇネットワークの個々の技術課題として、「技術課題
ア 多様なサービス要求に応じた⾼信頼な⾼度 5G ネットワ
ーク制御技術の研究開発」「技術課題イ ミリ波帯における
⾼エネルギー効率な無線技術の研究開発」「技術課題ウ 
モバイルトラヒックの急増に対応した⾼効率な周波数利⽤技
術の研究開発」の三つの技術課題について研究開発を実施
し、各技術に⽤いる⽅式を確⽴した。（2019 年度から
2022 年度まで実施予定） 

・課題ア︓モバイルデータのトラヒック量が現在の 5
倍となった環境下でも、通信への品質要求を
95%以上満たし、かつサービスの継続性を 99%
以上確保した、⾼信頼なサービス提供の実現す
る。 
・課題イ︓実⽤化に向けた、39GHz 帯ハイブリッ
トデジタルビームフォーミング装置の⾼精度な空間
多重検証を⾏う。 
・課題ウ︓全⼆重通信の⾼度化及びそのセルラー
システム上での実⽤化の実現を⾏い、複雑な環
境への対応に向けて、総合実証を推進すること
で、通信制御技術を完成させる。 
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ＡＩ時代のデジタル・ガバメント 
＜具体⽬標１＞ 
ＡＩを活⽤した公共サービスの利便性・⽣産性の向上 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
3-
21-
001 

警察活動の⾼度化・効率化のためのＡ
Ｉの試験的導⼊及び実導⼊に向けた検
討（2021 年度）【警】 

【計画通り進捗】 
・警察活動の⾼度化・効率化のためのＡＩの導⼊に向け
て、ＳＮＳにおける違法薬物情報等の探索・分析に係る実
証実験及び⾞種判別に係る映像解析の⾼度化・効率化に
係る実証実験を実施し、実導⼊に向けた課題、効果等を把
握した。 

・2021 年度実証実験により得られた結果を踏ま
え、実導⼊に向けた検討を⾏うほか、事業内容
（対象業務）を変更して実証実験を継続。 

III-
3-
21-
002 

オンライン研修の提供等を通じて、⾏政機
関において、データサイエンス、統計学、Ａ
Ｉに専⾨性を有するスタッフを育成・配置
し、データ収集と解析、ＡＩ応⽤を促進
すると同時に、データ・インテグリティーを担
保できる権限を付与（2021 年度）【Ｉ
Ｔ・総】 

【計画通り進捗】 
・「ＥＢＰＭを推進するための⼈材の確保・育成等に関する
⽅針」等に基づき、オンライン研修を活⽤し、従来の研修に
加え、データサイエンスに資する講座など計４講座を３年度
から開設した他、新たに統計実務担当者向け３講座の動
画コンテンツを作成、必要な⼈材育成プログラムを充実・強
化した。 
・ライブ配信形式によるオンライン研修を拡充し、研修の受講
機会を増やした。 
・統計に関する専⾨性を有する「統計データアナリスト」及び
「統計データアナリスト補」について、「統計データアナリスト等
の認定の基本的な考え⽅（2021 年２⽉ 12 ⽇統計⾏政
推進会議申合せ）」、「統計データアナリスト等の認定基準
（2021 年２⽉ 18 ⽇総務省政策統括官（統計基準担
当）決定）及び「統計データアナリスト等認定実施規程
（2021 年６⽉ 29 ⽇総務省政策統括官（統計基準担
当）決定）を策定し、2021 年度から認定を開始。2021

・新たに作成した３講座のオンライン研修動画コン
テンツを 2022 年第１四半期より運⽤開始し、
年度内に新たに統計作成実務に係る２講座の
動画コンテンツ作成を予定。 
・統計に関する専⾨性を有するスタッフ（統計デー
タアナリスト等）の育成。 
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年度末時点で、統計データアナリスト 17 ⼈、統計データアナ
リスト補 48 ⼈を認定した。 

III-
3-
21-
003 

⼈⼯知能研究開発ネットワーク所属機関
における、ＡＩ等技術を⽤いた研究⽀援
事務を中⼼とする業務効率化の検討
（2021 年度）【科技・⽂・経】 

・産総研における予算管理業務や出勤簿データ管理業務な
どの⾃動化の効果が⼤きいと⾒込まれる定型業務に RPA や
Excel マクロを導⼊して運⽤中。 

・引き続き、業務の廃⽌や合理化も含め、IT ツー
ルを活⽤した業務効率化を検討していく。 

III-
3-
21-
004 

⾏政機関におけるデータ収集、統計解析
基盤の確⽴（2022 年度）【ＩＴ・総】 

【計画通り進捗】 
・政府統計の総合窓⼝である「e-Stat」に掲載される統計デ
ータについて、2021 年度に機械判読可能な型式での整備
に係る府省統⼀の⽅針として統計データの整備に係る基本
⽅針を策定した。 

・各府省が機械判読可能な統計データを作成す
るための環境等を整備するとともに、政府統計の
総合窓⼝「e-Stat」において利⽤者が統計データ
を⾼度に利活⽤可能な環境整備を推進する。 

III-
3-
21-
005 

データ等の適切な解析からのＩＴ政策へ
のフィードバック・ループの実現（2022 年
度）【ＩＴ・総】 

【計画通り進捗】 
・政府保有データ（統計関連）の棚卸結果等も踏まえ、公
開された「e-Stat」のデータを公開を推進できるよう検討を⾏
った。 

・政府統計の総合窓⼝である「e-Stat」に掲載さ
れる原則全ての統計データを、データの⾃動取得・
更新・分析などの利⽤ができる⾼度利⽤型統計
データに転換するとともに、主要なデータの時系列
データを取得できるよう整備を推進。また、⾏政保
有データ（統計関連）の棚卸結果等も踏まえ、
データの公開を引き続き推進する。 

III-
3-
21-
006 

ＡＩを活⽤した救急搬送の効率化
（2022 年度）【総】 

【計画通り進捗】 
2021 年度末までに名古屋市消防局、札幌市消防局を対
象として、計３つの運⽤最適化⼿法を考案し、実際に救急
隊を移動配置させる実証実験や机上シミュレーションを実施
し、全ての運⽤最適化⼿法において救急搬送が効率化
（平均現場到着距離の短縮）されることを確認した。 

・2021 年度までに研究した 3 つの運⽤最適化
⼿法の内、消防本部の運⽤実態に最も適してい
ると評価された「事前・署所間」の⼿法に関して、
2022 年度に運⽤最適化の諸条件の検討や救
急隊の最適配置候補を提⽰するソフトウエアを作
成する。 
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III-
3-
21-
007 

デジタル・ガバメント化の利点を最⼤限に
活かすために、スマートフォン等の携帯端
末上で、多⾔語であらゆる⾏政サービスを
受けることができるプラットフォームを構築
し、ＡＩ One Stop サービスを実現
（2025 年度）【総】 

【計画通り進捗】 
・多⾔語⾃動応答システムの導⼊等を⾏う⾃治体等への⽀
援について、地⽅公共団体が多⾔語⾳声翻訳サービスを導
⼊する際の共通課題等について整理し、各課題において求
められる取組を「地⽅公共団体における「多⾔語⾳声翻訳
サービス」の導⼊ガイド」として取りまとめ、2021 年４⽉に公
表した。 

・「多⾔語⾳声翻訳サービス」の導⼊ガイドの周知
を引き続き実施する。 

III-
3-
21-
008 

気象観測・予測精度向上に係る技術の
開発・導⼊（2030 年度）【総・国】 

【計画通り進捗】 
・2019 年度に開始した理化学研究所⾰新知能統合研究
センターとの共同研究の枠組みにおいて、気象の観測や予測
への AI 技術の活⽤に向けた研究開発を進めた。 

・引き続き、理化学研究所との共同研究の枠組
みにおいて、研究開発を実施する。 

III-
3-
21-
009 

AI 研究開発機関と政策研究機関の連
携を通じた、政策研究への AI 技術の応
⽤を開始（2021 年度）【⽂】 

【計画通り進捗】 
・NISTEP と理研 AIP センターにおいて、AI 技術を⽤いた
STI 政策研究についての共同研究を開始し、博⼠⼈材流
動性や、論⽂引⽤の意味分析、名寄せの⾼度化、AI の社
会影響等に関するプロジェクトを実施した。 
・これらのプロジェクトのうち、博⼠⼈材流動性については国内
学会（研究・イノベーション学会）に 2 報を発表し、学会か
ら顕彰されるなど評価を得た。 
・社会影響については専⾨家向けにセミクローズドのシンポジ
ウムを企画し、100 名超の参加を得るなど⾼い関⼼を惹い
た。 
・理研 AIP との共同研究の枠組みにおいて、研究開発を実
施する。 

（取組終了） 

III-
3-
21-
010 

透明性、公平性等を確保しつつ国の⾏
政機関におけるＡＩの活⽤が進展するよ
う、国の⾏政機関におけるＡＩ導⼊の基
本的考え⽅、ガイドライン等の総合的な対

【計画通り進捗】 
・政府におけるＡＩ導⼊・活⽤の阻害要因を把握するため、
政府 43 機関を対象としたアンケート及びヒアリングを実施。 

・AI 戦略 2022 のもと、政府における AI 利活⽤
の推進に係る取組を進める。 
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策を本年度内の整理・取りまとめ（2021
年度）（再掲）【科技】 

・阻害要因の本質的問題の分析を実施。その結果について
は「⼈間中⼼のＡＩ社会原則会議」の場にて公開するととも
に、関係の議論に活⽤した。 
・「AI 戦略 2022」において、新たに⽬標「政府機関における
AI 利活⽤の推進」を設定し、関連の取組をまとめた。 

 
＜具体⽬標２＞ 
⾃治体の⾏政コスト低減と公共サービスレベル維持の両⽴を成し遂げるための業務の効率化・⾼度化に向けたＡＩ・ロボティクス等の活⽤推進 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
3-
21-
011 

⾃治体⾏政へのＡＩ・RPA の実装
（2022 年度）【ＩＴ・総】 

【計画通り進捗】 
・⾃治体に対して AI ・RPA 導⼊ガイドブックを周知して、
AI の導⼊・活⽤を進めた。 

・⾃治体に対して AI ・RPA 導⼊ガイドブックを周
知して、AI の導⼊・活⽤を進める。 

III-
3-
21-
012 

⾃治体⾏政スマートプロジェクト（ＩＣＴ
やＡＩ等を活⽤した標準的かつ効率的
な業務プロセスの構築）の推進（2021
年度）【ＩＴ・総】 

【計画通り進捗】 
・2021 年度末までに⾃治体規模別の５の検討グループが
団体間業務⽐較による AI・RPA 等の ICT を活⽤した業務
プロセスのモデルの構築に取り組んだ。 

（取組終了） 

III-
3-
21-
013 

ＡＩを活⽤した疑わしい取引に係る情報
分析の⾼度化（2021 年度）【警】 

【計画通り進捗】 
・2019 年度に実施した実証実験の結果を踏まえ、疑わしい
取引に係る情報分析において AI を活⽤するためのシステム
を整備した。 

（取組終了） 

III-
3-
21-
014 

ＡＩを活⽤した緊急性の判断に資するツ
ールの開発促進（2022 年度）【厚】 

【計画通り進捗】 
・先⾏⾃治体である三重県へのヒアリングや⾃治体からの意
⾒等を聴取し、⽬的に沿ったシステムとなるよう要件定義を
⾏った。 

・仕様書及び要件定義書について、内容を精査
した後、2022 年度中に設計開発事業者及び⼯
程管理事業者を選定し、適切な⼯程管理と並⾏
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して、AI ツールの開発を⾏っていく(開発期間は、
2022 年度〜2023 年度を予定）。 
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中⼩企業・ベンチャー企業への⽀援 
（１）中⼩企業⽀援 

＜具体⽬標＞ 
ＡＩを活⽤した中⼩企業の⽣産性の向上 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
4-
21-
001 

課題解決型ＡＩ⼈材育成事業、地⽅
⼤学等による、経営課題解決を通じた新
たなサービスモデルの創出とその展開
（2021 年度）【⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・企業の実際の課題をもとにした教材を⽤い、課題解決型
AI ⼈材育成プログラム「AI Quest」を 2021 年 9 ⽉から
2022 年 2 ⽉にかけて実施。参加者がオンラインコミュニティ
にて活発に学びあう場を提供し、899 名が参加。⼀部の参
加者は企業との協働プロジェクトを実施した。 

（取組終了） 

III-
4-
21-
002 

ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促
進補助⾦を通じて中⼩企業・⼩規模事
業者等が⾏う⾰新的なサービス開発・試
作品開発・⽣産プロセスの改善に必要な
設備投資等を⽀援（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・令和 3 年度補正から新たにデジタル枠を創設した。 

・ＡＩ導⼊を含めた、デジタルに資する⾰新的な
製品・サービス開発、⽣産プロセス・サービス提供
⽅法の改善を⾏う事業者を⽀援していく。 

III-
4-
21-
003 

戦略的基盤技術⾼度化⽀援事業費補
助⾦を通じて中⼩企業が、⼤学・公設試
等と連携して⾏う、ものづくり基盤技術⾼
度化のための研究開発等の取組を最⼤
３年間⽀援（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・戦略的基盤技術⾼度化⽀援事業費補助⾦において令和
３年２⽉から４⽉までＡＩ等の先端技術を活⽤した⾼度
なサービスに関する研究開発等も対象にした公募を⾏った。 

・特定ものづくり基盤技術（情報処理等の 12 技
術分野）及び IoT、AI 等の先端技術を活⽤し
た⾼度なサービスに関する研究開発等を⽀援して
いく。 

III-
4-
21-
004 

ものづくり・商業・サービス⾼度連携促進
補助⾦を通じて複数の中⼩企業等がデ
ータを共有し、連携体全体として新たな付
加価値の創造や⽣産性の向上を図るプロ
ジェクト等を⽀援（2021 年度）【経】 

【計画通り進捗】 
・ものづくり・商業・サービス⾼度連携促進補助⾦において令
和３年５⽉から７⽉、８⽉〜９⽉まで、ＡＩ導⼊を含め
た、デジタルに資する⾰新的な製品・サービス開発等を⾏う
事業も対象にした公募を⾏った。公募の結果、AI による ⾃

・複数の中⼩企業等がデータを共有し、連携体全
体として新たな付加価値の創造や⽣産性の向上
を図るプロジェクト等に補助⾦を交付し⽀援する。 
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習機能を搭載した中⼩企業の経理を⽀援する製品・サービ
ス開発の事業に対して⽀援を⾏った。 

III-
4-
21-
005 

設計や製造などのものづくり現場に蓄積さ
れてきた暗黙知（経験や勘）の伝承・効
率的活⽤を⽀え、⽣産性を向上させるＡ
Ｉ技術を開発（2023 年度）（再掲）
（III－１（６）参照）【経】 

【計画通り進捗】 
・NEDO 事業「次世代⼈⼯知能・ロボットの中核となるインテ
グレート技術開発」において、当該研究開発に着⼿し、設計
リスク評価業務における判断⽀援をする AI や、製造現場に
おける熟練技能者のデータから⾮熟練者を⽀援する AI の開
発等、計 6 テーマを推進した。 

・NEDO 事業を通じて研究開発を推進する。 

III-
4-
21-
006 

⾮対⾯・遠隔での活動の基盤として、⾃
動⾛⾏ロボットを⽤いた配送のための技術
開発や地⽅に分散する複数のデータセン
ターを統合的に管理するソフトウェア開発
を充実（2021 年度)（再掲）【経】 

【計画通り進捗】 
・⾃動⾛⾏ロボットを⽤いた配送に係る技術開発のため、令
和２年度補正「⾃動⾛⾏ロボットを活⽤した新たな配送サ
ービス実現に向けた技術開発事業」により１０件、2021 年
度「⾰新的ロボット研究開発等基盤構築事業」により１件の
⽀援を⾏った。 
・地⽅分散データセンターの⼀体運⽤により、次世代ソフトウ
ェアの開発につながるプラットフォームを構築する実証事業
（次世代ソフトウェアプラットフォーム実証事業）を 2021 度
に実施。⼤容量・低遅延・同時多接続といった要件を満たす
計４件のソフトウェア開発プロジェクトの実証を⽀援した。 
・中⼩企業の設備投資を補助する「ものづくり・商業・サービ
ス⽣産性向上促進事業」に特別枠（低感染リスク型ビジネ
ス枠）を創設し、対⼈接触機会の減少に資する製品開発
や⽣産プロセス等の改善に必要な設備投資を⽀援した。 

・⾃動⾛⾏ロボットを⽤いた配送に係る技術開発
のため、2022 年度「⾰新的ロボット研究開発等
基盤構築事業」により⽀援を⾏う。 
・「次世代ソフトウェアプラットフォーム実証事業」は
2021 年度で終了予定。 
・「ものづくり・商業・サービス⽣産性向上促進事
業」の低感染リスク型ビジネス枠は 2021 年度で
公募を終了。 
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（２）ＡＩ関連創業に関する若⼿⽀援 

＜具体⽬標＞ 
ＡＩ関連スタートアップ企業⽀援 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

III-
4-
21-
007 

令和元年６⽉に策定した「Beyond 
Limits. Unlock Our Potential〜世
界に伍するスタートアップ・エコシステム拠
点形成戦略〜」を踏まえ、スタートアップ・
エコシステム拠点都市に対する集中的な
⽀援を実施するとともに、令和２年７⽉
に策定した「スタートアップ・エコシステム形
成に向けた⽀援パッケージ〜コロナを乗り
越えて新たな成⻑軌道へ〜」を踏まえ、ス
タートアップの創出・育成・成⻑を⽀援。 
また、スタートアップを活⽤したイノベーショ
ン創出を強⼒に推進するため、イノベーショ
ン創出に資する課題設定、多段階選抜
を軸とした省庁横断の統⼀的なルールの
導⼊等、⽇本版 SBIR の抜本改⾰を推
進（2021 年度）【科技・総・⽂・厚・
農・経・国・環】 

【計画通り進捗】 
・スタートアップ・エコシステム拠点都市の選定のほか、スタート
アップ⽀援機関プラットフォーム（Plus）の設⽴等を⾏うとと
もに、スタートアップの創出・育成・成⻑を⽀援した。 
・新たな SBIR 制度の運⽤に向け、スタートアップ等に⽀出
可能な補助⾦の⽀出⽬標額を定める「令和３年度特定新
技術補助⾦等の⽀出の⽬標等に関する⽅針」、政策ニーズ
に基づき国が研究開発課題を設定して交付する補助⾦の
公募・執⾏に関する統⼀的なルール等を盛り込んだ「指定補
助⾦等の交付等に関する指針」を 2021 年 6 ⽉に閣議決
定した 
・新たな⽇本版 SBIR 制度による研究開発や成果の社会
実装等の取組を推進するため、新 SBIR 制度加速事業を
実施した。 
・⽇本版 SBIR 制度に基づき、2021 年度予算に計上した
スタートアップへの⽀援策について、16 件の研究課題を採択
し、農林⽔産・⾷品分野において、AI を活⽤したスタートアッ
プによるイノベーション創出を推進した。 

・スタートアップ・エコシステム拠点都市で、海外トッ
プ⽀援者によるスタートアップ⽀援プログラム（分
野特化型、シーズ⽀援型のアクセラレーションプロ
グラム等）を実施する。 
・新たな⽇本版 SBIR 制度による研究開発や成
果の社会実装等の取組を推進する。 
・⽇本版 SBIR 制度に基づき、農林⽔産・⾷品
分野における AI を活⽤したスタートアップによるイ
ノベーション創出を推進する。 
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倫理 

＜⽬標＞ 
ＡＩ社会原則の普及と、国際連携体制の構築 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

IV-
1-
21-
001 

「⼈間中⼼のＡＩ社会原則」のＡＩ-
Ready な社会における、社会的枠組み
に関する７つのＡＩ社会原則を国内で
定着化（2021 年度）【科技・総・⽂・
厚・経】 

【計画通り進捗】 
・有識者会議（「ＡＩネットワーク社会推進会議」（議
⻑︓須藤 修 中央⼤学国際情報学部教授、中央⼤学Ｅ
ＬＳＩセンター所⻑、東京⼤学⼤学院情報学環特任教
授））において「報告書 2021」を取りまとめ、公表した
（2021 年８⽉）。 
・同会議において、「安⼼・安全で信頼性のあるＡＩの社会
実装」の推進に向けた議論・検討を実施した（2021 年 10
⽉から 2022 年２⽉まで計３回の会議を開催）。 
・業界団体等を通じて、これまで有識者会議において取りまと
めた「報告書 2021」、「ＡＩ開発ガイドライン」及び「ＡＩ利
活⽤ガイドライン」の普及展開に係る取組を実施した。 

・有識者会議（ＡＩネットワーク社会推進会
議）において、「安⼼・安全で信頼性のあるＡＩ
の社会実装」の推進に向けた議論・検討を継続す
る。（2022 年４⽉から７⽉に計 3 回の会議を
開催予定） 
・AI 利活⽤・AI ガバナンスに係る国内外動向や
先進的・意欲的事例、「ＡＩ開発ガイドライン」及
び「ＡＩ利活⽤ガイドライン」の⾒直しの検討結果
等について取りまとめ、「報告書 2022」を公表予
定。 
・両ガイドラインは必要に応じて報告書を踏まえた
⾒直しを⾏う。 

IV-
1-
21-
002 

ethics dumping の防⽌に向けた検討
を含む、ＡＩ社会原則に関する多国間の
枠組みを構築（2021 年度）【科技・個
情・総・外・⽂・厚・経】 

【計画通り進捗】 
・世界プライバシー会議（GPA）の AI 作業部会に参加。
同作業部会では、顔認識技術に関する個⼈情報の適切な
利⽤に関する原則の策定に向けた作業等が進められた。 
・有識者会議（ＡＩネットワーク社会推進会議）において
「報告書 2021」を取りまとめ、公表した（2021 年８
⽉）。 
・同会議において、「安⼼・安全で信頼性のあるＡＩの社会
実装」の推進に向けた議論・検討を実施した（2021 年 10
⽉から 2022 年２⽉まで計３回の会議を開催）。 

・世界プライバシー会議（GPA）における AI に
関する議論への参加を継続する。 
・国内における AI 利活⽤や AI ガバナンスの議
論・検討の状況や成果等について、国際会議の
場等における情報発信を実施する。 
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・国内における AI 利活⽤や AI ガバナンスの議論・検討の状
況や成果等について、国際会議の場等における情報発信を
実施するとともに、国際シンポジウム「AI ネットワーク社会フォ
ーラム２０２２」（2022 年３⽉）を開催した。 
・2021 年 11 ⽉に開催された第 41 回ユネスコ総会で AI
の倫理に関する勧告が採択された。 

IV-
1-
21-
003 

責任あるＡＩやイノベーション等の推進に
向け、ＧＰＡＩにおけるイニシアティブを
発揮（2021 年度）【総・経】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 11 ⽉に開催された GPAI 総会において、運営
委員会の政府代表枠を決める選挙に⽶国及びブラジルとと
もに⽴候補したところ、加盟国からの投票等の結果、我が国
が次期議⻑国かつ運営委員会の政府代表として選出された
（議⻑年︓2022 年 11 ⽉から 1 年間）。 
・⽶国・ブラジルも運営委員会の政府代表として選出され
た。 

・2022 年 11 ⽉に我が国において GPAI 総会を
開催し、議⻑国に就任するとともに、責任あるＡ
Ｉやイノベーション等の推進に向け、ＧＰＡＩにお
けるイニシアティブを発揮していく予定。 

IV-
1-
21-
004 

ＡＩ社会原則の実装に向けて、国内外
の動向も⾒据えつつ、我が国の産業競争
⼒の強化と、ＡＩの社会受容の向上に
資する規制、標準化、ガイドライン、監査
等、我が国のＡＩガバナンスの在り⽅を検
討（2021 年度）【科技・総・経】 

【計画通り進捗】 
・「AI 原則実践のためのガバナンス・ガイドライン ver. 1.0」
を改定し、「AI 原則実践のためのガバナンス・ガイドライン 
ver. 1.1」をとりまとめ公表した。 
・あわせて「AI 原則実践のためのガバナンス・ガイドライン」の
普及促進のため広報活動を⾏った。 
・有識者会議（ＡＩネットワーク社会推進会議）において
「報告書 2021」を取りまとめ、公表した（2021 年８
⽉）。 
・同会議において、「安⼼・安全で信頼性のあるＡＩの社会
実装」の推進に向けた議論・検討を実施した（10 ⽉から
2022 年２⽉まで計３回の会議を開催）。 
・「ＡＩ開発ガイドライン」及び「ＡＩ利活⽤ガイドライン」につ
いて、海外の AI 指針・ガイドライン等との⽐較、国内の先進

「AI 原則実践のためのガバナンス・ガイドライン」の
普及促進のため広報活動を引き続き⾏う。 
・有識者会議（ＡＩネットワーク社会推進会
議）において、「安⼼・安全で信頼性のあるＡＩ
の社会実装」の推進に向けた議論・検討を継続し
た。（2022 年４⽉から７⽉に計 3 回の会議を
開催） 
・AI 利活⽤・AI ガバナンスに係る国内外動向や
先進的・意欲的事例、「ＡＩ開発ガイドライン」及
び「ＡＩ利活⽤ガイドライン」の⾒直しの検討結果
等について取りまとめ、「報告書 2022」を公表予
定。 
・両ガイドラインは必要に応じて報告書を踏まえた
⾒直しを⾏う。 
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的な取組事例との対応からの検討などのレビューを実施し、
２⽉開催の AI ネットワーク社会推進会議において議論・検
討を⾏った。 

IV-
1-
21-
005 

研究成果を迅速に社会で活⽤させるため
に必要となる説明性、安全性、公平性等
を担保する技術及びシステムを実現するた
め、今後のＡＩの進化と信頼性確保のた
めの基盤技術に関する研究開発及び倫
理等の⼈⽂・社会科学と数理・情報科学
とを融合した研究開発を実施（2021 年
度）（再掲）（II－２（２）参照）
【科技・総・⽂・経】 

【計画通り進捗】 
・NEDO 事業の取組より、産総研が公開している「機械学
習品質マネジメントガイドライン」について、公平性・セキュリテ
ィ・データ品質に関する項⽬を拡充した第 2 版を公開した
（2021 年 7 ⽉）。 
 

・NEDO 事業を通じて研究開発を推進する。 

IV-
1-
21-
006 

ＡＩのトラストの研究開発における、国内
外の最新動向の共有、有識者による議
論等を⾏い、ＡＩ研究開発中核センター
群を中⼼に、関連する研究開発等におけ
る取組⽅針を決定（2021 年度）（再
掲）（II－２（２）参照）【科技・総・
⽂・経】 

【⼀部未了】 
・「⼈間中⼼の AI 社会原則会議」を計 3 回開催し、有識
者による最新の研究開発や倫理に関する国内外の動向を
共有するとともに、AI 研究開発連絡会にて AI 研究開発中
核センター群の連携による取り組む研究開発課題等の議論
を継続した。 

・取組⽅針決定に向けて協議を継続。 
・「⼈間中⼼の AI 社会原則会議」を開催し、議
論を継続する。 
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その他 
＜具体⽬標１＞ 
本戦略の定期的なフォローアップと⾒直し 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

V-
1-
21-
001 

ＡＩ戦略実⾏会議において、戦略実現
のために必要な制度⾒直しのあり⽅、戦
略のフォローアップ、必要に応じた本戦略
の⾒直し等の実施（2021 年度）【科
技】 

【計画通り進捗】 
・社会実装をさらに推進するために、AI 戦略実⾏会議の下
に新 AI 戦略検討会議を設置し、戦略の検討を実施した。 

・新 AI 戦略 2022 の⽬標を実現する各種取組
を推進していくとともに、適宜取組のフォローアップを
実施していく。 

V-
1-
21-
002 

⽇本の強みを⽣かした、産業構造の変化
及び DX の進展に対応する知財システム
の構築（2021 年度）【知財・経】 
 

【計画通り進捗】 
データ連携基盤において、データ流通が進み新たな価値を創
出するためのデータ取扱いルールの実装する際に踏まえるべき
検討の視点と⼿順をまとめた「プラットフォームにおけるデータ
取扱いルールの実装ガイダンス Ver.1.0」を作成し公表し
た。 

・⽇本の強みを⽣かした、産業構造の変化及び
DX の進展に対応する知財システムを構築する。 

V-
1-
21-
003 

新たなＡＩ戦略の策定（本年内⽬途）
（2021 年度）【科技】 

【計画通り進捗】 
・2021 年 9 ⽉に新 AI 戦略検討会議を⽴ち上げ、10 ⽉
から 2021 年 2 ⽉まで計 5 回の会議を開催した。 
・会議では、社会実装の推進などに重点をおいて検討を進
め、⼤規模災害などの危機への対処においてＡＩを効果的
に活⽤するためのデジタル・ツインの構築、ＡＩの社会実装の
ために求められる⼈材育成等の環境整備などを掲げた内容
の素案を予定通り 3 ⽉末までに取りまとめた。 

・2022 年 4 ⽉に AI 戦略実⾏会議を開催し、
戦略案を取りまとめ、この後開催された統合イノベ
ーション戦略推進会議で決定。 
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＜具体⽬標２＞ 
制度、開発、実装等に関する、世界の注⽬を集める存在感の発信 
取組 
番号 

取組 
（2021 年度に設定） 

取組の状況 
（2022 年 3 ⽉末時点） 

今後の予定 
（参考） 

V-
1-
21-
004 

政府のＡＩ関連のデータ、アプリ等の国
際展開向けパッケージ化（2021 年度）
【総・厚・農・経・国】 

【未了】 
・国際展開に向けたパッケージ化が可能な取組を調査した
が、適したものを⾒つけるに⾄らなかった。 

（取組終了） 

V-
1-
21-
005 

世界ＡＩトップ研究者約 100 名／年の
⽇本への招聘（2021 年度）【総・⽂・
経】 

【⼀部未了】 
・AI 中核 3 センターにおいて 2021 年度で合計 7 名の外国
籍の研究者を海外から採⽤した。 
・コロナ禍により海外からの⼊国⾃体が制限されていたことに
より、2021 年度末現在、⽇本への海外研究者の招聘も困
難な状況が継続中。 

・新型コロナウイルス感染症の影響で、海外からの
研究者の招聘が困難になっていることから、いった
んこの⽬標を廃⽌とする。 
・ただし、継続的にオンラインも活⽤しながら国際
連携を図るとともに、社会情勢に合わせて海外か
らの研究者の招聘を少しずつ再開する。 
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（取組）の【】中において⽤いられる担当府省庁名の略称は、以下のとおり。（なお、複数府省庁の場合は、主担当を下線で表記） 

略称 府省庁名 
ＩＴ 

内閣官房 
情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室 

再チャレンジ 副⻑官補付 
NISC 内閣サイバーセキュリティセンター 
科技 

内閣府 

科学技術・イノベーション推進事務局 
健康医療 健康・医療戦略推進事務局 

男⼥ 男⼥共同参画局 
知財 知的財産戦略推進事務局 
宇宙 宇宙開発戦略推進事務局 
海洋 総合海洋政策推進事務局 
警 国家公安委員会 警察庁 

個情 個⼈情報保護委員会事務局 
総 総務省 
外 外務省 
⽂ ⽂部科学省 
厚 厚⽣労働省 
農 農林⽔産省 
経 経済産業省 
国 国⼟交通省 
環 環境省 
防 防衛省 

 


